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１．保険診療「今さら聞けない『医療 DX』とは」 
［6/25・6/27］  清水 孔嗣（東京都保健医療局 保健政策部医事専門課長） 
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３．診療報酬請求書等の留意点について 

 

①．社会保険関係 
［6/25・6/27］  

東條 裕明（社会保険診療報酬支払基金 関東審査事務センター 

事業管理課事業管理第２係係長） 

 

 

②．国民健康保険関係 
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染野 祥太（東京都国民健康保険団体連合会 企画事業部管理課管理係係長） 

    



 

目 次  

 

 

１．保険診療「今さら聞けない『医療 DX』とは」  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・1 

 

 

 

２．公費負担医療（東京都医療費助成制度等）の取扱い上の留意点に

ついて 

 

① ○都 医療費助成制度・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・23 

② ○都 以外の医療費助成制度 ······································· 33 

 

 

 

３．診療報酬請求書等の留意点について 

① 社会保険関係 ················································· 139 

② 国民健康保険関係 ············································· 157 

 

＜参考＞ 

ベースアップ評価料～計画・報告提出 Q＆A について～・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・175 

 

 

 

 

 

 

■講演映像、資料の掲載について 

講演映像（6 月 27 日収録分）や配布資料は、後日、本会

ホームページ（https://www.tokyo.med.or.jp/35222）に 

掲載する予定です。右の QR コードからもアクセス可能

ですので、ご活用ください。 

  



 

 

 

１．保険診療「今さら聞けない『医療 DX』とは」 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１

1



本本日日のの内内容容

１ 保険医療制度について
２ 医療DXの急速な社会実装
３ サイバーセキュリティ

と安全管理ガイドライン

2

保険診療
「今更聞けない『医療DX』とは」

1

東京都
保健医療局 保健政策部

福祉局 指導監査部（兼務）
医事専門課長 清水 孔嗣

2025年6月
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１

4 4

保保健健：：hheeaalltthh

保保険険：：iinnssuurraannccee

「ほけん」という言葉は似ていますが、
「保険」は医療提供体制を支える「制度」

≠≠

［［ １１ ］］保保険険医医療療制制度度ににつついいてて

3
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「「保保険険」」ととししててのの療療養養のの給給付付のの流流れれ

6

被保険者
（市井に暮らす我々）

保
険
医
療
機
関

保

険

者

診断・治療

診療報酬請求

審
査
支
払
機
関

診療報酬支払

一部負担金 保険料

国・市町村
税

事業所

負担金

（例）３割

（例）７割

保険料発症・受診

⇦⇦その一角を担う、保険医療機関について法は何
と書いているのか、簡単に見てみましょう。

5

わわがが国国のの「「保保険険医医療療制制度度」」のの特特徴徴

5

国国民民皆皆保保険険制制度度  …… すすべべててのの国国民民（（住住民民））がが、、何何ららかか
のの公公的的医医療療保保険険にに加加入入ししてていいるる。。

現現物物給給付付制制度度  …… 医医療療行行為為（（現現物物））がが直直接接「「被被保保険険
者者」」へへ保保険険給給付付さされれるる。。（（そそのの費費
用用はは保保険険者者かからら医医療療機機関関へへ事事後後にに
支支払払わわれれるる。。））

フフリリーーアアククセセスス  ……  患患者者自自ららのの意意思思にによよりり、、自自由由にに医医
療療機機関関をを選選ぶぶここととががででききるる。。
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１

保保険険医医
保保険険医医のの登登録録

（（健健康康保保険険法法第第６６４４条条））

保保険険医医療療機機関関ににおおいいてて健健康康保保険険のの診診療療にに従従事事すするる医医師師若若ししくくはは
歯歯科科医医師師・・・・・・はは、、厚厚生生労労働働大大臣臣のの登登録録をを受受けけたた医医師師若若ししくくはは
歯歯科科医医師師（（以以下下「「保保険険医医」」とと総総称称すするる。。））・・ ・・ででななけけれればばなな
ららなないい。。

保保険険医医のの責責務務

（（健健康康保保険険法法第第７７２２条条））

診診療療にに従従事事すするる保保険険医医はは、、厚厚生生労労働働省省令令※※でで定定めめるるととこころろにによよ
りり、、健健康康保保険険のの診診療療・・・・・・にに当当たたららななけけれればばななららなないい 。。

※※「「保保険険医医療療機機関関及及びび保保険険医医療療養養担担当当規規則則」」

8

保保険険医医療療機機関関
保保険険医医療療機機関関のの指指定定

（（健健康康保保険険法法第第６６５５条条））

• 病病院院ももししくくはは診診療療所所又又はは薬薬局局のの開開設設者者のの申申請請にによよりり行行うう。。

保保険険医医療療機機関関のの責責務務とと費費用用のの額額

（（健健康康保保険険法法第第７７００条条））

• 厚厚生生労労働働省省令令※※でで定定めめるるととこころろにによよりり、、療療養養のの給給付付をを担担当当ししななけけれれ
ばばななららなないい 。。

（（健健康康保保険険法法第第７７６６条条22項項））
• 療療養養のの給給付付にに要要すするる費費用用のの額額はは、、厚厚生生労労働働大大臣臣がが定定めめるる＊＊ととこころろにに
よよりり、、算算定定すするるももののととすするる。。

※※「「保保険険医医療療機機関関及及びび保保険険医医養養担担当当規規則則」」

＊＊厚厚労労省省告告示示「「診診療療報報酬酬のの算算定定方方法法」」 別別表表一一、、二二、、三三

通通知知「「診診療療報報酬酬のの算算定定方方法法のの一一部部改改正正にに伴伴うう実実施施上上のの留留意意事事項項ににつついいてて」」 7
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「保険医療機関及び保険医療養担当規則」とは

通称『『療療担担規規則則』』（厚生労働大臣の定める省令）

第１章 保険医療機関の療養担当 １条から１１条の3まで

療養の給付の担当範囲、担当方針 等
第２章 保険医の診療方針等 １２条から２３条の２まで

診療の一般的・具体的方針、診療録の記載 等
第３章 雑則

法文の読み替え規定等（通常は省略される）

保保険険医医療療機機関関及及びび保保険険医医療療養養担担当当規規則則

いいわわゆゆるる「「療療担担規規則則」」

9
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１

第２章 保険医の診療方針等
１２条から２３条の２までの見出し項目（抜粋）

12

○診療の一般的方針 ⇒的確な診断、診療を妥当適切に実施
○療養及び指導の基本準則 ⇒懇切丁寧
〇指導 ⇒医学の立場を堅持し適切な指導を実施
○転医及び対診 ⇒転医対診につき適切な措置
○診療に対する照会 ⇒他の機関、保険医からの照会に適切に対応
○特殊療法等の禁止
○使用医薬品及び歯科材料 ⇒大臣の定める医薬品以外の禁止
○健康保険事業の健全な運営の確保
○特定の保険薬局への誘導の禁止
○診療の具体的方針 ⇒診察、投薬、処方箋交付、注射、

手術・処置、リハ、居宅療養 ほか
○診療録の記載 ⇒遅滞なく様式一号に必要事項を記載
○処方箋の交付 ⇒保険薬剤師からの疑義照会に適切に対応
○適正な費用の請求の確保

第１章 保険医療機関の療養担当
１条から１１条の3までの見出し項目（抜粋）

11

○療養の給付の担当の範囲 ⇒診察、薬剤・材料、処置手術
居宅療養管理、入院・看護

○療養の給付の担当方針 ⇒療養上妥当適切に対応
〇診療に関する照会 ⇒他機関からの照会に適切に対応
○適正な手続きの確保 ⇒申請、届出、費用請求を適正に実施
○健康保険事業の健全な運営の確保
○経済上の利益の提供による誘引の禁止
○特定の保険薬局への誘導の禁止
○掲示 ⇒別に大臣が定める事項を掲示
○受給資格の確認 ⇒あらかじめ必要な体制を整備
○要介護被保険者等の確認
○一部負担金等の受領
○領収証等の交付 ⇒領収書・明細書を交付
○診療録の記載及び整備 ⇒給付の担当に必要な事項を記載
○帳簿等の保存 ⇒診療録にあっては完結の日から５年

7



14

20世紀初頭のニューヨーク5番街の写真 11990000→→11991133
馬車から自動車へという外見的変化のみならず、T型フォードの生産様式が人々の生活意

識に与えた影響に留意

ハードウエアテクノロジー（ここでは内燃機関）の「コモデティ化
（日用品化）」が、生活意識と社会の変容をもたらした。

20世紀を規定→「石油の世紀」 「消費社会化」

デジタルではないけど 「トランスフォーメーション」の例

［［ ２２ ］］「「医医療療DDXX」」のの急急速速なな社社会会実実装装

13
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１

16

Digital
デジタル
による
Transformation
形態の転換
※単なるデジタル化（Digitalize）
にとどまらない
生生活活・・社社会会ののかかたたちちのの転転換換

DX

9



背背景景ととななるる問問題題意意識識

日本社会の人口動態の構造的変化
〇急速な高齢者の増加 〇多死社会

〇少子社会→ 〇急速な現役減少社会

深刻な担い手不足の到来
医療提供体制をそれに対応させる必要

局面の変化

17

10



１

20

「加速化プラン」の実施について検討する取組（～2028）

19

◆医療ＤＸによる効率化・質の向上
・・保健・医療・介護の情報を共有可能な「全国医療情報プラットフォーム」を構築
するとともに、標準規格に準拠したクラウドベースの電子カルテ（標準型電子カル
テ）の整備を行う。カルテ情報を医療機関間で電子的に共有することにより、医療
機関の事務負担が軽減されるとともに、過去の治療や薬剤情報等が切れ目無く共有
されることで、日常の診療から、救急医療・災害医療においても、より質が高く安
全な医療を効率的に提供することが可能となる。また、医療機関や薬局間で、薬剤
情報をリアルタイムで共有できる電子処方箋について、医療ＤＸ各分野との有機的
連携の下で、更なる普及拡大や利活用に関する取組を着実に進める。
・診療報酬改定ＤＸの推進に向け、医療機関・薬局等やベンダの集中的な業務負荷
を平準化するため、2024 年度の診療報酬改定より、施行時期を従来の４月から６月
に後ろ倒しする。さらに、2026 年度には、共通算定モジュールを本格的に提供する。
その上で、共通算定モジュール等を実装した標準型レセコンの提供により、医療機
関等のシステムを抜本的に改革し、効率的で質の高い医療の実現を図る。
・・社会保険診療報酬支払基金について、審査支払機能に加え、医療ＤＸに関するシ
ステムの開発・運用主体の母体とし、抜本的に改組する。

「全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）」
全世代型社会保障構築会議 2023年12月22日閣議決定

11



ととこころろでで クラウド（雲）っってて何何？？

22

クラウド バイ デフォルト原則
2018 年6月 総務省「政府情報システムにおけるクラウドサー
ビスの利用に係る基本方針」（「旧方針」）
• オンプレミスからクラウドへの移行を促すもの

クラウドへの移行そのものが目的化されてしまい、必ずしもク
ラウドサービスの利用メリットを十分に享受できていないとい
った反省

2022年12月「政府情報システムにおけるクラウドサービスの適
切な利用に係る基本方針」
• 政府情報システムが単にクラウドに移行するだけではなく、
クラウドの利用メリットを十分に得られるようにするための
考え方を示す

21

12



１

24

クライアント

サーバ／ホスト

オオンンププレレミミススかかららククララウウドド化化へへ

（（電電子子カカルルテテをを事事例例ととすするるとと））

《医療機関内》
《医療機関内》

クラウド型オンプレミス型

クラウドデータセンター

情報システム本体

情報システム本体

on premise
構内で、敷地内で

Cloud
雲

13



26

２０２２年春の状況

25
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１

医療機関等は、ネットワーク外部からの攻撃リスクに対
処が必要だよ → コモンセンスとしての共通理解だった

→ 明文化・義務化

「閉じたネットワーク（閉域網）」の中は安全だよね
→ その安全性は担保されなくなった

→ いわゆる「閉域網神話」の終焉 28

「医療DX」時代の要請

◎医療法施行規則の一部改正（２０２３年４月１日施行）

第十四条 （略）
２ 病院、診療所又は助産所の管理者は、医療の提供に著しい支障を

及ぼすおそれがないように、サイバーセキュリティを確保するた
めに必要な措置を講じなければならない。

[[  ３３  ]]ササイイババーーセセキキュュリリテティィとと

「「医医療療情情報報シシスステテムムのの安安全全管管理理ガガイイドドラライインン」」

27

15



ネットワーク経由での攻撃事例（大阪急性期C）

30

ネットワーク経由での攻撃事例

ランサムウェア（身代金プログラム）による攻撃

●2021年10月末 徳島県つるぎ町立半田病院
●2022年10月末 大阪急性期総合医療センター

⇒両者とも復旧に約２か月以上

電子カルテデータを暗号化して身代金を要求
両者ともFortiNet社「VPN接続装置」の脆弱性を利用してネット
ワークに侵入

大阪の例は、給食委託業者からの閉域網を経由して侵入（サプ
ライチェーンからの侵入例）

29

16



１

医療情報システムガイドライン6.0で
強調されること

32

事業者ごとの責任分界の把握と明確化
ネットワークの接続機器など多数の受託者等が関与する
ため責任の境界があいまいな部分が発生しやすい。
だれが責任をもって技術管理するのか明確にしておく。
基幹システム以外の接続ポイントも把握する

ゼロトラスト思考
閉域網内は安全という考え方を廃し、侵入に備える。
閉域網に対しても挙動監視、PWの誤回数でロックアウト

「医療情報システムガイドライン」 6.0版

●2023年5月30日付で、5.2版から6.0版へVer.UP

 概説編、経営管理編、企画管理編、システム運用編に
４分冊化（院としてのシステム管理体制の必要性）

 外部委託、外部サービスに関するシステム類型別の責
任分界の考え方等を整理 →次スライド

 情報セキュリティに関するゼロトラストの考え方、サ
イバー攻撃を含む非常時に対する具体的な対応（デー
タバックアップの重要性）→次スライド

 新技術、制度・規格の変更への対応
31

17



34

33

多要素認証（R９年度必須化）
ID＋PWの記憶認証だけでなく、その他の認証も併用（

＋指認証、本人カード認証、デバイスに認証番号を通知す
るなどの組合せ）

バックアップ機能の安全性の確保
乗っ取られた場合に備え、乗っ取られ前に復元できるよ
うに数世代分のデータを安全に確保
とくにバックアップデータまで乗っ取られる可能性を最
小化するため、バックアップ方式のエアギャップ化、論
理的改変不可（上書きできない）化対応などを含め複数
化

医療情報システムガイドライン6.0で
強調されること

18



１

36

●システム関係をベンダー（電子情報機器等納入者）に
丸投げせず、医療機関（管理者・担当者）とベンダーが
しっかり協同・協力する姿勢

●厚労省システムガイドラインや、医療DXの動向につ
いて、ベンダーの担当者が熟知しているか、オンライン
回線（VPN）の安全性やデータバックアップについて
も、しっかり相談（適切な振り分け、適切な提案）でき
るか

●システム導入・ネットワーク化に際して、信頼できる
ベンダーを選ぶことは重要

システム等専門的な部分はある程度任せざるを得ない

35

特集「小規模医療機関等向けガイダンス」 を参照

19



ととこころろがが！！

地方独立行政法人 岡山県精神科医療センター（255床）
2024年5月 ランサムウェア攻撃 → 電子カルテ３か月停止

保守用VPN装置の脆弱性放置
保守用VPN装置のIPアドレス制限なし
推測可能なアドミニID/PWの共通設定 →administrator/P@ssw0rd
アドミニ権限を一般ユーザに開放 →対策ソフトの停止、水平展開
アカウントロックアウトが未設定
オフラインバックアップ取得不可 （→破壊を逃れたDWHから復元）

38

（2025年2月報告書）
本件事案は、徳島県つるぎ町立半田病院、大阪急性期・総合医療センターの報告書の指摘事項とま
ったく同じ脆弱性が招いたランサムウェア被害であり、厚労省ガイドラインの遵守で十分に防げた
事案であった。脆弱性の放置や推測可能なパスワードの使いまわしなどは、サイバー攻撃が進化す
る中で「閉域網神話」による思考停止が招いた「人災」ともいうべきものである。改めて、医療情
報システムベンダー、医療機器ベンダーと病院関係者による、外部接続点のリスクの再評価、基本
的なセキュリティ設定の見直しを切に要望するものである。

37

https://mhlw-training.saj.or.jp/contents/

20
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•40

本日のまとめ

●コンプライアンスは患者も護るし、自身も護る

●現役減少社会に対応する必要

●医療DXの社会実装が求められている

●医療機関としてサイバーセキュリティー対策が必須

できることは、始めよう。

39

21



ご清聴ありがとうございました。

41
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２．公費負担医療（東京都医療費助成制度等）の 

取扱い上の留意点について 

 

①．○都 医療費助成制度 
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【１】都 等医療費助成制度の目的

• 疾病治療の促進や治療研究の推進、患者の医療
費負担の軽減など

2

• 患者などからの申請に基づき、審査を経て、認定さ
れた患者に対し、制度ごとに都医療券又は受給者
証を交付

（以後は「医療券等」と略して説明します。）

1

※ここでは指定難病（法別５４）、小児慢性特定疾病

（法別５２）の医療費助成制度を含めてマル都等と

して説明します。

マル都等医療費助成制度

24
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【２】医療券等適用にあたっての注意事項

（２）有効期間内に受けた治療であるか
・有効期間外に受けた治療は助成対象外

※有効期間は医療券等に記載されています。

・有効期間外の公費併用レセプト請求への対応

→医療機関へ過誤通知「公費負担医療費の請求・支払に

ついて」を送付し、当該レセプトの取下げと、公費をはず

した保険単独レセプトでの再請求をお願いしています。

※「公費負担医療費の請求・支払について」という通知が

届いた場合は上記対応をよろしくお願いします。

4

（１） 都医療券等に記載された病名に対する診療であるか

・助成対象範囲は、いわゆる「疾病限定」

・副作用等に対する治療は助成対象外

ただし、ウイルス肝炎治療医療費助成制度では、認定

された治療による軽微な副作用が発生し、当該治療

の中断を防止するために併用せざるを得ない副作用

の治療は助成対象

3

【２】医療券等適用にあたっての注意事項

25



【２】医療券等適用にあたっての注意事項

（４）患者一部負担額の算定

・難病、小児慢性及び肝炎の自己負担額は合算

→各医療機関における入院・外来・調剤等を合算し、

月額自己負担限度額まで算定する。

⇒管理票で確認し、既に月額自己負担限度額に達していれば負担なし。

※ 限度額に達したあとも、管理票には記載が必要

（医療費総額のみ記載・押印し、その他の欄は斜線を引く。）
6

・制度により患者一部負担額のないものと、限度額を

設定しているものがある。所定の負担額を算定する。

※限度額は医療券等に記載

（３） 医療保険各法、高齢者の医療の確保に関する法律
（後期高齢者医療制度）または介護保険法が適用
されているか
・保険外の負担や自費診療は助成対象外

→医療保険の自己負担限度額を超えた公費併用レセプトが

提出された場合は、医療機関へ過誤通知「公費負担医療

費の請求・支払について」を送付し、当該レセプトの取下

げと特記事項欄を訂正しての再請求をお願いしています。

・医療費等として助成する金額は、高額療養費相当額を

除いた金額

5

【２】医療券等適用にあたっての注意事項

26
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見見 本本
【【83ママルル都都単単独独難難病病】】

見見 本本
【【ママルル都都５５１１（（ススモモンン、、血血友友

病病等等））】】

医療券等の例と注意事項（まとめ）

①①助助成成対対象象のの病病名名かか確確認認 ③③保保険険適適用用のの治治療療かか確確認認

②②有有効効期期間間内内かか確確認認

④④自自己己負負担担額額をを確確認認

【２】受給者証等適用にあたっての注意事項

（５）有効期間の開始日が月の途中からとなる受給者証の
 取扱い

ア 外来の場合

・有効期間の開始日以降が助成対象

イ 入院の場合

・診療月内における有効期限の開始日以降の診療報酬点数

に保険負担割合を乗じて求めた額が助成対象

※特殊医療（人工透析を必要とする腎不全）の留意点
～特定疾病療養受療証（いわゆるマル長）の適用後の助成額の考え方～

<外来>認定日以降の実負担額を支給

（有効期間内のマル長の自己負担残額のみ助成）

<入院>1万円を限度に認定日以降の点数から換算して支給

27



①公費併用レセプト記載上の注意事項（その１）

• 難病（法別５４）及び小児慢性疾患（法別５２）は、受給
者証等に記載されている適用区分を確認し、レセプトの
特記事項欄を正しく記載してください。

• 受給者証等の適用区分が空欄の場合

〔69歳以下の方の場合〕

特記事項欄は空欄、摘要欄等に「区分不明のため」と記載。

〔70歳以上の方の場合〕

負担割合が１割又は２割の場合 ⇒ 負担区分の取扱は「エ」（Ⅲ）。

負担割合が３割の場合  ⇒ 負担区分の取扱は「ア」（Ⅵ）。

ただし、限度額適用認定証の提示があった場合は、限度額適用

認定証の区分どおり記入。

10

【３】医療費の助成方法

(1) 現物給付
窓口での医療券等の提示で、患者一部負担額を

軽減し、公費分を都へ請求する。

【請求方法】

①公費併用レセプト

②東京都負担医療費請求書等（１０名連記式）

→保険単独レセプト＋公費分を所定用紙で都へ請求

9

※医療機関の窓口で 都 医療券を適用するには、東京都医師会、東京

都歯科医師会、東京都薬剤師会に御加入になっているか、東京都と個別

に契約していただく必要があります。（法別５２、５４の受給者証の方に

ついては契約は必要ありませんが、各制度の指定医療機関の指定を

受ける必要があります。）

28
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②東京都負担医療費請求書等（10名連記式）の対象

• 他道府県の国保・後期高齢と 都 医療券の負担者番
号が「８２・８３・８７」で始まるものとの併用

• 他の医療費助成制度の一部負担額を 都 医療券の負

担者番号が「８２・８３・８７」で始まるもので請求する場
合（社保は併用レセプトで請求可）

• 介護保険と 都 医療券の負担者番号が「８３」で始まる
ものとの併用

12

※負担者番号「３８・５１・５２・５４」は併用レセプトで請求が可能です。

【対象】

人工透析を必要とする腎不全の医療券（負担者番
号：８２１３８００９）を持つすべての方及び先天性血
液凝固因子欠乏症等の医療券（負担者番号：５１１３
７０１６）をお持ちの一部の方

• 医療券の認定条件欄に「特定疾病療養受療証も合
わせて提示してください」と表示されているものは、
必ず特定疾病療養受療証も確認し、特記事項欄に
「０２長」又は「１６長２」と記載してください。

11

①公費併用レセプト記載上の注意事項（その２）

29



①受給者証等に記載された有効期間の開始日から

 受給者証等が交付されるまでの間に支払った医療費

※現金給付の対象

②東京都と契約していない医療機関等で支払った医療費

③医療保険の変更等により月額自己負担限度額が減額

された受給者証等の交付を受けていたものが、減額後の

受給者証等の交付を受けるまでの間に、旧受給者証等により

患者一部負担金として支払った医療費

14

【還付請求に係る提出書類】

①・②⇒医療費支給申請書に医療機関の証明を受けて申請

③ ⇒申請書に管理票のコピーと領収書の原本を添付

（医療機関の証明は不要）

（２）現金給付

13

→「医療費支給申請書 兼 口座振替依頼書」による還付申請

窓口で医療券等が適用ができない場合に
ご本人が直接請求して返金を受ける方法

 

【３】医療費の助成方法

※申請には医療機関による証明（公費対象の診療の

証明）が必要になります。領収書のみでは受け付け

ていません。ご協力よろしくお願いします。
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（１）各種医療保険が優先適用され、

 その自己負担額を対象に助成

（２）二つ以上の公費負担の医療券等が

 提示された場合

【４】公費負担医療費の優先適用

【複数公費の場合】
国制度（法律）＞ 都 ＞ 障 ・ 親 ・ 乳 ・ 子 ・ 青

※医療費支給申請書記載上の注意事項

• 有効期間外であるものは証明しない

• 助成対象の診療分のみ証明する

• 自己負担限度額を超えない場合は、患者の了承
を得た上で証明する

• 医療機関コード、担当者名及び所属を必ず記入
する

15
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２．公費負担医療（東京都医療費助成制度等）の 

取扱い上の留意点について 

 

②．○都 以外の医療費助成制度  
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 障 心身障害者医療費助成制度（マル障）

 親 ひとり親家庭等医療費助成制度（マル親）

 乳 乳幼児医療費助成制度（マル乳）

 子 義務教育就学児医療費助成制度（マル子）

 青 高校生等医療費助成制度（マル青）

■ 〈助成対象〉
➣ 医医療療にに関関すするる給給付付がが行行わわれれたた場場合合のの医医療療費費

     ⇒医療保険の自己負担分を助成する。
➣上記５制度のうち、 複数の制度の要件を満たす者であっても、

  重重複複ししてて受受給給者者証証をを保保持持すするるここととははででききなないい（いずれかひとつ）。
■ 〈制度の実施主体〉

➣ マル障：東京都 ／ マル親乳子青：区市町村

 障 親 乳 子 青 医療費助成制度

② 公費負担医療の取扱い上の
留意点について（マル都以外）

東京都福祉局
生活福祉部医療助成課

34
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精神障害者の受給者証取扱いの留意事項

１１ マル障の一斉更新時期（（毎毎年年９９月月））ととはは異異ななるる有有効効期期限限のの受受給給者者証証ががああるる。。

窓窓口口でで必必ずず、、受受給給者者証証有有効効期期限限のの確確認認をを
おお願願いいいいたたししまますす

２２ 自立支援医療（精神通院医療）等、他公費と併用する場合

高額療養費の受給を受ける場合や、他他公公費費（（自自立立支支援援医医療療（（更更生生医医療療、、
精精神神通通院院医医療療等等））等等））ををおお持持ちちのの場場合合はは、、そそれれららをを先先にに適適用用ししてていいたた
だだきき、、適適用用後後ななおお自自己己負負担担分分ががああるる場場合合にに、、ママルル障障のの助助成成対対象象ととなな
りりまますす。。

他他公公費費併併用用のの場場合合はは、、他他公公費費をを優優先先適適用用

【対象者】
・身体障害者手帳１級、２級（内部障害は３級まで）
・愛の手帳１度・２度

・精神障害者保健福祉手帳１級 ※平成31年1月診療分から適用開始

【実施主体】
東京都
（受給者証の交付等の事務は区市町村窓口）

➣対象除外
・生活保護受給者
・重度障害者になった年齢が65歳以上の方
・重度障害者になった年齢が65歳未満でも、

65歳に達する日の前日までに申請しなかった方 など

（法別80）心身障害者医療費助成制度（マル障）
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【対象者】
・ひとり親家庭等の母又は父
・両親がいない児童などを養育している養育者
・ひとり親家庭等の児童又は養育者に養育されている児童
（１８歳に達した年度の末日までの者（障害がある場合は２０歳未満））

【対象除外】 （抄）

・生活保護受給者
・児童福祉施設等に措置により入所している者 ほか

【実施主体】
区市町村

（法別81）ひとり親家庭等医療費助成制度（マル親）

受給者証（心身障害者医療費助成制度）

※一部負担の有無は、負担者番号を確認してください。

➣➣９９月月１１日日更更新新（（所所得得にによよるる更更新新））

負担者
番号

８８００１１３３６６＊＊＊＊＊＊ ８８００１１３３７７＊＊＊＊＊＊

一
部
負
担
金

負担
割合 １割負担

一部負担
なし

負
担
上
限
額

・・外外来来1188,,000000円円
（年間上限 144,000円）

・・入院57,600円
（多数回 44,400円）

➣年間上限・多数回該当となった場合は、「高額医
療費」として、受給者本人に後で支給する仕組み。

➣➣医医療療機機関関窓窓口口ににおおいいててはは、、上上表表のの上上限限額額（（外外来来
18,000円円、、入入院院57,600円円））ままでで徴徴収収ししててくくだだささいい。。

有有効効期期間間をを確確認認！！
★★精精神神手手帳帳所所持持者者のの場場合合はは、、有有効効期期限限がが一一律律でではは

なないい（（各各月月のの末末日日付付））ののでで、、必必ずず確確認認ししててくくだだささいい。。

36



２
ー
②

【対象者】

義務教育就学前までの乳幼児を育てている保護者

（６歳に達する日以後の最初の３月３１日の間にある乳幼児）

【対象除外】 （抜粋）

・生活保護を受けている者（乳幼児）

・児童福祉施設等に措置により入所している乳幼児 ほか

【実施主体】 区市町村

（法別88）乳幼児医療費助成制度（マル乳）

医療証 （ひとり親家庭等医療費助成）

■ 医療証は、１年交代で 「藤色」⇔「桃色」を使用 
■ 医療証は、原則、世帯証として交付される（例外あり）

負担者
番号

８８１１１１３３６６＊＊＊＊＊＊
８８１１１１３３７７
＊＊＊＊＊＊

負担
割合

１割負担

一部負担
なし負

担
上
限
額

・外来18,000円
（年間上限 144,000円）

・入院57,600円

（多数回 44,400円）

有有効効期期間間をを確確認認

➣年間上限・多数回該当となった場合
は、「高額医療費」として、受給者本
人に後で支給する仕組み。

➣➣医医療療機機関関窓窓口口ににおおいいててはは、、上上表表のの
上上限限額額（（外外来来18,000円円、、入入院院57,600
円円））ままでで徴徴収収ししててくくだだささいい。。

7
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【【対対象象者者】】

小学１年生から中学３年生までの義務教育就学期にある児童を養育している者

【【対対象象除除外外】】 （抜粋）

・生活保護受給者

・児童福祉施設等に措置により入所している 等

【【実実施施主主体体】】 区市町村

【【助助成成範範囲囲】】

（法別88）義務教育就学児医療費助成制度（マル子）

負担者番号

診療種別

８８１３１＊＊＊
８８１３４＊＊＊

８８１３５＊＊＊
８８１３７＊＊＊

入院
調剤

訪問看護
一部負担金なし ※入院時食事療養標準負担額は自己負担です。

通院
（施術を含む）

１回につき２００円（上限）

（（徴徴収収方方法法））
◆１日のうちに同一医療機関に２回通院した場合でも１回分だけ徴収。

一部負担金なし

10

医療証 （乳幼児医療費助成制度）

★★毎毎年年１１００月月１１日日更更新新

■ 医療証は１年交代で、
  「淡い緑」⇔「淡いオレンジ」を使用

有有効効期期間間をを確確認認

負担者番号
８８１３２＊＊＊

 ８８１３８＊＊＊

一部負担なし
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２
ー
②

医療証 （義務教育就学児・高校生等医療費助成制度）

有有効効期期間間をを確確認認

■ 医療証は１年交代で、「淡い緑」⇔「淡いオレンジ」を使用

通通院院 自自己己負負担担あありり
のの受受給給者者証証

※医療証の右上に「通院負担有200円」とある
場合は、 通院について自己負担があります。★★毎毎年年１１００月月１１日日更更新新

【【対対象象者者】】

15歳に達する日の翌日以後の最初の４月１日から18歳に達する日以後の最初の３月
31日までの間にある高校生等（高校に在学していない者含む）を養育している者

【【対対象象除除外外】】 （抜粋）

・生活保護受給者

・児童福祉施設等に措置により入所している 等

【【実実施施主主体体】】 区市町村

【【助助成成範範囲囲】】 ※※負負担担者者番番号号ががママルル乳乳・・ママルル子子（（法法別別88））ととはは異異ななりりまますす。。

（法別89）高校生等医療費助成制度（マル青）

負担者番号

診療種別

８９１３１＊＊＊
８９１３４＊＊＊

８９１３５＊＊＊
８９１３７＊＊＊

入院
調剤

訪問看護
一部負担金なし ※入院時食事療養標準負担額は自己負担です。

通院
（施術を含む）

１回につき２００円（上限）

（（徴徴収収方方法法））
子義務教育就学児医療費助成と同じ方法です。
◆１日のうちに同一医療機関に２回通院した場合でも１回分だけ徴収。

一部負担金なし

11
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レレ セセ ププ トト  
都都国国保保連連合合会会  

  

都都 支支 払払 基基 金金  保 険 分 ＋ 助 成 分 

★ 保険給付分と助成分を１枚のレセプト（併用レセプト）で請求してください。

注 意

●都都外外国国保保のの方方
（他道府県の市町村国保及び国保組合）

●都都外外後後期期高高齢齢者者医医療療のの方方

（他道府県の広域連合）

併併用用レレセセププトトででのの請請求求
ははででききまませせんん

・この場合は、窓口では助成制度を適用せず、医療保険の自己負担額を徴収してく
ださい。

・保険分のみをレセプト請求し、助成分は本人が区市町村から現金償還を受ける取
扱いとなります

受給者が都内国保・都内後期高齢の被保険者、
社保の被保険者・被扶養者の場合

負担者番号の変更について

 都は令和７年10月から子供の医療費助成（マル乳・マル子・マル青）の所得制限を撤

廃します。

 そのため、令和７年10月から負担者番号が変更になる方が生じます。

 変変更更前前のの負負担担者者番番号号ででのの請請求求はは返返戻戻となりますので、医医療療機機関関窓窓口口でで医医療療証証をを確確

認認すするる際際はは、、有有効効期期間間とと負負担担者者番番号号のの表表記記ににつついいてて、、よよりり一一層層ごご注注意意くくだだささいい。。

変更前（～令和７年９月） 変更後（令和７年10月～）

自己負担あり
（通院１回200円）

自己負担なし
自己負担あり

（通院１回200円）
自己負担なし

特別区

マル乳 ８８１３２＊＊＊ 変変更更ななしし

マル子 ８８１３５＊＊＊ 変変更更ななしし

マル青 ８９１３５＊＊＊ 変変更更ななしし

市町村

マル乳
８８１３８＊＊＊
８８１３２＊＊＊

８８８８１１３３８８＊＊＊＊＊＊

マル子
８８１３１＊＊＊
８８１３４＊＊＊

８８１３７＊＊＊
８８１３５＊＊＊

８８８８１１３３１１＊＊＊＊＊＊ ８８８８１１３３７７＊＊＊＊＊＊

マル青
８９１３１＊＊＊
８９１３４＊＊＊

８９１３７＊＊＊
８９１３５＊＊＊

８８９９１１３３１１＊＊＊＊＊＊ ８８９９１１３３７７＊＊＊＊＊＊
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２
ー
②

小慢（52）と
マル子（88）・マル青（89）（一部負担有）の３併について

【公費適用の順番】

①主保険（国保・社保）
↓

②小慢（52）
※52の負担上限まで

↓
③マル子・青

（88・89）
※88・89の一部負担有の場

合は、当該診療の『小慢一
部負担金を限度に、200円
分（上限）は患者負担』となる。

【難病・小慢の自己負担上限管理票の記入】
・②小慢を適用した結果の一部負担までを記入する。
・実際は小慢の次にマル子・青を適用して、本人負担額はさらに低いものだったとしても、これは管理票の
対象外（別制度）のものなので、管理票には記入しない。

難病（54）・小慢（52）と
マル障（80）・マル親（81）（一部負担有）の３併について

【公費適用の順番】

①主保険（国保・社保）
↓

②難病等（54・52）
※54・52の負担上限まで

↓
③マル障・親

（80・81）
※80・81の一部負担ありの場

合は、当該診療の『総点数の
１割分は患者負担』となる。

【難病・小慢の自己負担上限管理票の記入】
・②難病・小慢を適用した結果の一部負担までを記入する。
・実際は難病の次にマル障等を適用して、本人負担額はさらに低いものだったとしても、これは管理票の
対象外（別制度）のものなので、管理票には記入しない。
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＜お願い＞
★ 診療等の際には、受給者証・医療証の

有効期間等を必ずご確認ください。

◇ ホームページのご案内

■ 東京都福祉局トップ
⇒ 分野別のご案内 ⇒ 『 生活の福祉 』 ⇒ 『 医療助成 』

■ 検索サイト で検索

https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/seikatsu/josei/index.html

制制度度 更更新新月月

（８０） マル障 ９月

（８８） マル乳・マル子
１０月

（８９） マル青

（８１） マル親 １月

東京都 医療助成

17
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１３� ○障心身障害者医療費助成制度�

法 別 番 号� ８０� 区 分� 心身障害者（児）医療（○障 ）�

取 扱 医 療�

機 関 等�

契約医療機関�

（東京都医師会に加入している医療機関（非会員は東京都と個別に契約する））�

疾 病 等 の�

範 囲�
全疾病�

対 象 者�

以下のいずれにも該当する方�

���� 身体障害者手帳 � 級・� 級（内部障害については � 級まで）、愛の手帳 � 度・� 度又は精

神障害者保健福祉手帳 � 級を持っている方�

���� 一定所得額以下の方�

���� 医療保険等各法により医療に関する給付を受けている方�

ただし、生活保護受給者、中国残留邦人等支援給付受給者、一部の施設入所者、重度障害者

になった年齢が満 �� 歳以上の方、満 �� 歳以上で新規に申請する方、後期高齢者医療の被保険

者（住民税非課税者を除く。）を除く。�

申 請 の�

手 続�

本人の住所地（都内区市町村から介護給付費が支給されている施設入所者は介護給付費の給

付元。都又は児童相談所設置市から障害児入所給付費が支給されている施設入所児は保護者住

所地）の区市町村の担当課に申請する。�

認 定 期 間�

原則として、申請日の属する月の初日からその日以降の直近の � 月 �� 日まで。�

更新の場合は � 月 � 日から翌年の � 月 �� 日まで。ただし、精神障害者は、当該期間中に精

神障害者保健福祉手帳の有効期限が到来する場合は、当該手帳の有効期限満了の日まで。�

公費負担額�

医療保険の自己負担額から高齢者の医療の確保に関する法律（以下「高確法」という。）に

準じた一部負担金（� 割負担、月額上限入院������� 円（多数回該当������� 円）、外来�������

円（年間上限�������� 円））を控除した額を助成する。ただし、入院時の食事療養標準負担額

又は生活療養標準負担額は助成しない（住民税非課税者は、医療保険の自己負担額から入院時

の食事療養標準負担額又は生活療養標準負担額を控除した額を助成する。）。�

→� 認定された方は、�

���� 下記���以外の方は、高確法に準じた一部負担金及び入院時の食事療養標準負担額又は

生活療養標準負担額を負担する。�

���� 住民税非課税者は、入院時の食事療養標準負担額又は生活療養標準負担額を負担する。�

根拠法令等� 心身障害者の医療費の助成に関する条例�

問 合 せ 先�

［申請窓口］�

各区市町村心身障害者医療担当課�

［施策関係］�

福祉局生活福祉部医療助成課助成担当� �����������

【公費負担の手引きより抜粋】

ここにテキストを入力

43
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���概要�

心身障害者（児）の保健の向上と福祉の増進を図ることを目的として、東京都が医療費の一部を助成する制度で、昭和

�� 年７月１日から実施している。（注）「○障 」と書いて「マルショウ」と略称する。�

���認定期間�

ア� 受給者証の有効期間は、９月１日から翌年の８月 �� 日までの１年間であり、毎年９月１日に更新する。�

イ� 精神障害者保健福祉手帳による受給者は、アの期間内に手帳の有効期日が到来する場合には、当該手帳の有効期限ま

でが認定期間となる。�

���受給者証�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

���医療機関での取扱い�

（�）受給資格の確認及び請求�

医療機関の窓口で対象者から「受給者証」と「被保険者証」の提示を受け、受給資格を確認する。（両証の提示がない

場合、医療機関はこの制度による取扱いは行わない。）�

患者から○障 の一部負担金（��．参照）を徴収のうえ、助成額を審査支払機関に請求する。�

（�）対象者が都内国民健康保険または都内後期高齢者（○食の表示のある受給者証のみ）の被保険者の場合

（都外国保、都外後期高齢の場合は、下記注意のとおり）�

医療機関は、保険給付分・○障 助成分とも診療報酬明細書（公費併用レセプト）を使用し国保連合会へ請求する。東京

都は、国保連合会を通し医療機関に○障 助成分を支払う。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

（�）対象者が社保の被保険者又は被扶養者の場合�

医療機関は、保険給付分・○障 助成分とも診療報酬明細書（公費併用レセプト）を使用し支払基金へ請求する。東京都

は、支払基金を通し医療機関に○障 助成分を支払う。�

�

�

�

�
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（�）対象者が、他の公費負担医療制度（自立支援医療等）に該当し一部負担金が○障制度の一部負担金より

高額の場合�

自立支援医療等の一部負担金が○障 制度の一部負担金より高額の場合には、その差額分について○障 制度で助成を行う。

医療機関は、３者併用（保険＋自立支援医療等＋○障 ）の診療報酬明細書を作成し請求する。�

（�）高額療養費の現物給付がある場合�

（入院等で、窓口において限度額適用認定証又は限度額適用・標準負担額減額認定証が提示され、高額

療養費を現物給付する場合）�

医療機関は、診療報酬明細書の特記事項欄に「2� 区ア」「2� 区イ」「2� 区ウ」「2� 区エ」「3� 区オ」を記載すること。

��2�� 以降を参照してください。�

（�）対象者が受給者証を提示しなかった場合や保険が現金給付となる場合�

対象者が医療機関の窓口で医療費を支払った後、区市町村に医療助成費支給申請書を提出し、現金給付を受ける。�

（�）○障心身障害者医療助成費の支払チャート（現物給付分）�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

���一部負担金�

（�）「一

部、○食の表示のある受給者証（負担者番号 �����・・・）」（前年度の住民税が課税世帯）�

外来は、１割負担とし１か月 ������ 円（※１）（年間上限�������� 円※2）を上限とする。入院は、１か月 ������ 円

（多数回該当������� 円※3）を上限とする。医療機関の窓口では、医療機関ごとに、レセプト単位で上限額までを徴収

する。（一部負担金の合計が月の上限を超える場合、６．の高額医療費として対象者に支給される。）�

なお、入院時の食事療養標準負担額又は生活療養標準負担額は、助成対象外。�

※１� 令和元年８月診療分より ������ 円。令和元年７月診療分までは１か月 ������ 円上限となる。�

※２� 外来療養にかかる年間上限：１年間の外来療養にかかる一部負担額（月の高額医療費が支給されている場合は、

支給後の額）の合計が、年間上限額（������� 円）を超えた場合は、超過した分を年間の高額医療費として支給。�

年間上限額の算定期間は、８月１日から翌年の７月 3� 日までの期間について行う。�

※３� 多数回該当：月の高額医療費の支給対象となった回数が、対象となる療養を受けた月以前の �2 か月間に３回以上

ある場合は、４回目以降は上限額が軽減され、������ 円を超える金額を月の高額医療費として支給する。�

注意� 多数回該当及び外来療養に係る年間上限額の扱いについて�

マル障制度は、医療機関窓口負担額が負担上限額を超えた場合、その超えた金額を「高額医療費（��

参照）」として、受給者本人に支給する仕組み。多数回該当及び外来療養に係る年間上限額は、この

仕組みにより都から受給者本人に高額医療費として支給する。�

従って、医療機関窓口においては、外来 ������ 円、入院 ������ 円まで徴収してください。�

� �
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（�）「○食の表示のある受給者証（負担者番号 �����・・・）」（前年度の住民税が非課税世帯）�

入院時の食事療養標準負担額又は生活療養標準負担額のみ負担。�

���高額医療費�

対象者が病院などで支払った一部負担金の合計が月の上限を超えた場合及び同一の世帯に属する複数の○障 対象者が病

院などで支払った一部負担金の合計が月の上限を超えた場合、その超えた金額を「高額医療費」として区市町村から対象

者に支給する。�

「外来のみの場合」…������ 円を超えた金額及び年間上限額 ������� 円を超えた金額を支給する。�

「入院がある場合や他の受給者との合算がある場合」…������ 円（多数回該当の場合は ������ 円）を超えた金額を支給

する。�

� �
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���助成額�

健康保険各法の規定による医療の給付が行われた場合の医療費のうち、対象者が負担する額から○障 制度の一部負担金を

控除した額。入院時の食事療養標準負担額又は生活療養標準負担額は助成しない。（以下��例１～例９参照）�

�
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���他の医療制度との関係�

○障 制度は、医療保険各法の支給があった場合について、その一部負担金から○障 制度の一部負担金を控除した額を助成

する制度である。�

東京都の条例に基づく制度であるので、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律、精神保健及び精神

障害者福祉に関する法律、障害者総合支援法等の法律に基づく給付及び難病医療等の疾病限定的な他公費制度による給付

を優先させる。�

�

国制度（法律）＞�○都�＞�○障「��」、○親「��」、○乳・○子「��」、○青「��」�

※�○障 ・○親 ・○乳 ・○子 ・○青 は、併用して使用できない。（いずれか一制度の受給者証等を発行）�

�

�

問合せ先� 東京都福祉局�生活福祉部�医療助成課�助成担当�☎����������

�

�

�

�
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１４� ○親ひとり親家庭等医療費助成制度�

法 別 番 号� ８１� 区 分� ひとり親家庭等医療（○親 ）�

取 扱 医 療�

機 関 等�

契約医療機関�

（東京都医師会に加入している医療機関（非会員は東京都と個別に契約する））

疾 病 等 の�

範 囲�
全疾病

対 象 者�

以下のいずれにも該当する方�

１� 次のいずれかに該当する方�

���� ひとり親家庭の父又は母及び児童�

���� 養育者及び養育者が養育するひとり親家庭等の定義に掲げる児童�

（児童とは、満 �� 歳に達した年度の末日（障害のある場合は �� 歳未満）までの方をいう。）�

２� 一定所得額以下の方�

３� 医療保険等各法により医療に関する給付を受けている方。ただし、生活保護を受けている

方、施設等に措置により入所している方等を除く。

申 請 の�

手 続�
対象者の住所地の区市町村の担当課に申請する（詳細は各区市町村へ問合せください。）。

認 定 期 間�

申請のあった日から、その日以降の直近の �� 月 �� 日まで。更新の場合は � 月 � 日から ��

月 �� 日まで。ただし、�� 歳児については終期が � 月 �� 日（児童に障害がある場合には �� 歳

の誕生日の前日）となる。

公費負担額�

医療保険の自己負担額から高齢者の医療の確保に関する法律（以下「高確法」という。）に

準じた一部負担金（� 割負担、月額上限入院 ������ 円（多数回該当 ������ 円）、外来 ������

円（年間上限 ������� 円））を控除した額を助成する。ただし、入院時の食事療養標準負担額

又は生活療養標準負担額は助成しない（住民税非課税世帯は、医療保険の自己負担額から入院

時の食事療養標準負担額又は生活療養標準負担額を控除した額を助成する。）。�

→� 認定された方は、�

���� 下記���以外の方は、高確法に準じた一部負担金及び入院時の食事療養標準負担額又は

生活療養標準負担額を負担する。�

���� 住民税非課税世帯は、入院時の食事療養標準負担額又は生活療養標準負担額を負担す

る。�

根拠法令等� 各区市町村が制定するひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例等

問 合 せ 先�

［認定・給付関係］�

各区市町村ひとり親家庭等医療担当課�

［施策関係・制度運用］�

福祉局生活福祉部医療助成課医療助成担当� �����������
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���概要�

ひとり親家庭等の保健の向上と福祉の増進を図るため、都内の各区市町村が、ひとり親家庭等に対して医療費の一部を

助成する制度で、平成２年４月から実施されている。（注）「○親 」と書いて「マルオヤ」と略称する。�

���認定期間�

○親 医療証の有効期間は、各年の１月１日から �� 月 �� 日までの１年間であり、その更新月日は、各年の１月１日である。�

なお、ひとり親家庭等の一部の者が年の途中で資格が消滅する場合は、資格が消滅する者の備考欄に「○月○日まで有

効」と表示されている。�

���医療証�

医療費の助成を受けようとするひとり親等は、その家庭に属する対象者について、住所地の区市町村長に申請をし、医

療費の助成を受ける資格を証する「○親 医療証」の交付を受ける。�

様式は�
一

部�○食 表示証（一般世帯）と○食 表示証（住民税非課税世帯）の２種類である。�

○親 医療証は世帯証であり、個人証の○障 心身障害者医療費助成制度、○乳 乳幼児医療費助成制度とは、異なっている。�

なお、後期高齢者医療制度の被保険者又は高齢受給者（前期高齢者）に該当する者（住民税非課税世帯、２割証・３割証

の場合にのみ○親 が適用）については、備考欄に後期高齢適用者・高齢受給者と表示されている。�

�

�
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�

�
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���公費負担�

（�）現物給付�

対象者は、健康保険証と○親 医療証を医療機関の窓口に提出する。医療機関の窓口では、患者負担分（○親 制度の一部

負担金・入院時食事療養標準負担額又は生活療養標準負担額）がある場合は、これを徴収する。助成する医療費は、区

市町村が東京都国民健康保険団体連合会（以下：「国保連合会」）または社会保険診療報酬支払基金関東審査事務センタ

ー（以下：「支払基金」）を通じて医療機関に支払う。�

（�）現金給付�

対象者が、受診の際に医療機関の窓口へ○親 医療証を提示しなかったとき、保険の療養費が支給されるとき及び都外の

国保加入者・都外後期高齢加入者の場合は、対象者が一旦医療機関の窓口で自己負担分を支払い、後日区市町村に申請

（保険給付決定通知書、領収書提出）のうえ、現金給付を受ける。この事業の実施主体は、都内の各区市町村である。�

���医療機関での取扱い�

（�）受給資格の確認�

医療機関の窓口で対象者から「受給者証」と「被保険者証」（電子資格確認を受ける場合は「受給者証」）の提示を受

け、受給資格を確認する。証の提示がない場合、医療機関はこの制度による取扱いは行わない。�

（�）対象者が都内国民健康保険または都内後期高齢者の被保険者の場合�

（都外国保、都外後期高齢の場合は、下記注意のとおり）�

医療機関は、保険分、○親 制度助成分とも、診療報酬明細書（公費併用レセプト）を使用して、都内国保または都内後

期高齢の場合は国保連合会へ請求する。�

※� 月の途中で資格の取得または消滅があった場合には、診療報酬明細書の「公費分点数」欄に再掲する。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

（�）対象者が社保の被保険者又は被扶養者の場合�

医療機関は、保険分、○親 制度助成分とも、診療報酬明細書（公費併用レセプト）を使用して、支払基金へ請求する。�

※� 月の途中で資格の取得または消滅があった場合には、診療報酬明細書の「公費分点数」欄に再掲する。�

�

�

�

�

�

�

（�）対象者が、他の公費負担医療制度に該当し、かつ○親制度の助成がある場合�

医療機関は、保険分、他の公費負担医療分、○親 制度助成分とも診療報酬明細書（公費３者併用レセプト）を使用し、

都内国保及び都内後期高齢者分は国保連合会へ、社保分は支払基金へ請求する。�

（�）高額療養費の現物給付がある場合�

入院等で、窓口において限度額適用認定証又は限度額適用・標準負担額減額認定証が提示され、高額療養費を現物給

付する場合には、診療報酬明細書の特記事項欄に「�� 区ア」「�� 区イ」「�� 区ウ」「�� 区エ」「�� 区オ」を記載すること。�

54

【公費負担医療の手引より抜粋】



―159―

14

6��助成額（一部負担金）�

区市町村は、国民健康保険法又は健康保険各法の規定による医療に関する給付が行われた場合における医療費のうち、

当該法令の規定によって対象者が負担すべき額から、○親 制度の一部負担金を控除した額を助成する（住民税非課税世帯は、

一部負担金はない）。�

（1）「�一

部�、○食の表示のある医療証（負担者番号 81136○○○）」（前年度の住民税が課税世帯）�

外来は、１割負担とし１か月 ������ 円（※１）（年間上限 ������� 円※２）を上限とする。入院は、１か月 ������ 円

（多数回該当� ������ 円※３）を上限とする。医療機関の窓口では、医療機関ごとに、レセプト単位で上限額までを徴

収する。（一部負担金の合計が月の上限を超える場合、対象者からの申請により、下記（３）の高額医療費として、対象

者に支給される）�

なお、入院時の食事療養標準負担額又は生活療養標準負担額は、助成対象外。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�
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�

�

�

�

�
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�

�

�

�

�

�

�

�

注意� 多数回該当及び外来療養に係る年間上限額の扱いについて�

多数回該当及び外来療養に係る年間上限額は、対象者本人からの申請により、区市町村から本人に高

額医療費として支給する。�

� �
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（�）「○食の表示のある受給者証（負担者番号 81137○○○）」（前年度の住民税が非課税世帯）�

入院時の食事療養標準負担額又は生活療養標準負担額のみ負担。�

（3）高額医療費�

対象者が病院などで支払った一部負担金の合計が月の上限を超えた場合及び同一の世帯に属する複数の○親 対象者が

病院などで支払った一部負担金の合計が月の上限を超えた場合、対象者からの申請により、その超えた金額を「高額医

療費」として区市町村から対象者に支給する。�

「外来のみの場合」…��,000 円を超えた金額及び年間上限額 ���,000 円を超えた金額を支給する。�

「入院がある場合や他の受給者との合算がある場合」…57,600 円（多数回該当の場合は ��,�00 円）を超えた金額を

支給する。�

7��他の医療制度との関係�

○親 制度の助成は、小児慢性特定疾病医療費助成制度等法に基づく公費負担医療制度の給付を受けることができるときは、

その給付の限度において行わない。（他の公費負担医療制度の給付を優先する）また、○都 公費負担医療制度と○親 制度の関

係も同様に○都 公費負担医療制度を優先する。生活保護法による被保護者は○親 制度の対象とならない。�

（1）「�一

部�、○食表示証（一般世帯）の場合」負担者番号 81136○○○�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

（�）「○食表示証（住民税非課税世帯）の場合」負担者番号 81137○○○�

�

�

�

�

�

�
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ひとり親家庭医療費助成制度� 区市町村担当課・負担者番号一覧�

���� 年 �� 月 � 日現在�

区市町村� 担当部課・電話番号�

�
一

部� ○食 � 負担者番号� � ○食 � 負担者番号�

�
法別�

番号�

都道府

県番号�

実施機�

関番号�

検証

番号�
�

法別�

番号�

都道府

県番号�

実施機�

関番号�

検証

番号�

千代田区�
子ども部子育て推進課手当・医療係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

中 央 区�
福祉保健部子育て支援課子育て支援係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

港 区�
子ども家庭支援部子ども若者支援課�

子ども給付係 ��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

新 宿 区�
子ども家庭部子ども家庭課育成支援係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

文 京 区�
子ども家庭部子育て支援課児童給付係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

台 東 区�
区民部子育て・若者支援課給付担当�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

墨 田 区�
子ども・子育て支援部子育て支援課児童手当・医療助成係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

江 東 区�
こども未来部こども家庭支援課給付係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

品 川 区�
子ども未来部子育て応援課手当医療助成担当�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

目 黒 区�
子育て支援部子育て支援課手当・医療係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

大 田 区�
こども家庭部子育て支援課児童育成係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

世田谷区�

各総合支所子ども家庭支援課子ども家庭支援センター�

世田谷 ��（����）����、北沢 ��（����）�����

玉川 ��（����）����、砧 ��（����）�����

烏山 ��（����）�����

� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

渋 谷 区�
子ども家庭部子ども青少年課子育て給付係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

中 野 区�
子ども教育部子育て支援課子ども医療費助成係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

杉 並 区�
子ども家庭部管理課子ども医療・手当係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

豊 島 区�
子ども家庭部子育て支援課児童給付グループ�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

北� � 区�
子ども未来部子ども未来課子育て給付係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

荒 川 区�
子ども家庭部子育て支援課子育て給付係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

板 橋 区�
子ども家庭部子育て支援課子どもの手当医療係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

練 馬 区�
こども家庭部子育て支援課児童手当係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

足 立 区�
福祉部親子支援課親子支援係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

葛 飾 区�
子育て支援部子育て応援課児童手当係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

江戸川区�
子ども家庭部児童家庭課援護係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

八王子市�
子ども家庭部子育て支援課�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

立 川 市�
子ども家庭部子育て推進課手当・医療費給付係�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��
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区市町村� 担当部課・電話番号�

�
一

部� ○食 � 負担者番号� � ○食 � 負担者番号�

�
法別�

番号�

都道府

県番号�

実施機�

関番号�

検証

番号�
�

法別�

番号�

都道府

県番号�

実施機�

関番号�

検証

番号�

武蔵野市�
子ども家庭部子ども子育て支援課手当医療係�

����（��）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

三 鷹 市�
子ども政策部子育て支援課手当・医療係�

����（��）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

青 梅 市�
こども家庭部こども育成課手当・医療係�

����（��）����� 内 ����������
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

府 中 市�
子ども家庭部子育て応援課育成係�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

昭 島 市�
子ども家庭部子ども子育て支援課手当・医療助成係�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

調 布 市�
子ども生活部子ども家庭課家庭福祉係�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

町 田 市�
子ども生活部子ども総務課手当・医療費助成係�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

小金井市�
子ども家庭部子育て支援課手当助成係�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

小 平 市�
子ども家庭部子育て支援課手当助成担当�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

日 野 市�
子ども部子育て課助成係�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

東村山市�
子ども家庭部子ども保健給付課手当係�

���（���）����� 内 �����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

国分寺市�
子ども家庭部子ども子育て支援課手当助成係�

���（���）����� 内 ����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

国 立 市�
子ども家庭部子育て支援課子育て支援係�

���（���）����� 内 ����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

福 生 市�
子ども家庭部子ども育成課手当助成係�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

狛 江 市�
子ども家庭部子ども政策課手当助成係�

（直通）��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

東大和市�
子ども未来部子育て支援課手当・助成係�

���（���）����� 内 �����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

清 瀬 市�
福祉・子ども部子育て支援課子育て支援係�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

東久留米市�
子ども家庭部児童青少年課助成支援係�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

武蔵村山市�
子ども家庭部子ども青少年課手当・青少年係�

���（���）����� 内 ����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

多 摩 市�
子ども青少年部子育て支援課手当・医療・相談担当�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

稲 城 市�
子ども福祉部子育て支援課手当助成係�

���（���）����� 内 ����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

羽 村 市�
子ども家庭部子育て相談課手当・助成係�

���（���）����� 内線 ����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

あきる野市�
子ども家庭部子ども政策課子ども政策係�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

西東京市�
子育て支援部子育て支援課手当助成係�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

瑞 穂 町�
福祉部子育て応援課子育て支援係�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

日の出町�
子育て福祉課子育て支援係�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

檜 原 村�
福祉けんこう課福祉係�

���（���）����� 内 ����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��
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区市町村� 担当部課・電話番号�

�
一

部� ○食 � 負担者番号� � ○食 � 負担者番号�

�
法別�

番号�

都道府

県番号�

実施機�

関番号�

検証

番号�
�

法別�

番号�

都道府

県番号�

実施機�

関番号�

検証

番号�

奥多摩町�
福祉保健課子育て推進係�

����（��）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

大 島 町�
福祉けんこう課子育て応援係�

�����（�）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

利 島 村�
住民課�

�����（�）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

新 島 村�
民生課福祉介護係�

�����（�）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

神津島村�
福祉課福祉係�

�����（�）����� 内 ���
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

三 宅 村�
福祉健康課福祉係�

�����（�）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

御蔵島村�
総務課民生係�

�����（�）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

八 丈 町�
福祉健康課厚生係�

�����（�）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

青ヶ島村�
総務課�

�����（�）����� 内 ����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

小笠原村�
村民課住民係�

�����（�）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

�

�

問合せ先� 東京都福祉局�生活福祉部�医療助成課�医療助成担当�☎����������
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１５�

�

○乳乳幼児医療費助成制度�

法 別 番 号� ８８� 区 分� 乳幼児医療（○乳 ）�

取 扱 医 療�

機 関 等�

契約医療機関�

（東京都医師会に加入している医療機関（非会員は東京都と個別に契約する））�

疾 病 等 の�

範 囲�
全疾病�

対 象 者�

義務教育就学前の乳幼児（� 歳に達する日以降の最初の � 月 �� 日までの間にある者）を養

育している方であって、以下のいずれにも該当する方�

���� 一定所得額以下の方（詳細は各区市町村へ問合せ）�

���� 当該乳幼児について、医療保険等各法により医療に関する給付を受けていること。な

お、当該乳幼児が生活保護を受けている場合、施設等に措置により入所している場合等

を除く。�

申 請 の�

手 続�
乳幼児の住所地の区市町村の担当課に申請する（詳細は各区市町村へ問合せください。）。�

認 定 期 間�
申請のあった日から、その日以降の直近の � 月 �� 日まで。更新の場合は �� 月 � 日から翌年

の � 月 �� 日まで。ただし、� 歳児については、終期が � 月 �� 日となる。�

公費負担額�

医療に関する給付について、各種医療保険等を適用し、その自己負担額（入院時の食事療養

標準負担額を控除した額）を助成する。�

→� 認定された方は、入院時の食事療養標準負担額を負担する。�

根拠法令等� 各区市町村が制定する乳幼児の医療費の助成に関する条例等�

問 合 せ 先�

［認定・給付関係］�

各区市町村乳幼児医療担当課�

［施策関係・制度運用］�

福祉局生活福祉部医療助成課医療助成担当� �����������

�

���概要�

都内の各区市町村が、乳幼児の健やかな育成と子育て支援を図るため、乳幼児を育てている保護者に対して、乳幼児に

係る医療費の一部を助成する制度で、平成６年１月から実施されている。（注）「○乳 」と書いて「マルニュウ」と略称する。�

���認定期間�

○乳 医療証の有効期間は、各年の �� 月１日から翌年の９月 �� 日までの１年間であり、その更新月日は、各年の �� 月１

日である。ただし、この制度の対象となる乳幼児の年齢が６歳に達する日以後の最初の３月 �� 日までとなっているので、

医療証の赤枠で囲ってある有効期間に注意すること。�
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���医療証�

医療費の助成を受けようとする者は、住所地の区市町村長に申請をし、医療費の助

成を受ける資格を証する「○乳 医療証」の交付を受ける。○乳 医療証は、個人証となっ

ている。�

法別番号は、「��」である。都道府県番号は、「��」である。実施機関番号は、「８○○」

及び「２○○」である。�

実施機関番号は、都基準に基づく事業と区市町村単独事業を区別するために、２つ

設定しているが、医療機関窓口における取扱は同じである。�

（区市町村別の負担者番号はＰ���� 参照）。�

�

�

�

�

�

�

�

���公費負担�

（�）現物給付�

対象者は、健康保険証と○乳 医療証を医療機関の窓口に提出する。医療機関の窓口では、入院の場合は食事療養標準負

担額のみ徴収する。助成する医療費は、区市町村が国保連合会又は支払基金を通じて、医療機関に支払う。�

（�）現金給付�

対象者が、受診の際の医療機関の窓口へ○乳 医療証を提出しなかったときや保険の療養費が支給されたとき、都外の国

保加入者のときは、区市町村が対象者の申請（保険給付決定通知書、領収書）などに基づき、直接対象者に支払う。こ

の事業を実施しているのは、都内の各区市町村である。�

���医療機関での取扱い�

（�）受給資格の確認�

医療機関の窓口で対象者から「受給者証」と「被保険者証」（電子資格確認を受ける場合は「受給者証」）の提示を受

け、受給資格を確認する。証の提示がない場合、医療機関はこの制度による取扱いは行わない。�

（�）対象乳幼児が都内国民健康保険の被保険者または社会保険の被扶養者の場合�

医療機関は、保険分、○乳 制度助成分とも、診療報酬明細書（国保と公費併用レセプト又は社保と公費併用レセプト）

を使用して、都内国保の場合は国保連合会へ、社保の場合は支払基金へ請求する。�

（注）月の途中で資格の取得及び消滅があった場合には、診療報酬明細書の「公費分点数」欄に再掲する。この○乳 制度

助成分について、区市町村が国保連合会又は支払基金を通じて医療機関に支払う。�

� �
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国民健康保険の場合�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

社会保険の場合�

�

�

�

�

（�）対象乳幼児が他の公費負担医療等に該当し、かつ○乳制度の助成がある場合�

保険分、○乳 制度助成分及び他の公費負担医療分は、診療報酬明細書（国保と公費併用レセプト又は社保と公費併用レ

セプト）を使用して、国保の場合、国保連合会へ、社保の場合、支払基金へ請求する。�

（�）高額療養費の現物給付がある場合�

診療報酬明細書の特記事項欄に「�� 区ア」「�� 区イ」「�� 区ウ」「�� 区エ」「�� 区オ」を記載すること。�

���助成額�

区市町村は、国民健康保険法又は健康保険各法の規定による医療に関する給付が行われた場合における医療費のうち、

当該法令の規定によって対象者が負担すべき額を助成する。ただし入院時食事療養標準負担額は自己負担。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

� �
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「乳幼児医療費助成制度・医療費助成の請求支払のしくみ」（現物給付分）�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

���他の公費負担医療制度との関係�

○乳 制度の助成は、小児慢性特定疾病医療費助成制度等法に基づく公費負担医療制度の給付を受けることができるときは、

その給付の限度において行わない（他の公費負担医療制度の給付を優先する）。適用関係は下記の図のとおり。�

また、○都 公費負担医療制度と○乳 制度の関係も同様に○都 公費負担医療制度を優先し、生活保護法による被保護者は○乳
制度の対象とならない。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

���○子医療費助成制度との関係について�

６歳に達した日以後の最初の４月１日から �� 歳に達する日以後の最初の３月 �� 日までの間は、義務教育就学児医療費

助成（○子 制度）の対象となる。○乳 制度と○子 制度は負担者番号が異なるため、「診療報酬明細書」作成の際は特に注意する

こと。�

※� 義務教育就学児医療費助成制度の詳細は（�����～参照）。�

� �
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乳幼児医療費助成制度� 区市町村担当課・負担者番号一覧�

���� 年 �� 月 � 日現在�

区市町村� 担当部課・電話番号�

� 負担者番号� � 負担者番号�

�
法別�

番号�

都道府

県番号�

実施機�

関番号�

検証

番号�
�

法別�

番号�

都道府

県番号�

実施機�

関番号�

検証

番号�

千代田区�
子ども部子育て推進課手当・医療係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � � �

中 央 区�
福祉保健部子育て支援課子育て支援係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � � �

港 区�
子ども家庭支援部子ども若者支援課子ども給付係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � � �

新 宿 区�
子ども家庭部子ども家庭課子ども医療・手当係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � � �

文 京 区�
子ども家庭部子育て支援課児童給付係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � � �

台 東 区�
区民部子育て・若者支援課給付担当�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � � �

墨 田 区�
子ども・子育て支援部子育て支援課児童手当・医療助成係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � � �

江 東 区�
こども未来部こども家庭支援課給付係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � � �

品 川 区�
子ども未来部子育て応援課手当医療助成担当�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � � �

目 黒 区�
子育て支援部子育て支援課手当・医療係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � � �

大 田 区�
こども家庭部子育て支援課こども医療係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � � �

世田谷区�
子ども・若者部子ども家庭課子ども医療・手当担当�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � � �

渋 谷 区�
子ども家庭部子ども青少年課子育て給付係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � � �

中 野 区�
子ども教育部子育て支援課子ども医療助成係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � � �

杉 並 区�
子ども家庭部管理課子ども医療・手当係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � � �

豊 島 区�
子ども家庭部子育て支援課児童給付グループ�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � � �

北 区�
子ども未来部子ども未来課子育て給付係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � � �

荒 川 区�
子ども家庭部子育て支援課子育て給付係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � � �

板 橋 区�
子ども家庭部子育て支援課子どもの手当医療係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � � �

練 馬 区�
こども家庭部子育て支援課児童手当係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � � �

足 立 区�
福祉部親子支援課子ども医療費給付係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � � �

葛 飾 区�
子育て支援部子育て応援課児童手当係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � � �

江戸川区�
子ども家庭部児童家庭課医療費助成係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � � �

八王子市�
子ども家庭部子育て支援課�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

立 川 市�
子ども家庭部子育て推進課手当・医療費給付係�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

武蔵野市�
子ども家庭部子ども子育て支援課手当医療係�

����（��）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��
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区市町村� 担当部課・電話番号�

� 負担者番号� � 負担者番号�

�
法別�

番号�

都道府

県番号�

実施機�

関番号�

検証

番号�
�

法別�

番号�

都道府

県番号�

実施機�

関番号�

検証

番号�

三 鷹 市�
子ども政策部子育て支援課手当・医療係�

����（��）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

青 梅 市�
こども家庭部こども育成課手当・医療係�

����（��）����� 内 �����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

府 中 市�
子ども家庭部子育て応援課育成係�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

昭 島 市�
子ども家庭部子ども子育て支援課手当・医療助成係�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

調 布 市�
子ども生活部子ども家庭課家庭福祉係�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

町 田 市�
子ども生活部子ども総務課手当・医療費助成係�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

小金井市�
子ども家庭部子育て支援課手当助成係�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

小 平 市�
子ども家庭部子育て支援課手当助成担当�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

日 野 市�
子ども部子育て課助成係�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

東村山市�
子ども家庭部子ども保健・給付課手当係�

���（���）����� 内 �����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

国分寺市�
子ども家庭部子ども子育て支援課手当助成係�

���（���）����� 内 ����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

国 立 市�
子ども家庭部子育て支援課子育て支援係�

���（���）����� 内 ����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

福 生 市�
子ども家庭部子ども育成課手当助成係�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

狛 江 市�
子ども家庭部子ども政策課手当助成係�

��（����）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

東大和市�
子ども未来部子育て支援課手当・助成係�

���（���）����� 内 �����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

清 瀬 市�
福祉・子ども部子育て支援課子育て支援係�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

東久留米市�
子ども家庭部児童青少年課助成支援係�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

武蔵村山市�
子ども家庭部子ども青少年課手当・青少年係�

���（���）����� 内 ����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

多 摩 市�
子ども青少年部子育て支援課手当・医療・相談担当�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

稲 城 市�
子ども福祉部子育て支援課手当助成係�

���（���）����� 内 ����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

羽 村 市�
子ども家庭部子育て相談課手当・助成係�

���（���）����� 内 ����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

あきる野市�
子ども家庭部子ども政策課子ども政策係�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

西東京市�
子育て支援部子育て支援課手当助成係�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

瑞 穂 町�
福祉部子育て応援課子育て支援係�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

日の出町�
子育て福祉課子育て支援係�

���（���）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

檜 原 村�
福祉けんこう課福祉係�

���（���）����� 内 ����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

奥多摩町�
福祉保健課子育て推進係�

����（��）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��
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区市町村� 担当部課・電話番号�

� 負担者番号� � 負担者番号�

�
法別�

番号�

都道府

県番号�

実施機�

関番号�

検証

番号�
�

法別�

番号�

都道府

県番号�

実施機�

関番号�

検証

番号�

大 島 町�
福祉けんこう課子育て応援係�

�����（�）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

利 島 村�
住民課�

�����（�）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

新 島 村�
民生課福祉介護係�

�����（�）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

神津島村�
福祉課福祉係�

�����（�）����� 内 ���
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

三 宅 村�
福祉健康課福祉係�

�����（�）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

御蔵島村�
総務課民生係�

�����（�）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

八 丈 町�
福祉健康課厚生係�

�����（�）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

青ヶ島村�
総務課�

�����（�）����� 内 ����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � � �

小笠原村�
村民課住民係�

�����（�）�����
� �� �� �� �� �� �� �� �� � �� �� �� �� �� �� �� ��

�

�

問合せ先� 東京都福祉局�生活福祉部�医療助成課�医療助成担当�☎����������
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１６� ○子義務教育就学児医療費助成制度�

法 別 番 号� ８８� 区 分� 義務教育就学児医療（○子）�

取 扱 医 療�

機 関 等�

契約医療機関�

（東京都医師会に加入している医療機関（非会員は東京都と個別に契約する））

疾 病 等 の�

範 囲�
全疾病

対 象 者�

義務教育就学期にある児童（� 歳に達する日の翌日以後の最初の � 月 � 日から �� 歳に達す

る日以後の最初の � 月 �� 日までの間にある者）を養育している方であって、以下のいずれに

も該当する方�

���� 一定所得以下の方（詳細は各区市町村へ問合せ）�

���� 当該児童について、医療保険等各法により医療に関する給付を受けていること。なお、

当該児童が生活保護を受けている場合、施設に措置により入所している場合等を除く。

申 請 の�

手 続�
児童の住所地の区市町村の担当課に申請する（詳細は各区市町村へ問合せください。）。

認 定 期 間�

申請のあった日から、その日以降の直近の � 月 �� 日まで。更新の場合は、�� 月 � 日から翌

年 � 月 �� 日まで。ただし、� 歳児については、始期が � 月 � 日となり（� 歳に達する日以後の

最初の � 月 �� 日までは乳幼児医療）、�� 歳児については、終期が � 月 �� 日となる。

公費負担額�

各区市町村で下記の���又は���を実施している。詳細は、各区市町村へ問合せ�

�

���� 入院については、医療保険の自己負担額を助成し、通院（調剤及び訪問看護を除く。）に

ついては、自己負担額から一部負担金等相当額（通院１回につき ��� 円（上限額））を控除

した額を助成する。ただし、入院時の食事療養標準負担額は助成しない。�

→� 認定された方は、�

通院時の一部負担金等相当額（通院１回につき ��� 円（上限額））と入院時の食事療養標

準負担額を負担する。�

���� 医療保険の自己負担額を助成する。ただし、入院時の食事療養標準負担額は助成しない。�

→� 認定された方は、�

入院時の食事療養標準負担額を負担する。

根拠法令等� 各区市町村が制定する義務教育就学児の医療費の助成に関する条例等

問 合 せ 先�

［認定・給付関係］�

各区市町村義務教育就学児医療担当課�

［施策関係・制度運用］�

福祉局生活福祉部医療助成課医療助成担当� （����）�����

�
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���概要�

都内の各区市町村が、児童の保健の向上と健全な育成を図るため、児童を養育している保護者に対して、児童に係る医

療費の一部を助成する制度で、平成 �� 年 �� 月から実施されている。（注）「○子 」と書いて「マルコ」と略称する。�

���認定期間�

○子 医療証の有効期間は、各年 �� 月１日から翌年の９月 �� 日までの１年間であり、その更新月日は、各年 �� 月１日で

ある。ただし、６歳児については、３月 �� 日までは○乳 であり、４月１日から○子 に切替わるため、４月１日から９月 �� 日

までとなる。また、この制度の対象となる児童の年齢が、�� 歳に達する日以後の最初の３月 �� 日までの間にある者となっ

ているので、医療証の赤枠で囲んである有効期間に特に注意すること。�

���医療証�

医療費の助成を受けようとする者は、住所地の区市町村に申請をし、医療費の助成を受ける資格を証する「○子 医療証」

の交付を受ける。○子 医療証は、個人証となっている。○子 医療証の様式は、「通院負担有（��� 円）」の表示証と、表示がな

い証の２種類あり、区市町村によって異なる。�

（�）通院負担「有」の場合�

○子 医療証の右上に赤枠で囲まれた「通院負担有（��� 円）」の表示がある。

本人負担は、通院（調剤及び訪問看護を除く。以下同じ）については、「一部

負担金（通院１回につき ��� 円（上限額））の徴収に係る留意事項」（�����～

参照）。入院については、本人負担はない。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

� �
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（�）本人負担「無」の場合�

本人負担がないため、○子 医療証には本人負担に関する表示がない。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

負担者番号�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

※� 通院負担「有」の場合と本人負担「無」の場合各々複数の負担者番号がある。これは、都基準に基づく事業と区市町村単

独事業を区別するために設定しているが、医療機関窓口における取扱は同じである。�

���医療機関での取扱い�

（�）対象児童が都内国民健康保険の被保険者または社会保険の被扶養者の場合�

①対象者が、健康保険証と○子医療証を医療機関の窓口に提出した場合�

医療機関の窓口では、○子 制度の通院一部負担金及び入院の場合の食事療養標準負担額を徴収する。（○子 制度本人負担

「無」の者については、入院時食事療養標準負担額のみ徴収）�

医療機関は、保険分及び○子 制度助成分とも、診療報酬明細書（国保と公費併用レセプト又は社保と公費併用レセプト）

を使用して、都内国保の場合は国保連合会へ、社保の場合は支払基金へ請求する。助成する医療費は、区市町村が国保

連合会又は支払基金を通じて医療機関に支払う。�

（注）月の途中で資格の取得及び消滅があった場合には、診療報酬明細書の「公費分点数」欄に再掲する。�

国民健康保険の場合�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

� �
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社会保険の場合�

�

�

�

�

�

②対象者が、受診の際に医療機関の窓口へ○子医療証を提示しなかった場合や、保険の療養費が支給さ

れた場合、都外の国保加入者の場合�

対象者の申請（保険給付決定通知書、領収書）に基づき、区市町村が直接対象者に支払う。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

（�）対象児童が他の公費負担医療等に該当し、かつ○子制度の助成がある場合�

保険分、○子 制度助成分及び他の公費負担医療分については、診療報酬明細書（国保と公費併用レセプト又は社保と公

費併用レセプト）を使用して、都内国保の場合は国保連合会へ、社保の場合は支払基金へ請求する。�

（�）高額療養費の現物給付がある場合�

診療報酬明細書の特記事項欄に「�� 区ア」「�� 区イ」「�� 区ウ」「�� 区エ」「�� 区オ」を記載すること。�

���公費負担額•助成額�

（�）通院負担「有」の場合�

国民健康保険法又は健康保険各法の規定による医療に関する給付が行われた場合における医療費のうち、入院につい

ては当該法令の規定によって対象者が負担すべき額を助成し、通院については○子 制度の一部負担金（市町村により、通

院１回につき ��� 円（上限額））を控除した額を助成する。ただし、入院時食事療養標準負担額は自己負担。�

外� 来�

�

�

�

�

�

�

� �
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入� 院�

�

�

�

�

�

�

�

※��入院時食事療養標準負担額は、所得状況に応じて医療保険制度の軽減措置あり。�

（�）一部負担金（通院１回につき ��� 円（上限額））の徴収に係る留意事項�

①医療保険上の自己負担額（３割相当額）が ��� 円に満たない場合�

医療保険上の自己負担額が ��� 円に満たない場合は、その満たない額を徴収する。�

例えば、医療保険上の自己負担額（３割相当額）が ��� 円であれば、�� 円未満の端数を四捨五入し、��� 円を徴収す

る。ただし、診療報酬明細書の一部負担金額の欄には、��� 円（�� 円未満の端数を四捨五入する前の金額（１円単位））

と記載する。�

②１日のうちに同一医療機関に２回通院した場合�

２回通院した場合でも１回分だけ徴収する。診療報酬明細書の診療実日数の記載においては、同一医療機関に同一日

に２回通院した場合でも、「１日」として記載することとなっている。本制度における「１回」と診療報酬明細書の「１

日」は同義であるため、本制度においても診療報酬明細書に合わせ、１回分だけ徴収する。�

また、同日中に２回通院して最初の１回目で ��� 円に満たない場合（例えば ��� 円）、２回目の来院時には、１回目の

自己負担額と ��� 円までの差額（�� 円）は徴収しない。�

③１日のうちに別の医療機関を受診した場合�

医療機関ごとに一部負担金を徴収する。ただし、調剤薬局は、一部負担金を徴収しない。�

④１日のうちに同一医療機関の複数科を受診した場合�

��� 円（上限額）を徴収し、診療科ごとには一部負担金を徴収しない。�

⑤補装具（治療用装具）の場合�

医師が疾病又は負傷の治療遂行上必要と判断し、医療保険を適用して補装具を購入する場合には、一部負担金は徴収

しない。�

⑥診察と別の日に行う検査のみの場合�

診療実日数にカウントしない検査のみの来院は、一部負担金は徴収しない。�

（�）本人負担「無」の場合�

国民健康保険法又は健康保険各法の規定による医療に関する給付が行われた場合における医療費のうち、当該法令の

規定によって対象者が負担すべき額を助成する。ただし、入院時食事療養標準負担額は自己負担。�

外� 来�

�

�

入� 院�

�

�

�

�

�

�

�

� ※��入院時食事療養標準負担額は、所得状況に応じて医療保険制度の軽減措置あり。�
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���他の医療制度との関係�

○子 制度の助成は、小児慢性特定疾病医療費助成制度等他の法令によって医療に関する給付を受けることができるときは、

その給付の限度において行わない（他の公費負担医療制度の給付を優先する。）。 

法に基づく公費負担医療制度との関係では、法に基づく給付が行われた結果、対象者に一部負担金が生じた場合、その

一部負担金が○子 制度での一部負担金より高額の場合には、その差額を○子 制度で助成する。 

また、○都 公費負担医療制度と○子 制度の関係も、同様に○都 公費負担医療制度を優先する。 

生活保護法による被保護者は○子 制度の対象とならない。適用関係は下記の図のとおりである。 

外� 来「通院負担「有」の場合」＊○子 制度一部負担金＝通院１回につき ��� 円（上限額） 

●他公費一部負担金 ＞ ○子 制度一部負担金 → 差額を○子 で助成 

 

 

 

 

 

 

 

●他公費一部負担金 ＜ ○子 制度一部負担金  →  ○子 助成なし 

 

「本人負担「無」の場合」 

・他公費一部負担金を○子 で助成 

 

 

 

 

入� 院�

 
通院負担「有」の場合 

  共通 
本人負担「無」の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 他の公費負担医療の一部負担金を○子 で助成 

���○青医療費助成制度との関係について�

令和５年４月から高校生等医療費助成制度が開始した。これにより、�� 歳に達した日以後の最初の４月１日から �� 歳

に達する日以後の最初の３月 �� 日までの間は、高校生等医療費助成（○青 制度）の対象となる。○子 制度と○青 制度は負担

者番号が異なるため、「診療報酬明細書」作成の際は特に注意すること。 

※  高校生等医療費助成制度の詳細は（�����～参照）。 
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義務教育就学児医療費助成制度�負担者番号一覧�

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � ���� 年 �� 月１日現在�

※�各区市町村の担当課及び連絡先は、乳幼児医療費助成制度と同様（�����～参照）。�

�

区�市�

町�村�
事��業��内��容�

所得

制限

有：○�

負��担��者��番��号�

法別�

番号�

都道府�

県番号�

実施機�

関番号�

検証�

番号�

法別�

番号�

都道府�

県番号�

実施機�

関番号�

検証�

番号�

千代田区�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

中央区�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

港��区�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

新宿区�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

文京区�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

台東区�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

墨田区�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

江東区�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

品川区�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

目黒区�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

大田区�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

世田谷区�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

渋谷区�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

中野区�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

杉並区�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

豊島区�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

北��区�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

荒川区�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

板橋区�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

練馬区�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

足立区�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

葛飾区�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

江戸川区�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

八王子市�入院・通院中学校卒業まで�
入院�自己負担なし�
通院�� 回 ��� 円�

� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

立川市�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

武蔵野市�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

三鷹市�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

青梅市�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

府中市�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

昭島市�入院・通院中学校卒業まで�
入院�自己負担なし�
通院�� 回 ��� 円�

� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

調布市�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

町田市�入院・通院中学校卒業まで�
入院�自己負担なし�
通院�� 回 ��� 円�

� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

小金井市�入院・通院中学校卒業まで�
入院�自己負担なし�
通院�� 回 ��� 円�

� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

小平市�入院・通院中学校卒業まで�
入院�自己負担なし�
通院�� 回 ��� 円�

○� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

日野市�入院・通院中学校卒業まで� 入院�自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

東村山市�入院・通院中学校卒業まで�
入院�自己負担なし�
通院�� 回 ��� 円�

○� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �
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区�市�

町�村�
事��業��内��容�

所得

制限

有：○�

負��担��者��番��号�

法別�

番号�

都道府�

県番号�

実施機�

関番号�

検証�

番号�

法別�

番号�

都道府�

県番号�

実施機�

関番号�

検証�

番号�

国分寺市�入院・通院中学校卒業まで�
入院�自己負担なし�
通院�� 回 ��� 円�

� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

国立市�入院・通院中学校卒業まで�
入院�自己負担なし�
通院�� 回 ��� 円�

� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

福生市�入院・通院中学校卒業まで�
入院�自己負担なし�
通院�� 回 ��� 円�

� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

狛江市�入院・通院中学校卒業まで�
入院�自己負担なし�
通院�� 回 ��� 円�

○� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

東大和市�入院・通院中学校卒業まで�
入院�自己負担なし�
通院�� 回 ��� 円�

○� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

清 瀬 市�入院・通院中学校卒業まで�
入院�自己負担なし�
通院�� 回 ��� 円�

○� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

東久留米市�入院・通院中学校卒業まで�
入院�自己負担なし�
通院�� 回 ��� 円�

○� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

武蔵村山市�入院・通院中学校卒業まで�
入院�自己負担なし�
通院�� 回 ��� 円�

� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

多摩市�入院・通院中学校卒業まで�
入院�自己負担なし�
通院�� 回 ��� 円�

� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

稲城市�入院・通院中学校卒業まで�
入院�自己負担なし�
通院�� 回 ��� 円�

○� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

羽村市�入院・通院中学校卒業まで�
入院�自己負担なし�
通院�� 回 ��� 円�

� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

あきる野市�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

西東京市�入院・通院中学校卒業まで�
入院�自己負担なし�
通院�� 回 ��� 円�

� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

瑞穂町�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

日の出町�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

檜原村�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

奥多摩町�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

大島町�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

利島村�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

新島村�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

神津島村�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

三宅村�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

御蔵島村�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

八丈町�入院・通院中学校卒業まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

青ヶ島村�入院・通院中学校卒業まで�
入院�自己負担なし�
通院�� 回 ��� 円�

○� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

小笠原村�入院・通院中学校卒業まで�
入院�自己負担なし�
通院�� 回 ��� 円�

� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

�

�

問合せ先� 東京都福祉局�生活福祉部�医療助成課�医療助成担当�☎����������
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○青高校生等医療費助成制度�

法 別 番 号� ８９� 区 分� 高校生等医療（○青 ）�

取 扱 医 療�

機 関 等�

契約医療機関�

（東京都医師会に加入している医療機関（非会員は東京都と個別に契約する））

疾 病 等 の�

範 囲�
全疾病

対 象 者�

高校生等（�� 歳に達する日の翌日以後の最初の � 月 � 日から �� 歳に達する日以後の最初の

� 月 �� 日までの間にある者。高校在学中か否かを問わない。）を養育している方であって、以

下のいずれにも該当する方。�

���� 一定所得以下の方（詳細は各区市町村へ問合せ）�

���� 当該高校生等について、医療保険等各法により医療に関する給付を受けていること。な

お、当該高校生等が生活保護を受けている場合、施設に措置により入所している場合等を

除く。�

なお、高校生等が誰からも監護されておらず区市町村が必要と認める場合は、当該高校生等

本人が対象者となることがある。

申 請 の�

手 続�
高校生等の住所地の区市町村の担当課に申請する（詳細は各区市町村へ問合せください。）。

認 定 期 間�

申請のあった日から、その日以降の直近の � 月 �� 日まで。更新の場合は、�� 月 � 日から翌

年 � 月 �� 日まで。ただし、�� 歳児については、始期が � 月 � 日となり（�� 歳に達する日以後

の最初の�月 ��日までは義務教育就学児医療）、�� 歳児については、終期が�月 ��日となる。

公費負担額�

各区市町村で下記の���又は���を実施している。詳細は、各区市町村へ問合せ�

�

���� 入院については、医療保険の自己負担額を助成し、通院（調剤及び訪問看護を除く。）に

ついては、自己負担額から一部負担金等相当額（通院１回につき ��� 円（上限額））を控除

した額を助成する。ただし、入院時の食事療養標準負担額は助成しない。�

→� 認定された方は、�

通院時の一部負担金等相当額（通院１回につき ��� 円（上限額））と入院時の食事療養標

準負担額を負担する。�

���� 医療保険の自己負担額を助成する。ただし、入院時の食事療養標準負担額は助成しない。�

→� 認定された方は、�

入院時の食事療養標準負担額を負担する。

根拠法令等� 各区市町村が制定する高校生等の医療費の助成に関する条例等

問 合 せ 先�

［認定・給付関係］�

各区市町村高校生等医療担当課�

［施策関係・制度運用］�

福祉局生活福祉部医療助成課医療助成担当� （����）����
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17 ���概要�

都内の各区市町村が、高校生等の保健の向上と健全な育成を図るため、高校生等を養育している保護者に対して、高校

生等に係る医療費の一部を助成する制度である。� （注）「○青 」と書いて「マルアオ」と略称する。�

���認定期間�

○青 医療証の有効期間は、各年 �� 月１日から翌年の９月 �� 日までの１年間であり、その更新月日は、各年 �� 月１日で

ある。ただし、�� 歳児については、３月 �� 日までは○子 であり、４月１日から○青 に切替わるため、４月１日から９月 ��

日までとなる。また、この制度の対象となる高校生等の年齢が、�� 歳に達する日以後の最初の３月 �� 日までの間にある者

となっているので、医療証の赤枠で囲んである有効期間に特に注意すること。�

���医療証�

医療費の助成を受けようとする者は、住所地の区市町村に申請をし、医療費の助成を受ける資格を証する「○青 医療証」

の交付を受ける。○青 医療証は、個人証となっている。○青 医療証の様式は、「通院負担有（��� 円）」の表示証と、表示がな

い証の２種類あり、区市町村によって異なる。�

（�）通院負担「有」の場合�

○青 医療証の右上に赤枠で囲まれた「通院負担有（��� 円）」の表示がある。�

本人負担は、通院（調剤及び訪問看護を除く。以下同じ）については、「一部負担金

（通院１回につき ��� 円（上限額））の徴収に係る留意事項」（����� 参照）。入院につい

ては、本人負担はない。�

�

�

�

�

�

�

�

�

（�）本人負担「無」の場合�

本人負担がないため、○青 医療証には本人負担に関する表示がない。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

� �
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17負担者番号�

�

�

�

�

�

�

�

�

※� 通院負担「有」の場合と本人負担「無」の場合各々複数の負担者番号がある。これは、都基準に基づく事業と区市町村単

独事業を区別するために設定しているが、医療機関窓口における取扱いは同じである。�

���医療機関での取扱い�

（�）対象高校生等が都内国民健康保険の被保険者または社会保険の被扶養者の場合�

①対象者が、健康保険証と○青医療証を医療機関の窓口に提出した場合�

（入院で医療費が高額な場合は、限度額適用認定証も提示）�

医療機関の窓口では、○青 制度の通院一部負担金及び入院の場合の食事療養標準負担額を徴収する。（○青 制度本人

負担「無」の者については、入院時食事療養標準負担額のみ徴収）�

医療機関は、保険分及び○青 制度助成分ともに、診療報酬明細書（国保と公費併用レセプト又は社保と公費併用レセ

プト）を使用して、都内国保の場合は国保連合会へ、社保の場合は支払基金へ請求する。�

助成する医療費は、区市町村が国保連合会又は支払基金を通じて医療機関に支払う。�

（注）月の途中で資格の取得及び消滅があった場合には、診療報酬明細書の「公費分点数」欄に再掲する。�

国民健康保険の場合�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

社会保険の場合�

�

�

�

�

�

� �
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17 ②対象者が、受診の際に医療機関の窓口へ○青医療証を提示しなかった場合や、保険の療養費が支給さ

れた場合、都外の国保加入者の場合�

対象者の申請（保険給付決定通知書、領収書）に基づき、区市町村が直接対象者に支払う。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

（�）対象高校生等が他の公費負担医療等に該当し、かつ○青制度の助成がある場合�

保険分、○青 制度助成分及び他の公費負担医療分については、診療報酬明細書（国保と公費併用レセプト又は社保と公

費併用レセプト）を使用して、都内国保の場合は国保連合会へ、社保の場合は支払基金へ請求する。�

（�）高額療養費の現物給付がある場合�

診療報酬明細書の特記事項欄に「�� 区ア」「�� 区イ」「�� 区ウ」「�� 区エ」「�� 区オ」を記載すること。�

���公費負担額・助成額�

（�）通院負担「有」の場合�

国民健康保険法又は健康保険各法の規定による医療に関する給付が行われた場合における医療費のうち、入院につい

ては当該法令の規定によって対象者が負担すべき額を助成し、通院については○青 制度の一部負担金（通院１回につき

��� 円（上限額））を控除した額を助成する。ただし、入院時食事療養標準負担額は自己負担。�

�

�

外� 来�

�

�

�

入� 院� 「高額療養費が現物給付されない場合」� �例）医療費が高額療養算定基準額以下の場合�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�
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17（�）一部負担金（通院１回につき ��� 円（上限額））の徴収に係る留意事項�

①医療保険上の自己負担額（３割相当額）が ��� 円に満たない場合�

医療保険上の自己負担額が ��� 円に満たない場合は、その満たない額を徴収する。�

例えば、医療保険上の自己負担額（３割相当額）が ��� 円であれば、�� 円未満の端数を四捨五入し、��� 円を徴収

する。ただし、診療報酬明細書の一部負担金額の欄には、��� 円（�� 円未満の端数を四捨五入する前の金額（１円単

位））と記載する。�

②１日のうちに同一医療機関に２回通院した場合�

２回通院した場合でも１回分だけ徴収する。診療報酬明細書の診療実日数の記載においては、同一医療機関に同一

日に２回通院した場合でも、「１日」として記載することとなっている。本制度における「１回」と診療報酬明細書の

「１日」は同義であるため、本制度においても診療報酬明細書に合わせ、１回分だけ徴収する。�

また、同日中に２回通院して最初の１回目で ��� 円に満たない場合（例えば ��� 円）、２回目の来院時には、１回目

の自己負担額と ��� 円までの差額（�� 円）は徴収しない。�

③１日のうちに別の医療機関を受診した場合�

医療機関ごとに一部負担金を徴収する。ただし、調剤薬局は、一部負担金を徴収しない。�

④１日のうちに同一医療機関の複数科を受診した場合�

��� 円（上限額）を徴収し、診療科ごとには一部負担金を徴収しない。�

⑤補装具（治療用装具）の場合�

医師が疾病又は負傷の治療遂行上必要と判断し、医療保険を適用して補装具を購入する場合には、一部負担金は徴

収しない。�

⑥診察と別の日に行う検査のみの場合�

診療実日数にカウントしない検査のみの来院は、一部負担金は徴収しない。�

（�）本人負担「無」の場合�

国民健康保険法又は健康保険各法の規定による医療に関する給付が行われた場合における医療費のうち、当該法令の

規定によって対象者が負担すべき額を助成する。ただし、入院時食事療養標準負担額は自己負担。�

�

外� 来�

�

�

�

�

入� 院�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

���他の医療制度との関係�

○青 制度の助成は、小児慢性特定疾病医療費助成制度等他の法令によって医療に関する給付を受けることができるときは、

その給付の限度において行わない（他の公費負担医療制度の給付を優先する）。�

法に基づく公費負担医療制度との関係では、法に基づく給付が行われた結果、対象者に一部負担金が生じた場合、その

一部負担金が○青 制度での一部負担金より高額の場合には、その差額を○青 制度で助成する。�

また、○都 公費負担医療制度と○青 制度の関係も同様に○都 公費負担医療制度を優先する。�

生活保護法による被保護者は○青 制度の対象とならない。適用関係は下記の図のとおりである。�
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17 外� 来�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

入� 院�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

高校生等医療費助成制度� 負担者番号一覧�

���� 年 �� 月１日現在�

※� 各区市町村の担当課及び連絡先は、乳幼児医療費助成制度と同様（�����～参照）。�

区�市�

町�村�
事��業��内��容�

所得

制限

有：○�

負� � 担� � 者� � 番� � 号�

法別�

番号�

都道府

県番号�

実施機�

関番号�

検証

番号�

法別�

番号�

都道府

県番号�

実施機�

関番号�

検証�

番号�

千代田区�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

中央区�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

港 区�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

新宿区�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

文京区�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

台東区�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

墨田区�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

江東区�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

品川区�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

目黒区�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

大田区�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �
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区�市�

町�村�
事��業��内��容�

所得

制限

有：○�

負� � 担� � 者� � 番� � 号�

法別�

番号�

都道府

県番号�

実施機�

関番号�

検証

番号�

法別�

番号�

都道府

県番号�

実施機�

関番号�

検証�

番号�

世田谷区�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

渋谷区�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

中野区�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

杉並区�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

豊島区�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

北 区�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

荒川区�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

板橋区�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

練馬区�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

足立区�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

葛飾区�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

江戸川区�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

八王子市�入院・通院 �� 歳年度末まで�
入院�自己負担なし�

通院�� 回 ��� 円�
○� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

立川市�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

武蔵野市�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

三鷹市�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

青梅市�入院・通院 �� 歳年度末まで�
入院�自己負担なし�

通院�� 回 ��� 円�
○� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

府中市�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

昭島市�入院・通院 �� 歳年度末まで�
入院�自己負担なし�

通院�� 回 ��� 円�
� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

調布市�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

町田市�入院・通院 �� 歳年度末まで�
入院�自己負担なし�

通院�� 回 ��� 円�
○� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

小金井市�入院・通院 �� 歳年度末まで�
入院�自己負担なし�

通院�� 回 ��� 円�
� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

小平市�入院・通院 �� 歳年度末まで�
入院�自己負担なし�

通院�� 回 ��� 円�
○� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

日野市�入院・通院 �� 歳年度末まで� 入院�自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

東村山市�入院・通院 �� 歳年度末まで�
入院�自己負担なし�

通院�� 回 ��� 円�
○� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

国分寺市�入院・通院 �� 歳年度末まで�
入院�自己負担なし�

通院�� 回 ��� 円�
� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

国立市�入院・通院 �� 歳年度末まで�
入院�自己負担なし�

通院�� 回 ��� 円�
� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

福生市�入院・通院 �� 歳年度末まで�
入院�自己負担なし�

通院�� 回 ��� 円�
� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

狛江市�入院・通院 �� 歳年度末まで�
入院�自己負担なし�

通院�� 回 ��� 円�
○� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

東大和市�入院・通院 �� 歳年度末まで�
入院�自己負担なし�

通院�� 回 ��� 円�
○� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �
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区�市�

町�村�
事��業��内��容�

所得

制限

有：○�

負� � 担� � 者� � 番� � 号�

法別�

番号�

都道府

県番号�

実施機�

関番号�

検証

番号�

法別�

番号�

都道府

県番号�

実施機�

関番号�

検証�

番号�

清瀬市�入院・通院 �� 歳年度末まで�
入院�自己負担なし�

通院�� 回 ��� 円�
○� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

東久留米市�入院・通院 �� 歳年度末まで�
入院�自己負担なし�

通院�� 回 ��� 円�
○� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

武蔵村山市�入院・通院 �� 歳年度末まで�
入院�自己負担なし�

通院�� 回 ��� 円�
○� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

多摩市�入院・通院 �� 歳年度末まで�
入院�自己負担なし�

通院�� 回 ��� 円�
� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

稲城市�入院・通院 �� 歳年度末まで�
入院�自己負担なし�

通院�� 回 ��� 円�
○� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

羽村市�入院・通院 �� 歳年度末まで�
入院�自己負担なし�

通院�� 回 ��� 円�
○� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

あきる野市�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

西東京市�入院・通院 �� 歳年度末まで�
入院�自己負担なし�

通院�� 回 ��� 円�
� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

瑞穂町�入院・通院 �� 歳年度末まで�
入院�自己負担なし�

通院�� 回 ��� 円�
� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

日の出町�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

檜原村�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

奥多摩町�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

大島町�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

利島村�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

新島村�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

神津島村�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

三宅村�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

御蔵島村�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

八丈町�入院・通院 �� 歳年度末まで� 自己負担なし� � �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

青ヶ島村�入院・通院 �� 歳年度末まで�
入院�自己負担なし�

通院�� 回 ��� 円�
○� �� �� �� �� �� �� �� �� � � � � � � � �

小笠原村�入院・通院 �� 歳年度末まで�
入院�自己負担なし�

通院�� 回 ��� 円�
� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��

�

�

問合せ先� 東京都福祉局� 生活福祉部� 医療助成課� 医療助成担当� ☎����������
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１�� ○都医療費助成制度�

法 別 番 号�

（難病医療（国の研究事業対象疾病。以下「国疾病」））�

（特殊医療（先天性血液凝固因子欠乏症等））�

（Ｂ型・Ｃ型ウイルス肝炎治療）、 （肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業）�

（特殊医療（人工透析））、 （小児精神病）、 （被爆者の子に対する医療）�

（大気汚染関連疾病）�

（難病医療（都単独医療費助成対象疾病。以下「都疾病」））�

（妊娠高血圧症候群等）�

�

法 別 番 号� ５１� 区 分�
難病等�

（国の研究事業対象疾病� ○都 ）�

取 扱 医 療�

機 関 等�

契約医療機関、東京都が開設する医療機関�

（東京都医師会に加入している医療機関（非会員は東京都と個別に契約する））�

疾 病 等 の�

範 囲�
スモン、劇症肝炎、重症急性膵

すい

炎、先天性血液凝固因子欠乏症等�

対 象 者�

上記疾病にり患しており、医療保険等各法又は介護保険法により医療又は介護に関する給付

を受けている方。ただし、他の法令等による給付により自己負担が生じない方を除く。�

※１� 劇症肝炎、重症急性膵
すい

炎については、平成２６年１２月３１日までに助成を受けていた

方が平成２７年１月１日から継続して助成を受ける場合（更新を含む。）に限り対象とな

る。�

※２� 小児慢性特定疾病に該当する疾病については、満１８歳未満の方は小児慢性特定疾病医

療費助成に申請すること。�

申 請 の�

手 続�

申請書に、臨床調査個人票（対象疾病によっては所定の診断書）、個人番号に係る調書、住

民票、健康保険証の写し、保険者からの情報提供にかかる同意書（※）及び健康保険上の所得

区分を確認する書類（※）を添付して患者の住所地を管轄する区市町村担当窓口を経て知事に

申請する。�

※１� 先天性血液凝固因子欠乏症等については、（※）の書類は不要�

※２� 先天性血液凝固因子欠乏症等のうち第Ⅷ・第Ⅸ因子欠乏症及び血液凝固因子製剤の投与

に起因する ��� 感染症については併せて特定疾病療養受療証の写しを添付する。�

認 定 期 間�

スモン：申請日から原則として申請日以降の直近の９月３０日まで�

劇症肝炎、重症急性膵
すい

炎：６か月間�

先天性血液凝固因子欠乏症等：申請日から申請日の属する年度の３月３１日まで�

公費負担額�

１� 認定を受けた疾病に係る医療に要する費用について、各種医療保険等を適用後の自己負担

額�

２� 認定を受けた疾病に係る介護保険法による訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養�
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�

管理指導、介護療養施設サービス、介護予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、

介護予防居宅療養管理指導及び介護医療院サービスに要する費用について、介護保険適用後

の自己負担額�

根拠法令等� 東京都難病患者等に係る医療費等の助成に関する規則�

問 合 せ 先�

［認定関係］�

保健医療局保健政策部疾病対策課難病認定担当� �����������

［制度関係］�

保健医療局保健政策部疾病対策課疾病対策担当� �����������

［給付関係］�

福祉局生活福祉部医療助成課医療給付担当（マル都担当）������������

�

�

� �
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法 別 番 号� ３８� 区 分� Ｂ型・Ｃ型ウイルス肝炎治療（○都 ）�

取 扱 医 療�

機 関 等�

契約医療機関、東京都が開設する医療機関�

（東京都医師会に加入している医療機関（非会員は東京都と個別に契約する））�

疾 病 等 の�

範 囲�

Ｂ型ウイルス肝炎又はＣ型ウイルス肝炎に対して行われるインターフェロン治療を要する

場合の当該疾病、Ｃ型ウイルス肝炎に対して行われるインターフェロンフリー治療を要する場

合の当該疾病及びＢ型ウイルス肝炎に対して行われる核酸アナログ製剤治療を要する場合の

当該疾病�

対 象 者�

以下のいずれにも該当する方。ただし、他の法令等による給付により自己負担が生じない方

を除く。�

（�）上記疾病に該当する方�

（�）医療保険等各法により医療に関する給付を受けている方�

申 請 の�

手 続�

以下の書類を患者の住所地を管轄する区市町村担当窓口を経て知事に申請する。�

（�）申請書�

（�）東京都が指定する肝臓専門医療機関が記載した所定の診断書�

※１� インターフェロンフリー治療（再治療）の申請については、肝疾患診療連携拠点病

院に常勤する日本肝臓学会肝臓専門医が診断書を作成する場合を除き、当該医師の

意見書の添付が必要となる。�

※２� 核酸アナログ製剤治療（更新）の申請については、検査内容及び受けている治療内

容が分かる資料等の提出をもって代えられる場合がある。�

（�）住民票（世帯全員分が記載されたもの）�

（�）健康保険証の写し�

（�）高齢受給者証の交付を受けている方は、受給者証の写し�

（�）区市町村民税の課税状況が確認できる書類（世帯全員分）�

認 定 期 間� 別表５（����）参照�

公費負担額�

１� 住民税非課税世帯の方（Ｈ階層）�

認定疾患に係る医療に関する給付について、各種医療保険等を適用し、その自己負担額

（入院時の食事療養標準負担額又は入院時の生活療養標準負担額を除く。）を助成する。�

２� 上記 � 以外の方（Ａ・Ｄ階層）�

認定疾病に係る医療に関する給付について、各種医療保険等を適用し、その自己負担額か

ら月額患者一部負担額（別表６（����）のとおり）を控除した額を助成する。�

�

→� 認定された方は、�

（�）住民税非課税世帯の方（Ｈ階層）は、入院時の食事療養標準負担額又は入院時の生活療

養標準負担額を負担する。�

（�）上記（�）以外の方（Ａ・Ｄ階層）は、月額患者一部負担額及び入院時の食事療養標準

負担額又は入院時の生活療養標準負担額を負担する。�

根拠法令等� 東京都難病患者等に係る医療費等の助成に関する規則�

問 合 せ 先�

［認定関係］�

保健医療局保健政策部疾病対策課難病認定担当� �����������

［制度関係］�

保健医療局保健政策部疾病対策課疾病対策推進担当� �����������

［給付関係］�

福祉局生活福祉部医療助成課医療給付担当（マル都担当）������������

�
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法別番号３８� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � （別表５）�

�

【認定期間】�

原則として、申請書を受理した日の属する月の初日から起算して下記期間を経過する日まで�

治� 療� 法� 認定期間�

Ｂ型ウイルス肝炎若しくはＣ型ウイルス肝炎に対して行われるインターフェロン治療又はＢ型ウイ

ルス肝炎に対して行われる核酸アナログ製剤治療�
１年�

Ｃ型ウイルス肝炎に対して行われるペグインターフェロン及びリバビリン併用治療又はインターフ

ェロンフリー治療（ダクラタスビル・アスナプレビル併用療法、ソホスブビル・リバビリン併用療法

（セログループ（ジェノタイプ）１・２以外）、前治療歴を有するＣ型慢性肝炎・Ｃ型代償性肝硬変

に対するソホスブビル�ベルパタスビル配合錠（リバビリン製剤（レベトールに限る）の併用あり）

による治療）�

７か月�

Ｃ型ウイルス肝炎に対して行われるインターフェロンフリー治療（オムビタスビル水和物・パリタプ

レビル水和物・リトナビル配合剤及びリバビリン（レベトールカプセル���� ㎎に限る。）併用療法）�
５か月�

Ｃ型ウイルス肝炎に対して行われるインターフェロンフリー治療（ソホスブビル・リバビリン併用療

法（セログループ（ジェノタイプ）２）、レジパスビル�ソホスブビル配合錠による治療、オムビタス

ビル水和物・パリタプレビル水和物・リトナビル配合剤による治療、エルバスビル及びグラゾプレビ

ル併用療法、ダクラタスビル塩酸塩・アスナプレビル・ベクラブビル塩酸塩配合錠による治療、Ｃ型

代償性肝硬変に対するグレカプレビル水和物�ピブレンタスビル配合剤による治療（セログループ

（ジェノタイプ）１又はセログループ（ジェノタイプ）２）、Ｃ型慢性肝炎・Ｃ型代償性肝硬変に対

するグレカプレビル水和物�ピブレンタスビル配合剤による治療（セログループ（ジェノタイプ）１・

２以外）、Ｃ型慢性肝炎・Ｃ型代償性肝硬変・Ｃ型非代償性肝硬変に対するソホスブビル�ベルパタス

ビル配合錠による治療（リバビリン製剤の併用なし））�

４か月�

Ｃ型ウイルス肝炎に対して行われるインターフェロンフリー治療（Ｃ型慢性肝炎に対するグレカプ

レビル水和物�ピブレンタスビル配合剤による治療（セログループ（ジェノタイプ）１又はセログル

ープ（ジェノタイプ）２））※Ｃ型慢性肝炎に対する前治療歴に応じて４か月とすることができる。�

３か月�

�

�

月額患者一部負担額（月額）� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � （別表６）�

�

階層�

区分�

同一世帯に属する方全員の区市町村民税�

（所得割）の課税年額の合計額�

（※但し、Ｈは所得割及び均等割の合計）�

月額患者一部負担額（ただし、食事療養・生活療養標

準負担額は含まない。）�

Ｈ� 区市町村民税非課税世帯（※）の方� なし�

Ａ� ������� 円未満（Ｈを除く。）� １万円�

Ｄ� ������� 円以上� ２万円�

※「区市町村民税非課税世帯」とは、患者の属する住民票上の世帯全員が、区市町村民税（所得割・均等割とも）

非課税である場合をいう。�

� �
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法 別 番 号� ３８� 区 分� 肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業（○都 ）�

取 扱 医 療�

機 関 等�
肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業指定医療機関�

疾 病 等 の�

範 囲�
Ｂ型肝炎ウイルス若しくはＣ型肝炎ウイルスによる肝がん又は重度肝硬変�

対 象 者�

以下のいずれにも該当する方。ただし、他の法令等による給付により自己負担が生じない方
を除く。�
（�）上記疾病に該当し治療を受けている方�
（�）世帯年収が概ね３７０万円未満の方�
（�）肝がん・重度肝硬変での入院又は肝がんの通院治療（「分子標的薬を用いた化学療法」、

「肝動注化学療法」又は「粒子線治療」に限る。）で申請月の前の１１か月以内に高額療養
費算定基準額を超えた月が２か月以上ある方�

（�）肝がん・重度肝硬変の治療研究への協力に同意している方�
（�）医療保険等各法により医療に関する給付を受けている方�

申 請 の�

手 続�

以下の書類を患者の住所地を管轄する区市町村担当窓口を経て知事に申請する。�
（�）申請書�
（�）臨床調査個人票及び同意書（臨床調査個人票は指定医療機関が作成したもの）�
（�）医療記録票の写し（肝がん・重度肝硬変での入院又は肝がんでの通院治療で、申請月の

前の１１か月以内に高額療養費算定基準額を超えた月が２か月以上あることが分かるも
の）�

（�）医療証明書の写し並びに領収書及び診療明細書（指定医療機関以外の保険医療機関や保
険薬局で医療を受けた場合）�

（�）住民票�
（�）限度額適用認定証又は限度額適用・標準負担額減額認定証の写し等�
（�）保険者からの情報提供に係る同意書（必要な場合のみ）�
（�）区市町村民税課税（非課税）証明書（必要な場合のみ）�

認 定 期 間� 原則として、申請書を受理した日の属する月の初日から起算して１年を経過する日まで�

公費負担額�

Ｂ型・Ｃ型肝炎ウイルスによる肝がん・重度肝硬変の入院医療又は肝がんの通院治療にかか
る保険診療の自己負担額から、以下の階層区分に応じた自己負担月額を除いた額。ただし、過
去１２月以内に保険医療機関において肝がん・重度肝硬変入院関係医療又は肝がん外来関係医
療で高額療養費の算定基準額を超えた月が既に２月以上あり、指定医療機関又は保険薬局にお
いて肝がん・重度肝硬変入院関係医療又は肝がん外来関係医療（自己負担額が高額療養費算定
基準額を超えるものに限る。）を受けた月のみが助成対象。なお、健康保険から支給される高
額療養費、入院時の食事療養標準負担額及び入院時の生活療養標準負担額は助成対象外�

階層区分� 自己負担月額�

Ｈ�

７０歳未満� 限度額適用・標準負担額減額認定証の適用区分が「オ」の方�

なし�
７０歳以上�

限度額適用・標準負担額減額認定証の適用区分が「Ⅰ」又は

「Ⅱ」の方�

Ａ�

７０歳未満� 限度額適用認定証の適用区分が「エ」の方�

保険者ごとに月額�

１万円�

（ただし、入院関係医療は、

同一の指定医療機関及び保

険者ごとに月額１万円）�

７０歳以上�

７５歳未満�

高齢受給者証の自己負担割合が「２割」の方（限度額適用・

標準負担額減額認定証の適用区分が「Ⅰ」又は「Ⅱ」の方を

除く。）�

７５歳以上�

後期高齢者医療被保険者証の自己負担金の割合が�

「１割」又は「２割」の方�

（限度額適用・標準負担額減額認定証の適用区分が「Ⅰ」又

は「Ⅱ」の方を除く。）�
�

根拠法令等� 東京都難病患者等に係る医療費等の助成に関する規則�

問 合 せ 先�

［認定関係］�
保健医療局保健政策部疾病対策課難病認定担当� �����������

［制度関係］�
保健医療局保健政策部疾病対策課疾病対策推進担当� �����������

［給付関係］�
福祉局生活福祉部医療助成課医療給付担当（マル都担当）������������
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法 別 番 号� ８２� 区 分�

難病等�

（人工透析を要する腎不全� ○都 ）�

取 扱 医 療�

機 関 等�

契約医療機関、東京都が開設する医療機関�

（東京都医師会に加入している医療機関（非会員は東京都と個別に契約する））�

疾 病 等 の�

範 囲�
人工透析を要する腎不全�

対 象 者�
上記疾病にり患しており、医療保険等各法により医療に関する給付を受けている方。ただし、

他の法令等による給付により自己負担が生じない方を除く。�

申 請 の�

手 続�

申請書に、個人番号に係る調書、住民票、健康保険証の写し及び特定疾病療養受療証の写し

を添付して患者の住所地を管轄する区市町村担当窓口を経て知事に申請する。�

認 定 期 間� 申請日から原則として申請日以降の直近の９月３０日まで�

公費負担額�

認定疾病に係る医療に関する給付について、各種医療保険等適用後の自己負担額（１万円ま

でを限度とし、入院時の食事療養標準負担額又は入院時の生活療養標準負担額を除く。）�

※介護保険法による介護については本制度の対象外�

根拠法令等� 東京都難病患者等に係る医療費等の助成に関する規則�

問 合 せ 先�

［認定関係］�

保健医療局保健政策部疾病対策課難病認定担当� �����������

［制度関係］�

保健医療局保健政策部疾病対策課疾病対策担当� �����������

［給付関係］�

福祉局生活福祉部医療助成課医療給付担当（マル都担当）������������

�

�

法 別 番 号� ８２� 区 分� 精神医療� 小児精神病（○都 ）�

取 扱 医 療�

機 関 等�

契約医療機関、東京都が開設する医療機関�
（東京都医師会に加入している医療機関（非会員は東京都と個別に契約する））�

疾 病 等 の�

範 囲�

精神障害で入院医療を要する疾病及び精神障害に付随する軽易な傷病�
（付随する軽易な傷病とは、入院医療を担当する精神病室の医療担当者において行いうる医療
をいう。）�

対 象 者�

１� 以下のいずれにも該当する方。ただし、他の法令等による給付により自己負担を生じない
方を除く。�

���� 現に上記の疾病に該当し、精神科病院又は精神科病床に入院している方�
���� 満 �� 歳未満の方�
���� 医療保険等各法により医療に関する給付を受けている方�

２� 認定患者であって、満 �� 歳に達した時点で引き続き入院医療を受ける場合は、満 �� 歳未
満とする。�

申 請 の�

手 続�

申請書に診断書、住民票、健康保険証の写しを添付して、患者の住所地を管轄する区市町村
長を経て知事に申請する。�

認 定 期 間�

申請書を受理した日の属する月の初日から、助成開始日から起算して � 年を経過する日ま
で。ただし、起算日から � 年以内に満 �� 歳（対象年齢延長の扱いを受けている方にあっては、
満 �� 歳）に達する方については、誕生日の属する月の末日まで�
（認定期間を残して退院したときは、退院と同時に認定期間は終了する。）�

公費負担額�
医療に関する給付について、各種医療保険等を適用し、その自己負担額（入院時の食事療養

標準負担額を除く。）を助成する。�
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� →� 認定された方は、入院時の食事療養標準負担額を負担する。�

根拠法令等� 東京都難病患者等に係る医療費等の助成に関する規則�

問 合 せ 先�

�認定関係��
福祉局中部総合精神保健福祉センター事務室精神障害者保健福祉手帳担当�
������������直通��

�給付関係��
福祉局生活福祉部医療助成課医療給付担当�マル都担当�� �����������

�

�

法 別 番 号� ８２� 区 分� 被爆者の子に対する医療（○都）�

取 扱 医 療�

機 関 等�

契約医療機関、東京都が開設する医療機関�

（東京都医師会に加入している医療機関（非会員は東京都と個別に契約する））�

疾 病 等 の�

範 囲�

１� 造血機能障害�

２� 肝臓機能障害�

３� 細胞増殖機能障害�

４� 内分泌腺機能障害�

５� 脳血管障害�

６� 循環器機能障害�

７� 腎
じん

臓機能障害�

８� 水晶体混濁による視機能障害�

９� 呼吸器機能障害�

��� 運動器機能障害�

��� 潰瘍
かい よう

による消化器機能障害�

〈除外疾病〉�

���感染症疾病�

���寄生虫病�

���中毒又は事故による疾病�

���原子爆弾の放射能の影響によるものでないことが明らかである疾病�

対 象 者�

以下のいずれにも該当する方。ただし、他の法令等による給付により自己負担を生じない方

を除く。�

���� 被爆者の実子であり、健康診断受診票の交付を受けた方�

���� 上記の障害を伴う疾病にかかり、� か月以上の医療を必要とする方�

���� 医療保険各法により医療に関する給付を受けている方�

申 請 の�

手 続�

申請書に診断書（医療費助成用）、健康診断受診票の写し及び健康保険証の写しを添付して、

知事に申請する。�

認 定 期 間�

申請書を受理した日の属する月の初日から起算して � 年間（平成 �� 年度より認定期間 � 年

から � 年に変更）を限度とする。ただし、健康診断受診票を交付されていることを前提とす

る。�

公費負担額�

認定疾病（その続発症を含む。）にかかる医療に関する給付について、各種医療保険等を適

用した後の自己負担額（入院時の食事療養標準負担額及び生活療養標準負担額を除く。）を助

成する。�

→� 認定された方は、入院時の食事療養標準負担額及び生活療養標準負担額を負担する。�
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根拠法令等� 東京都原子爆弾被爆者等の援護に関する条例�

問 合 せ 先�

�認定関係��

保健医療局保健政策部疾病対策課被爆者援護担当� �����������

�

�給付関係��

福祉局生活福祉部医療助成課医療給付担当�マル都担当������������

�

�

法 別 番 号� ８２� 区 分� 大気汚染関連疾病（○都 ）�

取 扱 医 療�

機 関 等�

契約医療機関、東京都が開設する医療機関等�

（東京都医師会に加入している医療機関（非会員は東京都と個別に契約する））�

疾 病 等 の�

範 囲�

以下のいずれかに該当する方�

���� 気管支ぜん息�

���� 慢性気管支炎�

���� ぜん息性気管支炎�

���� 肺気しゅ�

���� ���～���の続発症�

対 象 者�

以下のいずれにも該当する方。ただし、他の法令等による給付により自己負担を生じない方

を除く。�

���� 現に上記の疾病にかかっている方�

���� �� 歳未満の方（�� 歳の誕生日が属する月の末日までにある方を含む。）�

※生年月日が平成９年４月１日以前の被認定者は、更新申請のみ可能。�

���� 東京都の区域内に引き続き � 年�３歳に満たない方は６か月�以上住所を有する方�

���� 喫煙していない方�

���� 医療保険等各法により医療に関する給付を受けている方�

申 請 の�

手 続�

認定申請書に主治医診療報告書、住民票の写し、健康保険証等の写し（疾病等の範囲の���

以外に該当する方は、申請時に胸部エックス線フィルム（直接撮影に限る。）の提出も必要。）

を添付して、患者の住所地が市町村（保健所政令市を除く。）の場合は市町村長を経由して管

轄する保健所長に、区の場合は区長又は保健所長に、保健所政令市の場合は保健所長に申請す

る。�

認 定 期 間�

���� 新規申請の場合は、申請を受理した日から起算して２年を経過した日以降の直近の誕生

日の属する月の末日まで�

���� 更新申請の場合は、前回の認定の有効期間の満了日の翌日から２年間�

ただし、���及び���に定める期間中に �� 歳に達する場合は、その誕生日の属する月の末日

までを限度とする。�

公費負担額�

認定疾病に係る医療に関する給付について、各種医療保険等を適用し、その自己負担額（入

院時の食事療養標準負担額を除く。）を助成する。�

�

※生年月日が平成９年４月１日以前で有効な医療券を持っている方に対しては、月額 ����� 円

を超える部分（入院時の食事療養・生活療養標準負担額を除く。）を助成する。�
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根拠法令等� 大気汚染に係る健康障害者に対する医療費の助成に関する条例�

問 合 せ 先�

�認定関係��

東京都（区市）大気汚染障害者認定審査会設置保健所（３０か所��

�施策関係��

保健医療局健康安全部環境保健衛生課環境保健担当� �����������

�給付関係��

福祉局生活福祉部医療助成課医療給付担当（マル都担当）������������

�

� �
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法 別 番 号� ５４・８３� 区 分�

難病等�

５４（指定難病）・８３（都単独疾病� ○都 ）�

取 扱 医 療�

機 関 等�

５４：指定医療機関�

８３：契約医療機関、東京都が開設する医療機関�

� � �（東京都医師会に加入している医療機関（非会員は東京都と個別に契約する））�

疾 病 等 の�

範 囲�
別表３（����）のとおり�

対 象 者�

５４：別表３のⅠの疾病に該当する方であって、①厚生労働大臣の定める症状の程度に該当す

る方又は②申請日の属する月の１２月前までの間で当該疾病に係る医療に要した費用の

額が３３，３３０円を超えた月数が３月以上ある方�

８３：別表３のⅡの疾病に該当する方であって、①知事の定める基準に該当する方又は②申請

日の属する月の１２月前までの間で当該疾病に係る医療に要した費用の額が３３，３３０

円を超えた月数が３月以上ある方�

※８３については、上記に加え、医療保険等各法又は介護保険法により医療又は介護に関する

給付を受けている方。ただし、他の法令等による給付により自己負担が生じない方を除く。�

なお、８３の対象疾病のうち、小児慢性特定疾病に該当するものについては、満１８歳未満

の方は小児慢性特定疾病医療費助成に申請すること。�

申 請 の�

手 続�

申請書に、臨床調査個人票（５４については都道府県が指定した医師が作成したもの）、個

人番号に係る調書、住民票、申請者等の健康保険証の写し、申請者等の課税状況を証明する書

類、保険者からの情報提供に係る同意書その他必要な書類を添付して患者の方の住所地（※）

を管轄する区市町村担当窓口を経て知事に申請する。�

※５４については、患者の方が満１８歳未満の場合は、当該患者の保護者の住所地�

認 定 期 間�

［認定期間の変更］�

令和５年１０月１日から指定医が「重症度分類を満たしていることを診断した日（開始日）」

等まで遡って医療費助成を開始することが可能。�

５４：開始日から、原則として申請日から１年を経過する日の属する月の末日まで�

８３：開始日から、原則として申請日以降の直近の７月３１日まで�

なお、遡り等の詳細については下記のＵＲＬ参照�

����������������������������������������������������������������������������������

公費負担額�

１� 月ごとの、認定を受けた疾病及びその疾病に付随して発生する傷病に係る診療、調剤、居

宅における療養上の管理及び看護に要した費用の額について、各種医療保険等適用後の自己

負担額（当該額が当該医療費総額の３割の方は、当該医療費総額の２割）から負担上限月額

（月額自己負担限度額）を控除した額。ただし、原則として入院時の食事療養標準負担額及

び入院時の生活療養標準負担額は公費負担の対象外�

２� 月ごとの、認定を受けた疾病及びその疾病に付随して発生する傷病に係る介護保険による

訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、介護療養施設サービス、介護予防

訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防居宅療養管理指導及び介護医療院サ

ービスに要した費用の額について、介護保険適用後の自己負担額（当該額が当該介護費総額

の３割の方は、当該介護費総額の２割）から負担上限月額（月額自己負担限度額）を控除し

た額�

※１� ５４については、都道府県等が指定した医療機関（病院、診療所、薬局、訪問看護事

業所又は介護予防訪問看護事業所）により行われたものに限る。�

※２� 負担上限月額（月額自己負担限度額）については別表４（����）のとおり�

根拠法令等�
難病の患者に対する医療等に関する法律、東京都難病患者等に係る医療費等の助成に関する

規則�
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［認定関係］�

保健医療局保健政策部疾病対策課難病認定担当� �����������

［制度関係］�

保健医療局保健政策部疾病対策課疾病対策担当� �����������

［給付関係］�

福祉局生活福祉部医療助成課医療給付担当（マル都担当）������������

� �
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法 別 番 号� ８７� 区 分� 妊娠高血圧症候群等�○都 、○区 ��

取 扱 医 療�

機 関 等�

契約医療機関�

（東京都医師会に加入している医療機関（非会員は東京都と個別に契約する））�

疾 病 等 の�

範 囲�

妊娠により入院医療を必要とする疾病及びその続発症�

���� 妊娠高血圧症候群及びその関連疾患�

���� 糖尿病及び妊娠糖尿病�

���� 貧血�

���� 産科出血�

���� 心疾患�

対 象 者�

以下のいずれにも該当する方。ただし、生活保護受給者、他の法令等による給付により自己

負担を生じない方を除く。�

���� 上記の疾病に該当する方�

���� 前年分の総所得税額が������円以下の世帯に属する方又は入院見込期間が��日以上の方�

���� 医療保険等各法により医療に関する給付を受けている方�

申 請 の�

手 続�

申請書に診断書、住民票、保険証の写し、世帯調書及び各種所得税額等証明書を添付し、患

者の住所地を管轄する保健所を経由して知事、区長又は保健所政令市長に申請する。�

認 定 期 間� 診断書における入院見込期間�

公費負担額�

認定疾病に係る医療に関する給付について、各種医療保険等を適用し、その自己負担額（入

院時の食事療養標準負担額を除く。）を助成する。�

�

→� 認定された方は、入院時の食事療養標準負担額を負担する。�

根拠法令等�
（都の制度）� 東京都妊娠高血圧症候群等に係る医療費助成実施要綱�

（区及び保健所政令市の制度）� 区及び保健所政令市が制定する医療費助成実施要綱�

問 合 せ 先�

都内市町村の区域内�

�認定関係��

福祉局子供・子育て支援部家庭支援課母子医療助成担当�����������

�給付関係��

福祉局生活福祉部医療助成課医療給付担当（マル都担当）�����������

�

特別区（�� 区）及び保健所政令市の区域内�

各区市役所保健衛生主管課�

※Ｑ＆Ａ� は ��� ページに記載�

���概要�

（別表７）（�����～参照）の対象者に対して、医療費を助成することにより、その医療の確立と普及を図り、併せて患者

の医療費及び一部の介護サービスにかかる費用の負担を軽減する。介護サービス費の一部も助成対象となるものとして、
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○都 医療費助成では次のものが該当する。難病医療（国疾病）［負担者番号� �11���1�］、特殊医療（先天性血液凝固因子欠

乏症等）［負担者番号��11���1�］、難病医療（都疾病）［負担者番号���1���1�］�

＜＜肝がん・重度肝硬変医療（法別番号 ��）＞＞�

令和３年４月分より肝がんの外来医療に係る医療費の一部も助成対象になった。�

制度の概要は、� 型・� 型肝炎ウイルスが原因の肝がん・重度肝硬変と診断されている方の入院治療や通院治療に係る医療

費の一部を助成する制度。�

肝がん・重度肝硬変の入院治療又は肝がんの通院治療（「分子標的薬を用いた化学療法」、「肝動注化学療法」又は「粒子線

治療」による通院治療に限る。）に係る医療費で、高額療養費算定基準額を超えた月が助成対象月を含め過去１年間で３月以

上ある場合、肝がん指定医療機関で受けた３月目以降の医療費について、患者の自己負担額が１万円�となるよう助成する。�

＊�住民税非課税世帯の場合は自己負担額なし�

【○都 医療費助成制度の根拠規定】�

ア� 東京都難病患者等に係る医療費等の助成に関する規則�

イ� 難病の患者に対する医療等に関する法律施行細則�

ウ� 大気汚染に係る健康障害者に対する医療費の助成に関する条例�

エ� 東京都原子爆弾被爆者等の援護に関する条例�

オ� 東京都妊娠高血圧症候群等に係る医療費助成実施要綱�

カ� 児童福祉法施行細則�

���医療証及び患者一部負担額�

被
交
付
証�

法別番号及び�

負担者番号�
医療費助成の種類� 医療券の色� 患者一部負担額�

医療保険�

の適用�

�

介
護
保
険
の�

�

適
用�

入�
�

�

院�

外
来
・
調
剤�

訪

問

看

護�

受
給
者
証�

���

��1���1��難病医療（指定難病）� うすｵﾚﾝｼﾞ色�
患者一部負担額表�

（��11�）参照�
○� ○� ○� ○�

��1������
難病医療�

（指定難病・生活保護受給者）�
うすｵﾚﾝｼﾞ色�

なし（入院時食事・生活療養標準

負担額を含めて助成）�
○� ○� ○� ○�

���

��1���1��小児慢性特定疾病� うすｵﾚﾝｼﾞ色�

患者一部負担額表�

（����）参照�

○� ○� ○� ×�

��1���1��

小児慢性特定疾病�

（生活保護法の被保護世帯又は

血友病等患者等）�

うすｵﾚﾝｼﾞ色� ○� ○� ○� ×�

医�
�

�
�

�

療�
�

�
�

�

券�

�1�

�11���1��
難病医療�

（国の研究事業対象疾病）�
もも色� なし�

（入院時食事・生活療養標準負担

額を含めて助成）�

○� ○� ○� ○�

�11���1��
特殊医療�

（先天性血液凝固因子欠乏症等）�
もも色� ○� ○� ○� ○�

��� ��1���1��難病医療（都疾病）� しろ色�
患者一部負担額表�

（����1）参照�
○� ○� ○� ○�

���

��1������

特殊医療�

（人工透析を必要とする腎不全）�

※１�

クリーム色�

特定疾病療養受療証を適用した

入院・外来ごとに一医療機関あた

り月額１万円を超える額及び入

院時の食事・生活療養標準負担額�

○� ○� ○� ×�

��1������小児精神病� クリーム色�

入院時食事・生活療養標準負担額�

○� ×� ×� ×�

��1������被爆者の子に対する医療� クリーム色� ○� ○� ○� ×�

��1����1�大気汚染関連疾病� みどり色� ○� ○� ○� ×�

��1������大気汚染関連疾病��※２� みどり色� ○� ○� ○� ×�

��1������大気汚染関連疾病��※８� もも色�※９�
月額６千円及び入院時食事・生活

療養標準負担額�※1��
○� ○� ○� ×�

��1������大気汚染関連疾病��※８� もも色�※９�
月額６千円及び入院時食事・生活

療養標準負担額�※1��
○� ○� ○� ×�
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被
交
付
証�

法別番号及び�

負担者番号�
医療費助成の種類� 医療券の色� 患者一部負担額�

医療保険�

の適用�

�

介
護
保
険
の�

�
適
用�

入�
�

�

院�

外
来
・
調
剤�

訪

問

看

護�

�
���

���������Ｂ型・Ｃ型ウイルス肝炎治療� やまぶき色� 入院時食事・生活療養標準負担額� ○� ○� ×� ×�

���������Ｂ型・Ｃ型ウイルス肝炎治療� ラベンダー色�
患者一部負担額表�

別表６（�����）参照�
○� ○� ×� ×�

���������肝がん・重度肝硬変医療��※５� もえぎ色� 入院時食事・生活療養標準負担額�
○
※
６�

○� ×� ×�

���������肝がん・重度肝硬変医療��※５� あじさい色�
患者一部負担額表�

����� 参照�

○
※
６�

○� ×� ×�

��� ���������妊娠高血圧症候群等��※３� クリーム色� 入院時食事・生活療養標準負担額� ○� ×� ×� ×�

患
者
票
※
４�

���

���������結核一般医療（法別番号 ��）� しろ色� なし�

×

※
７�

○� ×� ×�

受
給
者
証�

���������

自立支援医療（精神通院医療）�

（法別番号 ��）（社保・後期高齢

者）�

しろ色� なし� ×� ○� ○� ×�

���������
自立支援医療（精神通院医療）�

（法別番号 ��）（国保）�
しろ色� なし� ×� ○� ○� ×�

�

※１� ［負担者番号� ��������］（人工透析を必要とする腎不全）が適用できる訪問看護は、在宅自己連続携行式腹膜灌流

に関する訪問看護に限定�

※２� 平成 �� 年８月１日以降の新規認定分�

※３� 八王子市及び町田市を除く都内市町村�

※４� 結核一般医療での［負担者番号 ��������］は、社会保険の加入者（被扶養者含む。以下同じ）、国保組合の加入者及

び後期高齢の加入者の住民税非課税者に、精神通院医療での［負担者番号 ��������］は社会保険加入者、後期高齢

の加入者又は国保組合の住民税非課税者に振り出す。�

※５� 平成 �� 年 �� 月１日から制度開始�

※６� 助成要件：肝がん・重度肝硬変の入院治療又は肝がんの通院治療（「分子標的薬を用いた化学療法」、「肝動注化学療

法」又は「粒子線治療」による通院治療に限る。）に係る医療費で、助成該当月を含む過去１年間に３か月以上、対

象医療費の自己負担額が高額療養費算定基準額を超えており、３月目が指定医療機関で受けた医療であること。�

（本治療については、診断の基準や治療方法等について、「肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業の実務上の取扱い

について」等で定められているため参照すること。）�

※７� 外科的手術に伴う処置・入院等について適用となる場合有り。�

※８� 生年月日が平成９年４月１日以前で医療費助成を受けている者を対象（平成 �� 年４月１日から）�

※９� 平成 �� 年４月１日以降の医療券�

※��� 平成 �� 年４月１日以降の患者一部負担額�

※��� 法別番号「��」は、難病の患者に対する医療等に関する法律、法別番号「��」は、児童福祉法を根拠とする制度であ

り、○都 医療費助成制度外の制度だが有用な情報のため、本欄に併記。�

�

�

�

�

�

�
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難病等（都単独疾病）（負担者番号８３１３６０１０）の患者の�

一部負担額の限度額表（月額）（単位：円）�

階層区分� 階層区分の基準�

負担上限月額（月額自己負担限度額）�

本則（８３１３６０１０）�

一��般� 高額かつ長期� 人工呼吸器等装着者�

低所得Ⅰ�
区市町村民税�

非課税世帯�

本人年収�

～�� 万円�
������ ������

������

低所得Ⅱ�
本人年収�

�� 万円超�
������ ������

一般所得Ⅰ�
区市町村民税課税�

��� 万円未満�
������� ������

一般所得Ⅱ�
区市町村民税課税�

��� 万円以上 ���� 万円未満�
������� �������

上位所得�
区市町村民税課税�

���� 万円以上�
������� �������

�

※１� 階層区分は、患者の加入する医療保険上の世帯の被保険者の区市町村民税の課税額（非課税の場合は患者本人も含

む）により算定する。�

※２� 複数の医療機関で支払った医療費及び介護サービス費の額を合算する。※薬局での保険調剤、医療保険の訪問看護

及び介護保険の訪問看護サービスを含む。�

※３� 「高額かつ長期」とは、医療費助成の認定後、認定を受けた疾病に係る月ごとの医療又は介護に要した費用の総額

が ������ 円を超えた月が６回以上ある者（別途申請手続が必要）�

※４� 「人工呼吸器等装着者」とは、人工呼吸器その他の生命の維持に欠くことができない装置を装着していることにつ

いて特別の配慮を必要とする方であって、認定を受けた疾病により、継続して常時生命維持管理装置を装着する必

要があり、かつ、日常生活動作が著しく制限されている方（別途申請手続が必要）�

※５� 認定を受けた患者の方の加入する医療保険上の世帯に、難病医療（指定難病）（��）を受けている方又は小児慢性特

定疾病医療費助成（��）を受けている方がいる場合（認定を受けた患者が小児慢性特定疾病医療費助成を受けてい

る場合を含む）、認定を受けた患者の方の「��」の月額自己負担限度額は０円となる。また、医療保険上の世帯に他

の難病医療（都疾病）（��）の認定を受けている方がいる場合、それぞれの月額自己負担限度額に応じて、当該額が

按分される。�

���給付内容�

認定された疾病にかかる医療費について、医療保険各法を適用し、その患者負担額を対象者に助成する。�

（�）○都医療費助成の対象�

次のアからウまでの要件をすべて満たす場合に、患者負担額や利用者負担額を助成する。�

ア� ○都 医療券等に記載された疾病を治療するために受ける診療、調剤、訪問看護であること。�

イ� ○都 医療券等の有効期間内に行われる治療であること。�

ウ� 医療保険各法、高齢者の医療の確保に関する法律（後期高齢者医療制度）または介護保険法が適用されること。

（制度ごとの保険適用区分は �����～��� 参照）�

ただし、他の法令等により、患者の自己負担額が生じない場合を除きます。�

医療券等の種類によって医療費助成の内容は異なります。各制度については「公費負担医療費制度の所轄一覧」

の所管部署にお問い合わせください。�

（�）○都医療費助成の対象とならないもの（例示）�

・○都 医療券等に記載された病名以外の病気やけがの治療�

・差額ベッド代、個室料、移送費、交通費、鍼、灸、あん摩、マッサージ�

・補装具の作成費用�

・申請のための診断書料、医療費支給申請に必要な療養証明等の証明書料�

・訪問介護（ヘルパーの派遣）などの福祉サービス�

（�）医療券等適用にあたっての注意事項�

①○都医療券等に記載されている病名に対する診療であるか。�

ア� ○都 医療券等に記載された病名以外の病気やけがの治療は助成対象外です。�

イ� 副作用等に対する治療は助成対象外です。�
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ただし、負担者番号 �������� のウイルス肝炎治療医療費助成制度では、核酸アナログ製剤治療、インターフェ

ロンフリー治療又はインターフェロン治療による軽微な副作用が発生し、当該治療の中断を防止するために併

用せざるを得ない副作用の治療については、助成の対象となります。�

②○都医療券等の有効期間内に受けた治療であるか。�

ア� ○都 医療券等の有効期間外に受けた治療は助成対象外です。�

イ� ○都 医療券等の有効期間は通常１年または６か月です。更新は自動的にはできませんので、患者本人又は代理の

方が更新手続をする必要があります。�

なお、「大気汚染関連疾病」は、概ね２年間、「被爆者の子に対する医療」は２年間です。�

③医療保険各法、高齢者の医療の確保に関する法律（後期高齢者医療制度）または介護保険法が適用さ

れているか。�

ア� 保険外の負担や自費診療は助成対象外です。�

イ� 医療保険等適用後の患者負担額が高額療養費の自己負担限度額を超えている場合についての、医療費助成する金

額は、高額療養費相当額を除いた金額となります。また、介護保険法に係る助成については、負担者番号「��」

「��」「��」のみです。�

④患者一部負担の算定�

ひと月の各医療機関における入院・外来・調剤等を合算し、月額自己負担限度額まで算定します。�

⑤有効期限の開始日が月の途中からとなる○都医療券等の取り扱い�

ア� 外来の場合�

・有効期限の開始日以降のものを助成の対象とし、開始日より前に行われた外来医療は、助成の対象としません。�

〔特定疾病療養受療証の適用が認定条件となっている疾病の場合〕�

・自己負担限度額が月額１万円又は２万円となる制度ですが、東京都が助成する額は月額１万円が上限です。�

・助成する額は、有効期限の開始日より前において、どれくらい自己負担をしたかによります。�

つまり、自己負担限度額が１万円の場合、有効期限の開始日より前に、����� 円の自己負担をしている場合は、

助成できる外来診療は、残りの ����� 円分となり、既に１万円に達している場合は、高額療養費に該当するため

助成はありません。�

イ� 入院の場合�

・診療月内における有効期限の開始日以降の診療報酬点数に保険の自己負担割合を乗じて求めた額とします。�

特定疾病療養受療証の適用が認定条件になっている疾病の場合でも同じ取扱いとし、自己負担額の１万円を限

度に助成の対象とします。これは、外来の場合と取扱いが異なりますので、留意してください。�

⑥月額自己負担限度額が変更となるケース�

ア� 階層区分が変わった場合�

イ� 認定を受けた後、１年のうちに特定医療費の総額が月額 ������ 円を超える月が６月以上ある場合（負担者番号

「��」及び「��」）。�

そのため、医療機関の窓口等では、必ず○都 医療券等の確認をお願いします。�

（�）歯科医療機関�

東京都と契約を締結している医療機関及び難病法並びに児童福祉法の規程により都道府県の指定を受けた医療機関

（以下、「指定医療機関」という。）であれば、医療機関に併設されている歯科でも○都 医療券等を扱うことができます。�

ただし、医療費助成は、○都 医療券等に記載された病名に限られるため、歯科医療機関における取扱いは、ベーチェッ

ト病やシェーグレン症候群などの患者に対する歯科治療など、限られた疾病のものとなります。○都 医療券等に記載され

た病名による歯科治療の適否については、所管課（疾病対策課）にお尋ねください。�

（�）医療保険における請求�

①� 東京都と契約した医療機関等に患者が○都 医療券等を提示すれば、患者は助成対象となる医療費等の医療機関窓口での

支払いを要しません。契約医療機関等が、国保連合会又は支払基金を通じて医療費等を東京都に請求します。�

【医療機関払いの方法】�

○� 併用レセプト�

都内の契約医療機関及び指定医療機関においては、医療券番号や負担金額等をレセプトに記入し、国保連合会・支払

基金に請求します。助成対象医療費は、国保連合会・支払基金から支払われる保険分の医療費と併せて支払います。�

98

【公費負担医療の手引より抜粋】



―203―

18

○� 「東京都負担医療費請求書」等（�0 名連記式）�

都内の契約医療機関においては、次の公費対象医療費及び介護サービス費は「○都 東京都負担医療費請求書」等（�0 名

連記式）で東京都へ直接、請求してください（併用レセプトでは取扱えませんので御注意ください。）。�

・他道府県の国保・後期高齢と公費負担者番号が「��・�3・��」で始まるものとの併用�

・他の医療費助成制度の一部負担額を公費負担者番号が「��・�3・��」で始まるもので請求する場合（国保及び後期高

齢に限る。社保は併用レセプトで請求可）�

・介護保険と公費負担者番号が「�3」で始まるものとの併用�

請求書には必ずレセプトの【写し】を添付し、医療機関名欄には担当者名及び連絡先を記入してください。この請求

書についての問い合わせは、東京都福祉局生活福祉部医療助成課医療給付担当（℡03��3�0�����）までお願いします。�

②� 法別番号「��」では、入院時の食事・生活療養標準負担額を含めて助成します。�

③� 負担者番号「�3�3300�」は精神通院医療の公費負担医療費の患者負担分について助成します。（公営国保の加入者の住

民税非課税者で区市町村から国保受給者証（精神通院）負担者番号「�3�3�00�」の交付を受けた者には、精神医療給付金

が公営国保から給付されます）�

法別番号「�3」は、精神通院医療「��」を適用した医療費の患者負担分について助成します。後期高齢者医療加入者

においては、精神通院医療「��」を適用した医療費について、○後 分優先でその一部負担金を対象に患者負担分を助成し

ます。（ただし、���000 円（平成 30 年８月１日以降）を限度とします。また、低所得Ⅰ・Ⅱの方は、��000 円を限度と

します）�

法別番号「�3」は、結核一般医療「�0」を適用した医療費の患者負担５％部分について助成します。�

④� 小児精神病「負担者番号 ���3�00�」、妊娠高血圧症候群等「負担者番号 ���3�00�」は、当該疾病に係る入院医療費の

みを対象者に助成します。�

�

� �
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【特定疾病療養受療証について】�

人工透析を必要とする腎不全（負担者番号：��������）の医療券を持つ全ての方及び先天性血液凝固因子欠乏症等（負担

者番号：��������）の医療券を持つ一部の方は、制度上「特定疾病療養受療証」の取得及び提示が前提となっているため、

医療券と「特定疾病療養受療証」は一緒に提示を受けてください（医療券の認定条件欄にもその旨の記載があります。）。�

・特定疾病療養受療証は保険者が発行し、医療保険の高額療養費支給の特例として、人工透析を必要とする腎不全（負担

者番号：��������）の医療券を持つ全ての方及び先天性血液凝固因子欠乏症等（負担者番号：��������）の医療券を持つ

一部の方は、医療機関ごと、入院・外来ごとに、それぞれの医療費の自己負担限度額が、������ 円（上位所得以外）又

は ������ 円（上位所得）となるものです。�

これらの受給者で医療券を適用する場合は、必ず「特定疾病療養受療証」を確認してください（医療券の認定条件欄に、

その旨の記載があります。）。�

・東京都では、上位以外、上位所得者のいずれの患者に対しても、入院外来別に月額 ������ 円まで助成します。上位所得

者の負担額が ������ 円を超えた場合には、������ 円から ������ 円までは自己負担となります。この自己負担は助成さ

れませんので、「○都 医療費支給申請書兼口座振替依頼書」の医療機関等証明欄は証明しないでください。�

・患者の医療保険の変更があった場合は、特定疾病療養受療証も新しい保険者に申請する必要があります。�

※� 特定疾病療養受療証がない場合は、医療費助成を受けられません。�

� �
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（�）介護保険における請求�

介護保険適用の訪問看護などの介護サービスを受ける場合（負担者番号 ��������・��������・��������）�

○都 医療券等に記載されている疾病に対して受ける訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、介護予防

訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防居宅療養管理指導、介護療養施設サービス（介護療養型医療施

設における入院）又は介護医療院サービスは、助成の対象となります。�

難病医療（国疾病）及び特殊医療（先天性血液凝固因子欠乏症等）「法別番号 ��」並びに難病医療（都疾病）「法別番

号 ��」では、認定された疾病に係る介護保険適用の訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、介護療養

施設サービス、介護予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防居宅療養管理指導又は介護医療院サー

ビスにおける利用者負担額を対象者に助成します。�

○都 医療費助成では下記のものが該当します。�

・難病医療（国疾病）（負担者番号 ��������）�

・特殊医療（先天性血液凝固因子欠乏症等）（負担者番号 ��������）�

・難病医療（都疾病）（負担者番号 ��������）�

難病医療「��」には、患者一部負担額があります。難病医療費の自己負担額の累積額（月額）が「一部負担額の限度

額表（月額）」に定める額に達するまで徴収します。（����� 参照）�

�

� �
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���他の医療制度との関係�

各種医療保険が優先適用され、その自己負担額を対象に助成する。○都 医療券（�����～参照）とその他との２種類以上

の医療費助成等の併用がある場合、○都 医療費助成との関係における優先順位は下記のとおり取り扱います。�

※マル障・マル親・マル乳・マル子については、併用して使用することはできません。医療証（受給者証）を発行する際

には、いずれか一制度の医療証を発行しています。重複して所持している場合などは、証を発行している区市町村へお問

い合せください。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

���医療機関での取扱い�

（�）窓口での確認�

①○都医療費助成（精神通院医療、結核一般医療を除く）�

医療保険証又は介護保険証とともに○都 医療券及び自己負担上限（限度）額管理票（難病医療「��」、Ｂ型・Ｃ型ウイ

ルス肝炎治療「��」、大気汚染関連疾病「��」に限る。）の提出を求め、○都 医療券の負担者番号、受給者番号、認定疾

病・病名、有効期間、認定条件等を確認する。○都 医療券に自己負担限度額が記載されている場合は、限度額まで徴収

する。自己負担上限（限度）額管理票を提出された場合は、自己負担額等を記入する。�

②精神通院医療�

精神通院医療の自立支援医療受給者証に法別番号「��」から始まる番号が振り出されているか確認する。�

精神通院医療（法別番号 ��）（負担者番号 ��������）�

社保加入者、後期高齢者医療加入者及び国民健康保険組合加入者の住民税非課税者に振り出す。�

※� 区市町村国保の方は、受給者証と併せて公費負担医療費の患者負担分の給付対象者（住民税非課税者等に限る）

には精神「国保受給者証（精神通院）（負担番号 ��������）」が交付される。）�

③結核一般医療�

結核一般医療の患者票に法別番号「��」から始まる番号が振り出されているか確認する。�

結核一般医療（法別番号 ��）（負担者番号 ��������）�

社保加入者、国保組合加入者及び後期高齢加入者の住民税非課税者のみに振り出す。（ただし生保が適用される方及

び療育給付受給者を除く）�

※� 区市町村国保の方は、患者票と併せて公費負担医療費の患者負担５％の給付対象者（住民税非課税者等に限る）

には結核「結核医療給付金受給者証（負担者番号 ��������）」が交付される。（「１．感染症の予防及び感染症の

患者に対する医療に関する法律」（��１参照）�

（�）請求方法�

①○都医療費助成（精神通院医療、結核一般医療を除く）�

一般処理� 保険（後期高齢者医療及び介護保険を含む。以下同じ）分及び○都 医療費助成分を１枚のレセプト（併用

レセプト）で請求する。�

例外処理� 以下に掲げる○都 医療費助成分は、例外処理として、保険分とは別に○都 東京都負担医療費請求書等（�����

～参照）により請求する。なお、（ⅰ）の保険分は単独レセプトにより、（ⅱ）（ⅲ）においては保険分と

先に適用される公費は併用レセプトにより東京都国民健康保険団体連合会（以下「国保連合会」）へ請求

する（国保及び後期高齢者医療に限る。社保は併用レセプトで請求可）。�

（ⅰ）他道府県の国保又は後期高齢で法別番号「��」「��」「��」の場合�
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（ⅱ）自立支援医療「��」「��」、難病医療「��」「��」「��」及び小児慢性特定疾病「��」の患者負担額を法別番号

「��」で助成する場合�

（ⅲ）自立支援医療「��」「��」、難病医療「��」「��」及び小児慢性特定疾病「��」の患者負担額を難病医療「��」

で助成する場合�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

②精神通院医療�

�

�

�

�

�

③結核一般医療�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

� �
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④介護保険と併用の場合�

難病医療・特殊医療「��」の場合、介護保険分及び○都 助成分を１枚のレセプトで併せて請求する（介護給付費及び公

費負担医療等に関する費用の請求に関する省令（平成 �� 年３月厚生省令第 �� 号）の例による）。併用レセプトを使

用することにより、高額介護サービス費に相当する額 ������ 円を超える利用者負担額は介護保険分及び○都 助成分と

併せて支払われる。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

難病医療「��」の場合は、○都 助成分は保険分とは別に介護給付費請求書により請求する。（����� 参照）�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

（�）レセプトの記載方法�

平成 �� 年４月から、外来診療についても高額療養費の現物給付化が行われるようになったことから、レセプトの記載

要領も変更され、特記事項欄への記載のほか、高額療養費が現物給付される場合は、保険の（一部）負担金額欄及び摘

要欄への記載が必要な場合がありますので御注意ください。本件に関しては、東京都国民健康保険団体連合会や社会保

険診療報酬支払基金関東審査事務センターのホームページに記載上の案内がなされていますので、御参照ください。�

①○都医療費助成（精神退院医療、結核一般医療を除く）�

「診療報酬請求書等の記載要領等について」による。�

（ⅰ）レセプトの負担者番号・受給者番号欄は、○都 医療券等の番号を記入する。�

（ⅱ）難病医療「��」及びＢ型・Ｃ型ウイルス肝炎（課税）「��」では、療養の給付欄の公費の項に外来における「一

部負担金額」の項又は入院における「負担金額」の項に○都 医療費助成の患者一部負担額を記入する。�

（ⅲ）○都 医療費助成の対象医療とそれ以外の医療が併せて行われる場合は、療養の給付欄の公費の項に○都 医療費助

成分の保険点数、次いで療養の給付に応じて一部負担金額、食事・生活療養費の請求額並びに標準負担額を記

入する。�

（ⅳ）難病医療「��」については、医療券の適用区分に応じた特記事項欄等の記載が必要となる。�

（ⅴ）高額療養費に該当する場合は、その限度額から自己負担額を控除した額が○都 医療助成額となる。併用レセプト

を使用することにより、高額療養費等に相当する額は、保険者より保険分と併せて支払われる。�

難病医療「��」の○都 医療券については、○都 医療券の適用区分欄に記載された記号により、特記事項欄等に所

得区分を記載する。また、指定難病「��」及び小児慢性特定疾病「��」も同じ取扱いとなる。�

（下表参照）�

� �
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医療券の適用区分� レセプトの特記事項�

� � 多数回該当�

ア� ２６区ア� ３１多ア�

イ� ２７区イ� ３２多イ�

ウ� ２８区ウ� ３３多ウ�

エ� ２９区エ� ３４多エ�

オ� ３０区オ� �

Ⅵ� ２６区ア� ３１多ア�

Ⅴ� ２７区イ� ３２多イ�

Ⅳ� ２８区ウ� ３３多ウ�

Ⅲ（前期高齢）� ２９区エ� ３４多エ�

Ⅲ（後期高齢 � 割）� ４１区カ� ４３多カ�

Ⅲ（後期高齢 � 割）� ４２区キ� ４４多キ�

Ⅱ�
３０区オ�

摘要欄� 低所得Ⅱ� �

Ⅰ� 摘要欄� 低所得Ⅰ�

�

※� 医療券の適用区分がⅡの場合はレセプトの摘要欄に「低所得Ⅱ」、Ⅰの場合は「低所得Ⅰ」と記入します。�

※� �� 歳以上の方で、医療券の適用区分が「Ⅱ・Ⅰ」の場合、多数回該当（３４多�オ）の設定はありません。�

※� 本制度における多数回該当の対象は、同一医療機関での入院のみです（外来、調剤、訪問看護は対象とはなりませ

ん。）。�

※� 保険者からの回答がない場合など、一部の医療券等には適用区分が空欄のものがあります。この場合、次の場合を

除いてレセプトの特記事項欄への記載は必要ありません。�

・後期高齢者医療被保険者証又は高齢受給者証をお持ちの方�

（高齢受給者証等の負担割合が１割又は２割の方の場合は、レセプトの特記事項欄に記入する負担区分の取扱いは

「エ」、３割の方の場合は「ア」になります。ただし、限度額適用認定証又は限度額適用・標準負担額減額認定証の提

示がある場合は、その証の適用区分どおりに記載する。）�

・限度額適用認定証又は限度額適用・標準負担額減額認定証をお持ちの方�

（その証の適用区分の記載は下記表の医療券等の適用区分と一致するので、それに該当する記載が必要です。）�

�

（ⅵ）人工透析等の長期療養により「特定疾病療養受療証」の交付を受けている１万円上限の者は、保険分の患者負

担相当額が１万円を超える場合は、レセプトの特記事項欄に必ず「�� 長」と表示をする。�

特定疾病療養受療証の自己負担限度額が２万円の者については、下記のとおり記載する。�

（ア）「保険の患者負担額が２万円を超える場合」�

レセプトの特記事項欄に「�� 長２」と表示し、公費①負担金額欄に「������」円と記入する。�

（イ）「患者負担額が１万円を超えて２万円未満の場合」�

レセプトの特記事項欄の表示は不要。公費①の負担金額欄に患者負担額から１万円を差し引いた額を記載

する。�

（ウ）「患者負担額が１万円以下の場合」�

レセプトの特記事項欄、公費①の負担金額欄への記入は不要。�

②精神通院医療�

負担者番号・受給者番号欄には、受給者証の番号を記入する。負担者番号は、まず法別番号「��」から始まる番号を

上段に優先して記入し、そのすぐ下に法別番号「��」から始まる番号を記入する。受給者番号は、「��」と「��」とでは

同一の番号を記入する。療養の給付欄については、法別番号「��」の公費に係る請求点数を記入する。医療保険に係る

ものと同じ場合は省略してもよい。また、法別番号「��」に係るものは、記入の必要がない。�

なお、例外処理として、都外医療機関等における○都 医療費助成分は、例外処理として、保険分及び公費分「��」とは

別に○都 東京都負担医療費請求書（精神通院）により請求する。�

③結核一般医療�

負担者番号・受給者番号欄には、患者票の番号を記入する。負担者番号は、まず法別番号「��」から始まる番号を上

段に優先して記入し、そのすぐ下に法別番号「��」から始まる番号を記入する。受給者番号は、「��」と「��」とでは同

一の番号を記入する。療養の給付欄については、法別番号「��」の公費に係る請求点数を記入する。医療保険に係るも

のと同じ場合は省略してもよい。また、法別番号「��」に係るものは、記入の必要がない。�

106

【公費負担医療の手引より抜粋】



―211―

18

（�）提出支払�

請求種別� 提出先� 提出期日� 支払日�

国保及び後期高齢者医療 

併用レセプト 
東京都国民健康保険団体連合会 

診療月の 

翌月 �� 日 

診療月の 

翌々月 �� 日頃 

社保併用レセプト 社会保険診療報酬支払基金関東審査事務センター 
診療月の 

翌月 �� 日 

診療月の 

翌々月 �� 日頃 

介護保険併用レセプト 

「��」のみ 
東京都国民健康保険団体連合会 

診療月の 

翌月 �� 日 
 

精神通院医療 

区市町村国保・後期高齢・組合国保 

⇒ 東京都国民健康保険団体連合会 

社保 ⇒ 社会保険診療報酬支払基金関東審査事務セン

ター 

※国保の「��」の方は、併用レセプトにより東京都国

民健康保険団体連合会へ請求する。 

診療月の 

翌月 �� 日 
 

結核一般医療 

国保 ⇒ 東京都国民健康保険団体連合会 

社保 ⇒ 社会保険診療報酬支払基金関東審査事務セン

ター 

※国保の「��」の方は、併用レセプトにより東京都国

民健康保険団体連合会へ請求する。 

診療月の 

翌月 �� 日 
 

その他例外処理での 

○都 東京都負担医療費請求書等 

東京都福祉局生活福祉部医療助成課 

〒�������� 新宿区西新宿二丁目８番１号 

電話番号 ��（����）���� 

診療月の 

翌月 �� 日 

診療月の 

翌々月 �� 日頃 

※「公費負担医療費の請求・支払について」（様式は ����� 参照）�

これは、各医療機関から請求された公費負担医療費分について、既に東京都から国民健康保険団体連合会又は社会保

険診療報酬支払基金を通じて支払い済みのもののうち、過誤調整などが必要と考えられるものを出力したものです。こ

の通知が届きましたら、まずは医療機関において、理由内容に沿ってレセプト請求内容を確認し、訂正が必要なものに

ついては、レセプトの取下げ及び再請求手続きを行ってください。 

過誤処理を防ぐ一番の方法は、医療機関の窓口で都医療券等の確認をすることです。�

 

主な過誤理由 

理由コード 内  容  ⇒  処理方法 

請求金額エラー（高額限

度額超） 

レセプト特記事項欄の記入誤り（区分相違や空欄）のため、公費助成額に誤りが生じています。 

⇒レセプトの取下げ依頼をお願いします。返戻されたレセプトの特記事項欄に、医療券等の適

用区分に合わせた記載等をした上で再請求してください。 

認定期間外 請求のあった該当月は認定期間外です。 

⇒患者の公費受給資格がない場合は、レセプトの取下げ依頼をお願いします。返戻されました

ら、公費番号を削って再請求してください（他の公費を受給している場合は、その公費番号で再

請求してください。）。 

（参考）負担者番号 ��������・��������・��������・��������（大気汚染関連疾病）は、認定

請求からシステム反映まで時間がかかることがあります。 

長期高額疾病請求額エ

ラー 

人工透析又は血友病の公費助成限度額（１万円）を超えて公費負担医療費を請求しています。 

⇒レセプトの取下げ依頼をお願いします。患者の特定疾病療養受療証を確認し、返戻されたレ

セプトの特記事項欄に、「�� 長」又は「�� 長 �」を記載の上、再請求してください。 

受給者該当なし 請求された受給者番号に該当する認定患者はおりません。 

⇒患者の医療券等を確認してください。レセプトを取下げ、正しい受給者番号に修正して再請

求してください。 
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���医療保険との関係�

（�）○都医療費助成（精神通院医療、結核一般医療を除く）�

各種医療保険が優先適用され、その自己負担額を対象助成とする。�

➀国保、後期高齢者医療又は社保・外来・患者一部負担額ありの場合�

�

�

�

�

�

�

�

�

※「��」のみ医療保険適用後の自己負担割合が ��％の場合は、医療費助成により自己負担割合が ��％となる�

②国保、後期高齢者医療又は社保・外来・患者一部負担額なしの場合�

�

�

�

�

�

�

�

�

（�）精神通院医療の場合�

�

�

� �
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（�）結核一般医療の場合�

���介護保険との関係�
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���請求事例�
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（別表７）�

区分� 疾病名� 対象者�

難病等�

（国疾病）�

法別番号 ���

スモン�

プリオン病（ヒト由来乾燥硬膜移植

によるクロイツフェルト・ヤコブ病

に限る）�

東京都の区域内に住所を有する者であって、一又は

二に掲げるもの。ただし、他の法令等による給付によ

り自己負担を生じない者を除く。�

一� 疾病名の欄に掲げる疾病にり患している者であ

って、知事が別に定める基準を満たすもの、ただ

し、次のいずれかに該当する者を除く。�

（イ）母斑症のうち神経皮膚黒色症、ゴーリン症候群

（基底細胞母斑症候群）及びフォン・ヒッペル・リン

ドウ病並びに特発性好酸球増多症候群のうち好酸球

増加症、遺伝性 ���延長症候群、骨髄線維症及び先天

性血液凝固因子欠乏症等（第Ⅷ因子欠乏症等を除く）

にり患している者であって、児童福祉法第�６条の２

第１項の規定に基づき厚生労働大臣が定める疾病及

び同条第２項の規定に基づき当該疾病ごとに厚生労

働大臣が定める状態の程度（以下「小児慢性特定疾病

及び当該疾病に係る厚生労働大臣が定める状態の程

度」という）に該当するもの（当該疾病に係る医療費

助成の申請を行う者に限る）�

（ロ）先天性血液凝固因子欠乏症等のうち第Ⅷ因子

欠乏症等及び人工透析を必要とする腎不全にり患し

ている者であって、特定疾病療養受療証の交付を受

けていないもの又は小児慢性特定疾病及び当該疾病

に係る厚生労働大臣が定める状態の程度（当該疾病

に係る医療費助成の申請を行う者に限る）�

二� 同一の月に受けた都単独疾病に係る医療につき

健康保険の療養に要する費用の額の算定方法の例

（これによることができないとき、及びこれによ

ることを適当としないときは知事が別に定める算

定方法）により算定した当該医療に要した費用の

額が� ������ 円を超えた月数が申請日の属する月

以前の��月以内に既に�月以上である者又はこれ

に準ずるものとして知事が別に定める者（都単独

疾病に係る医療費助成の申請を行う者に限る。）�

難病等�

（都疾病）�

法別番号 ���

悪性高血圧�

母斑症（指定難病の結節性硬化症、

スタージ・ウェーバー症候群及びク

リッペル・トレノネー・ウェーバー

症候群�を除く。）�

古典的特発性好酸球増多症候群�

びまん性汎細気管支炎�

遺伝性����延長症候群�

網膜脈絡膜萎縮症�

原発性骨髄線維症�

肝内結石症�

特殊医療�

（先天性血液凝固因子欠乏

症等）�

法別番号 ���

先天性血液凝固因子欠乏症等（第Ⅰ

因子欠乏症、第Ⅱ因子欠乏症、第Ⅴ

因子欠乏症、第Ⅶ因子欠乏症、第Ⅷ

因子欠乏症、第Ⅸ因子欠乏症、第Ⅹ

因子欠乏症、第ⅩⅠ因子欠乏症、第

ⅩⅡ因子欠乏症、第ⅩⅢ因子欠乏

症、フォン・ヴィルブランド病及び

血液凝固因子製剤の投与に起因す

る�����感染症をいう。）�

特殊医療�

（人工透析）�

法別番号 ���

人工透析を必要とする腎不全�

難病等�

（国疾病）�

法別番号 ���

劇症肝炎�

重症急性膵炎�

次の一及び二に掲げる者。ただし、他の法令等による

給付により自己負担を生じない者を除く。�

一� 東京都の区域内に住所を有する者�

二� 平成 ��年 ��月 �� 日において疾病名の欄に掲げ

る疾病に係る医療費助成を受けていた者であって、

引き続き平成��年１月１日から当該疾病に係る医療

費助成受けている者（更新が続く限り対象）�

小児精神病�

法別番号 ���

精神障害で入院医療を要する疾病

及び精神障害に付随する軽易な傷

病�

以下のいずれにも該当する者�

（�）現に左記の疾病に該当し、精神科病院又は病院

の精神病床に入院をしている者�

（�）満 �� 歳未満の者�

（�）医療保険等各法により医療に関する給付を受け

ている者。ただし、他の法令等による給付によ

り自己負担を生じない者を除く。�

（�）満 �� 歳に達した時点で引き続き医療を受ける

場合は満 �� 歳未満とする。�

（�）認定期間内であっても退院と同時に医療券は失

効する。�
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区分� 疾病名� 対象者�

被爆者の子に対する医療�

法別番号 ���

（�）～（��）の障害を伴う疾病及び

その続発症�

（�）造血機能障害�

（�）肝臓機能障害�

（�）細胞増殖機能障害�

（�）内分泌腺機能障害�

（�）脳血管障害�

（�）循環器機能障害�

（�）腎臓機能障害�

（�）水晶体混濁による視機能障害�

（�）呼吸器機能障害�

�����運動器機能障害�

�����潰瘍による消化器機能障害�

※医療券に認定疾病名が記載されている。�

以下のいずれにも該当する者�

（�）被爆者の実子であり健康診断受診票の交付を受

けた者�

（�）左記の障害を伴う疾病にかかり、�６か月以上の

医療を必要とする者。�

（�）医療保険等各法により医療に関する給付を受け

ている者。ただし、他の法令等による給付によ

り自己負担を生じない者を除く。�

大気汚染関連疾病�

法別番号 ���

（�）気管支ぜん息�

（�）慢性気管支炎�

（�）ぜん息性気管支炎�

（�）肺気しゅ�

（�）（�）～（�）の続発症�

以下のいずれにも該当する者。�

（�）現に左記の疾病に該当する �� 歳未満の者（生

年月日が平成９年４月１日以前の被認定者は

更新のみ可能）。�

（�）東京都の区域内に引き続き１年（３歳に満たな

い乳幼児は６か月）以上住所を有する者。�

（�）医療保険等各法により医療に関する給付を受け

ている者。ただし、他の法令等による給付によ

り自己負担を生じない者を除く。�

（�）喫煙していない者�

妊娠高血圧症候群等�

法別番号 ���

妊娠により入院医療を必要とする

疾病及びその続発症�

（�）妊娠高血圧症候群及びその関

連疾患�

（�）糖尿病及び妊娠糖尿病�

（�）貧血�

（�）産科出血�

（�）心疾患�

以下のいずれにも該当する者。�

（�）左記の疾病に該当する者。�

（�）前年分の総所得税額が ������ 円以下の世帯に

属する者又は入院見込期間が �� 日以上の者。

ただし、生活保護受給者、他の法令等による給

付により自己負担を生じない者を除く。�

結核一般医療�

法別番号 ���

（�）肺結核�

（�）肺外結核�

※比較的最近、結核に感染したと考

えられる方などで、発病の危険が高

い方（潜在性結核感染症）も含む�

（�）国の制度：左記の疾病に該当する者。�

（�）都の制度：次のいずれにも該当する者。�

①国の制度による患者票の交付を受けた者。�

②区市町村民税非課税者。ただし、区市町村国民健康

保険の被保険者、生活保護受給者及び療育給付受給

者を除く。�

（注）区市町村国民健康保険の被保険者（住民税非課

税者等）は、国の制度の適用後の残り５％は保

険給付される。�

精神通院医療�

法別番号 ���

精神障害及び当該精神障害に起因

して生じた病態に対して行われる

通院医療�

（�）国の制度：左記の障害により通院医療を必要と

する者�

（�）都の制度：次のいずれにも該当する者�

①国の制度による医療受給証の交付を受けた者�

②区市町村民税非課税者。ただし、他の法令等による

給付により自己負担を生じないもの及び区市町村国

民健康保険の被保険者を除く。�

（注）区市町村国民健康保険の被保険者（住民税非課

税者等）は、国の制度の適用後の自己負担分は

保険給付される。�

Ｂ型・Ｃ型ウイルス肝炎�

法別番号 ���

Ｂ型ウイルス肝炎又はＣ型ウイル

ス肝炎に対して行われるインター

フェロン治療を要する場合の当該

疾病、Ｃ型ウイルス肝炎に対して行�

以下のいずれにも該当する者�

（�）東京都の区域内に住所を有する者�

（�）左記の疾病に該当する者�

（�）医療保険各法により医療に関する給付を受けて�
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区分� 疾病名� 対象者�

�

われるインターフェロンフリー治

療を要する場合の当該疾病及びＢ

型ウイルス肝炎に対して行われる

核酸アナログ製剤治療を要する場

合の当該疾病�

いる者。ただし、他の法令等による給付により

自己負担を生じない者を除く。�

Ｂ型肝炎ウイルス若しくは

Ｃ型肝炎ウイルスによる肝

がん又は重度肝硬変�

法別番号 ���

Ｂ型肝炎ウイルス若しくはＣ型肝

炎ウイルスによる肝がん又は重度

肝硬変に対して行われる入院治療

及び肝がん通院医療（「分子標的薬

を用いた化学療法」、「肝動注化学療

法」又は「粒子線治療」による通院

治療に限る。）�

以下のいずれにも該当する者�

（�）東京都内に住所がある者�

（�）Ｂ型・Ｃ型肝炎ウイルスによる肝がん・重度肝

硬変と診断され入院医療を受けている者又は

Ｂ型・Ｃ型肝炎ウイルスによる肝がんと診断さ

れ外来医療を受けている者�

（�）年収が概ね ��� 万円未満の者（ただし、生活保

護受給者は除く。）�

（�）保健医療機関における「肝がん・重度肝硬変入

院関係医療」又は「肝がん外来関係医療」の自

己負担額が高額療養費算定基準を超えた月が、

申請月の前の �� か月以内に２か月以上ある者�

（�）肝がん・重度肝硬変の治療の研究への協力に同

意している者�

���現金給付（償還払い）�

（�）医療費�

○都 医療費の受給者が、認定の申請中等で○都 医療券を医療機関の窓口に提示できないときは、医療保険単独の扱いと

なるので自己負担分を窓口で徴収する。患者は、医療機関の窓口で支払った金額について、東京都福祉局に支給申請を

行い、○都 医療費の償還を受ける。�

申請に必要な書類�

「医療費支給申請書兼口座振替依頼書」（����� 参照）�

※「医療費支給申請書兼口座振替依頼書」内の医療機関等証明欄は、医療機関で記入する。医療機関は、患者に○都 医

療券の提示を求め、有効期間及び認定疾病・病名を確認し、レセプトの点数のうち○都 医療費分について記載する。

なお、領収書だけでは、診療内容が確認できないので、医療機関等証明欄により、○都 医療費助成対象の医療費であ

ることを証明する必要がある。�

・本人払い（償還払い）〈現金給付扱い〉�

次の理由により、患者が医療機関等の窓口で支払った認定疾病に対する医療費は、患者本人等が東京都へ所定の申請

書で申請することにより、返還を受けることができます。�

申請書を東京都が受理してから支払いまでには、概ね２か月、事例によっては３か月の期間を要します。�

ア� ○都 医療券等に記載された有効期間の開始日から○都 医療券等が交付されるまでの間に支払った医療費�

イ� 東京都と契約していない医療機関等で支払った医療費�

ウ� 健康保険の変更等により月額自己負担限度額が減額された○都 医療券等の交付を受けた者が、届出等から減額後

の○都 医療券等が交付されるまでの間に、減額前の○都 医療券等により患者一部負担金として支払った医療費�

【本人払いの請求方法等】�

○患者は、『医療費支給申請書兼口座振替依頼書』の医療機関等証明欄に医療機関等の証明を受け、直接東京都へ請求

します。領収書添付の必要はありません。�

○医療費の請求は、認定された疾病のみに対する医療費助成のため、上記ウを除いて領収書では受け付けていません。

（上記ウにおいても、領収書で受け付けられるのは、領収額が月額自己負担限度額と同額であるか、医療券等を使

用したことが明記されているものに限ります。）�

○公費負担者番号が「��」「��」「��」又は「��」の都医療券等をお持ちの方において、還付請求する月と同一月で「自

己負担上限額管理票」を使用して医療費を支払った場合は、その管理票の写しも添付するようお願いしています（た

だし、「��������（肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業）」は除く。）。�
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【「医療費支給申請書兼口座振替依頼書」医療機関等証明欄の記入に際しての留意点】�

○証明の際には、必ず○都 医療券等の提示を受け、東京都から医療費助成が受けられることを確認してください。�

○有効期間外であるものは証明しないでください。�

また、医療機関の受領金額が医療券に記載されている月額自己負担限度額を超えない場合は、患者など申請者の求

めに応じ、証明をしてください。�

公費負担者番号「５４」「８３」「５２」又は「３８」の患者負担額は、ひと月ごとに自己負担額を管理するため、

ひとつの医療機関での支払いが月額自己負担限度額内であったとしても、他の医療機関での支払いを合算した場合

に月額自己負担限度額を超え、本人払い（償還払い）が生じる場合があります。�

○証明の際は、「医療機関等コード」及び記入担当者の氏名と所属も必ず記入してください。�

○都の助成額を既に公費併用レセプトにより請求したものの証明はしないでください。�

○医療機関が証明した金額のうち、東京都は高額療養費相当額を控除して支払います。従って、申請書の証明金額の

全額が支払われない場合もあります。高額療養費相当額は、患者本人が加入している保険者に請求する必要があり

ます。�

○特定疾病療養受療証について�

人工透析を必要とする腎不全（負担者番号：��������）又は先天性血液凝固因子欠乏症等（負担者番号：��������）

のうち病名が「第８因子欠乏症」、「第９因子欠乏症」又は「血友病等」の方は、制度上「特定疾病療養受療証」の

取得及び提示が前提となっているため、自己負担限度額が１万円の方は医療機関等証明欄の限度額認定証の提示欄

に「長１」と、同２万円の方は「長２」と記載してください。�

人工透析により特定疾病療養受療証をお持ちの方で、上位所得者の自己負担限度額は２万円ですが、負担者番号が

�������� の医療券の助成の上限は１万円（差額の１万円は、他の公費で助成される場合を除いて患者負担）となり

ます。�

○限度額適用認定証について�

医療機関での支払いの際に、限度額適用認定証又は限度額適用・標準負担額減額認定証が提示されていた場合は、

限度額適用認定証又は限度額適用・標準負担額減額認定証の区分に記載の記号を、医療機関等証明欄の限度額認定

証の提示欄に記載してください。�

なお、この申請書の問い合わせは東京都福祉局生活福祉部医療助成課医療給付担当�

（℡０３��５３２０�４４５４）までお願いします。�
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★「医療費支給申請書兼口座振替依頼書」医療機関等証明欄の記入の留意事項について�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

【留意点】レセプト単位で記入してください。記入例①から⑧は以下のとおりお願いします。�

①� 「保険種別」・「負担区分」は受診時の主保険の情報に〇をしてください。�

②� 「限度額認定証の提示」は支払時に提示があった場合のみ、適用区分を記入してください。�

� � （窓口での患者負担額の根拠として確認させていただきます。証明記入時の受給者証の区分とは一致しない場合がある

ため、不明な場合は記入しないでください。）�

③� 入院、外来、調剤のいずれかに〇をしてください。薬局は外来ではなく「調剤」を選択してください。�

④� 「受診日数」は受給者証等の有効期間にかかわらず、月の診療日数（レセプトの日数）を記入してください。�

※� 薬局では処方せんの受付回数を記入してください。�

⑤� 「左記のうち有効期間内の日数」は④受診日数のうち、受給者証の有効期間内の日数を記入してください。�

※� 薬局では処方せんの受付回数を記入してください。�

⑥� 「１か月分の保険総点数」は当該月の保険総点数※（レセプトの点数）を記入してください。�

※� 訪問看護ステーションの場合は、当該月の療養費（円）を記入してください。�

⑦� 「左記のうち有効期間内でかつ特定医療に係る保険点数」は受給者証の有効期間内でかつ認定疾病にかかる点数を記入

してください。�

※� 訪問看護ステーションの場合は、認定疾病のみに係る療養費（円）を記載してください。�

⑧� 「窓口での患者負担額」は、⑥で記載の１か月の保険点数に対応する窓口領収額を記入してください。�

※� 助成額は⑦の点数から高額療養費等を考慮して都が再計算するため、⑧の金額とは必ずしも一致しません。�

（�）介護給付費�

介護給付費の利用者負担額を助成する。�

申請に必要な書類�

「介護給付費支給申請書兼口座振替依頼書」（����� 参照）�

※� 介護給付費利用者負担額証明欄は、サービス事業者等で記入する。�

� �
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・用紙の配付�

各区市町村の担当窓口で配布しており、用紙をコピーして使用することも可能。東京都福祉局では公式ホームページ

に掲載しており、ダウンロードが可能となっている。�

「医療費支給申請書兼口座振替依頼書（難病用）」�

�����������������������������������������������������������������������������

「医療費支給申請書兼口座振替依頼書（小児慢性特定疾病）�

���������������������������������������������������������������������������

「医療費支給申請書兼口座振替依頼書（��・��・�� 用）�

���������������������������������������������������������������������������������

「介護給付費支給申請書兼口座振替依頼書」�

����������������������������������������������������������������������������

以下の用紙は、各区市町村の担当窓口での配布はないが、前記用紙と同様に公式ホームページにて掲載しており、ダ

ウンロードが可能となっている。�

「医療費支給申請書兼口座振替依頼書（難病（国疾病）、特殊医療）�

����������������������������������������������������������������������������

「医療費支給申請書兼口座振替依頼書（難病�生活保護受給者用）�

�����������������������������������������������������������������������������������

「医療費支給申請書兼口座振替依頼書（肝がん・重度肝硬変用）�

�����������������������������������������������������������������������������

【請求先】�

東京都福祉局生活福祉部医療助成課�

郵便番号����������

東京都新宿区西新宿二丁目８番１号�

電話番号���（����）�����

����Ｑ＆Ａ�

Ｑ１）� 訪問看護や訪問診療の際、出先で毎回金額を請求することができないが、どのように請求したらよいのか。��

Ａ１）� 訪問診療や訪問看護を実施した月の月末の日付で、月の診療又は訪問看護費用を記載し、請求することが可能。�

その際、すでに自己負担上限月額まで達していた場合は、上限額を超える分は全て公費に請求することとなり、�

達していない分については、本人への請求となる。�

Ｑ２）� Ｑ１の請求を口座引き落としで行っている場合、徴収印は、口座の引き落としを確認してからにしたい。実際にいつ

の段階で押せばいいのか。診療・訪問した月から１か月又は２か月は遅れてしまうことが考えられる。自己負担上限

額管理票を預かってもよいか。�

Ａ２）� 自己負担上限額管理票を一つの事業所が預かってしまうと、患者の方が他の医療機関で受診する際に問題となる可

能性がある。そのため、あらかじめ患者に関わる医療機関が分かっている場合に、事前に関係機関との協議により、

毎月、自己負担上限額を超えることが経験上分かっている医療機関があれば、その機関のみが自己負担上限額管理

票に記載し患者の方からの徴収を行うこととし、その他の機関は始めから公費請求を行うこととするなどといった

取り決めをしておくことも考えられる。�

Ｑ３）� 介護保険では、１円単位で請求が出てくるが、自己負担上限額管理票にはどのように記載したらよいのか。�

Ａ３）� 本人に対する請求を１円単位で行った後、自己負担上限額管理票には、１０円未満を四捨五入した金額を記載するこ

ととされている。�

Ｑ４）� 自己負担上限額に達している等、患者の自己負担が生じない場合も、自己負担上限額管理票に記載する必要があるか。�

Ａ４）� 自己負担上限額管理票に総医療費の記載が必要であるのは、①高額かつ長期に渡り医療費が必要となる方に対して

今後の医療費助成における自己負担上限月額が軽減される根拠となる可能性があることと、②軽症かつ高額の医療

費を要することを持って医療費助成の対象となることを証明する根拠となる可能性があることの、二つの理由から

である。そのため、患者自己負担額の有無にかかわらず、原則として記入することが望ましい。�

①「高額かつ長期」の基準�

認定を受けた後の一月の医療費総額（認定を受けた難病に係る �� 割分）が高額（５万円超）である月が�６回以

上ある場合�
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→ 患者の方の区市町村民税の課税額等に応じ、自己負担上限月額が下がる場合がある。 

②「軽症かつ高額」の基準 

一月の医療費総額（認定に関する難病に係る �� 割分）が高額（３３，３３０円超）である月が３回以上ある場合 

→ 軽快・重症化を繰り返す疾病にり患しているなど更新時に軽快し認定の基準である重症度分類を満たさない

場合であっても認定となる。 

Ｑ５） 病院・診療所が処方箋を前月の終わりに発行し、その月を超えて保険薬局に処方箋が持ち込まれた場合、自己負担上

限額管理票はいつの月に記載すればよいか。 

Ａ５） レセプト請求の月と同じように実際に診察・処方や調剤を行った月に記載してする。具体的には、病院・診療所は、

処方箋を発行した月に、保険薬局は、調剤を行った月に記載する。 

Ｑ６） ５４の受給者証を提示されたが、自己負担上限額管理票を持ってこなかった患者に対し、どのように取り扱えばよい

か。 

Ａ６） 患者一部負担割合が３割の方については、医療費総額の２割の額又は受給者証に記載された負担上限月額のうちの

低い方の額を領収する。払いすぎた分については、後日、患者から直接東京都福祉局に超過分を請求することになる 

Ｑ７） ８３のマル都医療券（難病・都疾病）だけでなく、８０のマル障を持っている患者が受診しているが、８０のマル障

のみ適用してよいか。 

Ａ７） ８３のマル都医療券（難病・都疾病）と８０のマル障の併用がある場合、優先順位としては、第一公費を８３のマル

都医療券（難病・都疾病）、第二公費を８０のマル障とする。 

【参考】一部負担金の徴収方法（難病（都疾病）�� とマル障課税者 ��������・マル親課税者 ��������） 

難病（都疾病）で一部負担額が発生する場合に、一部負担額から医療費総額の１割（ただし、当該受診の難病（都

疾病）の自己負担額まで）を控除した額をマル障・マル親に請求する。 

【事例】難病（都疾病）８３１３６０１０  ７０歳未満の者（患者負担３割の場合） 

○自己負担上限額；低所得Ⅱ（５，０００円） 

○一般の健康保険加入者（窓口負担３割 → ２割） 

○マル障・マル親の自己負担額：１割 

難病（都疾病）の一部負担額をマル障・マル親が助成する。ただし、医療費総額の１割（当該受診の際の難病（都

疾病）の自己負担額まで）は自己負担となる。 

 

診療日 
医療費 

総額 

医療保険 難病（都疾病） マル障（課税）・マル親（課税） 

保険給付 一部負担 助成 一部負担 助成 一部負担 考え方 

� 日目 ������ ������ ����� ����� ����� ����� ����� � 割負担 

� 日目 ������ ����� ����� ����� ��� � ��� � 割のうち難病上限まで 

� 日目 ������ ������ ����� ����� � � �  

� 日目 ������ ������ ������ ������ � � �  

合 計 ������� ������ ������ ������ ����� ����� �����  

 

 

 

 

 その他、難病医療費助成制度に関する情報については、東京都福祉局のホームページ「難病ポータルサイト」に掲載されて

いる。 

����������������������������������������������������������������������� 

 

  

難病（都疾病）の自己負担上限額管理票にはこの金額を

記載 

実際の窓口徴収額 
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○都� 東京都負担医療費請求書 ��名連記（グリーン）の作成について�

���この請求書で請求できる負担者番号�

都内医療機関においては、原則、併用レセプトによる請求になります。例外的に以下の場合について「○都 東京都負担医

療費請求書」により御請求ください。�

区� � � 分� 負�担�者�番�号� 左の負担者番号について下記の場合�

○都 小児精神病�
８２１３４００８�

・他道府県の国保・後期高齢との併用�

・第一公費の自己負担額を「��」に請求する場合※�

（国保・後期高齢に限る。社保の場合は、併用レセプトで請求可）�

○都 被爆の子に対する医療�

○都 特殊医療（人工透析）� ８２１３８００９�

○都 妊娠高血圧症候群等� ８７１３６００８�

○都 難病医療等� ５１１３６０１８�
・第一公費の自己負担額を「��」に請求する場合※�

（国保・後期高齢に限る。社保の場合は、併用レセプトで請求可）�

※例）�・人工透析に係る医療について、更生医療「��」を適用し、その自己負担額について「��������」で助成�

���請求書の書き方�

請求書は、診療・調剤年月ごとに別用紙としてください。また、内訳はレセプト単位で記入してください。�

（�）診療・調剤年月欄は、１枚ごとに記入してください。�

（�）医療機関等コード欄は、レセプトに表記する７桁の番号を１枚ごとに記入してください。�

（�）○都 負担者番号・受給者番号欄は、１件ごとに○都 医療券等に記載されている番号を記入してください。�

（�）保険者番号欄は、保険証の保険者番号を記入してください。保険証の記号・番号は、記入不要です。�

（�）負担割合欄及び入院外来別欄は、１件ごとに該当するものを○で囲んでください。調剤薬局では、外来を○で囲んで

ください。�

（�）診療日数欄は、入院又は外来日数を記入してください。調剤薬局では、処方せんの受付回数を記入してください。�

（�）請求額欄上段は、各種健康保険（限度額適用認定証又は限度額適用・標準負担額減額認定証（以下、「限度額適用認定

証等」という。）の提示があった場合はそれも含む）、又は他の医療費助成を適用した患者自己負担額を記入してくだ

さい。�������� の医療券は、特定疾病療養受療証（○長 ）を適用後の ������ 円までが助成対象（特定疾病療養受療証

（○長 ）の限度額が ������ 円の方であっても、助成額は ������ 円まで）となります。請求額欄には ������ 円までを

記入してください。請求書の備考欄にも○長 と記入し、保険請求のレセプト特記事項欄にも「�� 長」又は「�� 長 �」

と表示をしてください。�

限度額適用認定証等により高額療養費を現物給付した場合は、該当する区分に応じた自己負担限度額を請求額欄に記

入し、備考欄に適用区分を限度額適用認定証等に記載されているとおり記入してください。�

�� 歳以上で負担割合が � 割又は � 割（限度額適用認定証等の提示がない場合に限る）の方は、自己負担限度額�

（例：外来 ������ 円、入院 ������ 円）以下の金額を記入してください。�

（�）公費分点数欄は、○都 医療券等に記載された認定疾病及び有効期間内の点数を記入してください。�

（�）請求金額は、１円単位までの請求とし、合計欄は、１枚ごとの合計件数と合計金額を記入してください。�

���請求書の提出方法等�

（�）請求書に必ず保険請求したレセプトの写しを添付してください。�

（�）診療月の翌月 �� 日（�� 日が土日祝日の場合は直前の平日）までに下記提出先に到着するよう送付してください。�

なお、請求書の用紙が不足する場合は注文用紙を下記アドレス宛メールで送付ください。�

【アドレス】���������������������������������

※注文用紙はこちら↓からダウンロードください�

��������������������������������������������������������������������������

� �
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���請求書の提出先�

〒１６３－８００１��東京都��新宿区��西新宿��二丁目８番１号�

東京都��福祉局��生活福祉部��医療助成課��医療給付担当（マル都）� ℡０３－５３２０－４４５４�

�

� �
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難病医療費請求書 �� 名連記（ブルー）の作成について�

���この請求書で請求できる負担者番号�

都内医療機関においては、原則、併用レセプトによる請求になります。例外的に以下の場合について「難病医療費請求

書」により御請求ください。�

区� � � 分� 負�担�者�番�号� 左の負担者番号について下記の場合�

○都 難病医療（都疾病）� ８３１３６０１０�

・他道府県の国保・後期高齢との併用�

・第一公費の自己負担額を「��」に請求する場合※�

（国保・後期高齢に限る。社保の場合は、併用レセプトで請求可）�

※� 例）難病に係る医療について、更生医療「��」を適用し、その自己負担額について「��������」又は「��������」で助成�

���請求書の書き方�

請求書は、診療・調剤年月ごとに別用紙としてください。また、内訳はレセプト単位で記入してください。�

（�）診療・調剤年月欄は、１枚ごとに記入してください。�

（�）医療機関等コード欄は、レセプトに表記する � 桁の番号を１枚ごとに記入してください。�

（�）○都 負担者番号・受給者番号欄は、１件ごとに○都 医療券に記載されている番号を記入してください。�

（�）保険者番号欄は、保険証の保険者番号を記入してください。保険証の記号・番号は、記入不要です。�

（�）負担割合欄及び入院外来別欄は、１件ごとに該当するものを○で囲んでください。調剤薬局では、外来を○で囲んで

ください。※負担割合は各種健康保険の自己負担割合です。�

（�）診療日数欄は、入院又は外来日数を記入してください。調剤薬局では、処方せんの受付回数を記入してください。�

（�）請求額欄上段は、各種健康保険（限度額適用認定証又は限度額適用・標準負担額減額認定証（以下、「限度額適用認定

証等」という。）の提示があった場合はそれも含む）、又は他の医療費助成を適用した患者自己負担額から一部負担金

相当額欄に記入した額を差し引いた額を記入してください。�

�� 歳以上で負担割合が１割（限度額適用認定証等の提示のない場合に限る）の方は、自己負担限度額（例：外来 ������

円、入院 ������ 円）以下の金額を記入してください。�

（�）公費分点数欄は、○都 医療券等に記載された認定疾病及び有効期間内の点数を記入してください。�

（�）一部負担金相当額欄は、医療機関等で受給者が負担した金額（自己負担上限額管理票の自己負担額欄と同額）を記入

してください。�

�����限度額適用認定証等により高額療養費を現物給付した場合は、備考欄に適用区分（ア・イ・ウ・エ・オ・Ⅱ・�Ⅰ）を

記入してください。�

�����請求金額は、１円単位までの請求とし、合計欄は、１枚ごとの合計件数と合計金額を記入してください。�

���請求書の提出方法等�

（�）請求書に必ず保険請求したレセプトの写しを添付してください。�

（�）診療月の翌月 �� 日（�� 日が土日祝日の場合は直前の平日）までに下記提出先に到着するよう送付してください。�

なお、請求書の用紙が不足する場合は注文用紙を下記アドレス宛メールで送付ください。�

【アドレス】���������������������������������

※注文用紙はこちら↓からダウンロードください�

��������������������������������������������������������������������������

���請求書の提出先�

〒１６３－８００１��東京都��新宿区��西新宿��二丁目８番１号�

東京都��福祉局��生活福祉部��医療助成課��医療給付担当（マル都）� ℡�������������

�

� �
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大気汚染関連疾病医療費請求書（グレー）�� 名連記の作成について�

���この請求書で請求できる負担者番号�

都内医療機関においては、原則、併用レセプトによる請求になります。例外的に以下の場合について「大気汚染関連疾

病医療費請求書」により御請求ください。�

区� � � 分� 負担者番号� 医療券の色� 左の負担者番号について下記の場合�

大気汚染関連疾病�

（自己負担なし）�

���3�00�� みどり色�

・他道府県の国保・後期高齢との併用�

・第一公費での患者負担分を「��」で助成での併用�

（国保に限る。社保の場合は、併用レセプトで請求可）�

���3����� みどり色�

大気汚染関連疾病�

（自己負担あり）�

���3��30� もも色�

���3���0� もも色�

���請求書の書き方�

請求書は、診療・調剤年月ごとに別用紙としてください。また、内訳はレセプト単位で記入してください。�

（�）診療・調剤年月欄は、１枚ごとに記入してください。�

（�）医療機関コード欄は、レセプトに表記する７桁の番号を１枚ごとに記入してください。�

（3）負担者番号・受給者番号欄は１件ごとに○都 医療券に記載されている番号を記入してください。�

（�）保険者番号欄は、保険証の保険者番号を記入してください。保険証の記号・番号は記入不要です。�

（�）負担割合欄及び入院外来別欄は、１件ごとに該当するものを○で囲んでください。調剤薬局では。外来を○で囲んで

ください。�

（�）診療日数欄は、入院又は外来日数を記入してください。調剤薬局では、処方せんの受付回数を記入してください。�

（�）【負担者番号が ���3�00� 又は ���3���� の場合】�

請求額欄は、各種健康保険（限度額適用認定証又は限度額適用・標準負担額減額認定証（以下、「限度額適用認定証

等」という。）の提示があった場合はそれも含む）、他の医療費助成を適用した患者自己負担額を記入してください。�

【負担者番号が ���3��30 又は ���3���0 の場合】�

� 請求額欄は、各種健康保険（限度額適用認定証等の提示があった場合はそれも含む）、他の医療費助成を適用した患

者自己負担額から一部負担金相当額欄に記入した額を差し引いた額を記入してください。�

�0 歳以上で負担割合が１割又は２割（限度額適用認定証等の提示がない場合に限る）の方は、自己負担限度額�

（例：外来 ���000 円、入院 ����00 円）以下の金額を記入してください。�

【各負担者番号共通】�

限度額適用認定証等により高額療養費を現物給付した場合は、備考欄に適用区分を記入してください。�

（�）公費分点数欄は、○都 医療券に記載された認定疾病及び有効期間内の点数を記入してください。�

（�）一部負担金相当額欄は、医療機関等で受給者が負担した金額（自己負担限度額管理票の自己負担額欄と同額）を記入

してください。�

（�0）請求額は１円単位までの請求とし、合計欄は１枚ごとの合計件数と合計金額を記入してください。�

���請求書の提出方法等�

（�）請求書には必ず保険請求したレセプトの写しを添付してください。�

（�）診療月の翌月 �0 日（�0 日が土日祝日の場合は直前の平日）までに下記提出先に到着するよう送付してください。�

なお、請求書の用紙が不足する場合は注文用紙を下記アドレス宛メールで送付ください。�

【アドレス】�����0�0�������������������������

※注文用紙はこちら↓からダウンロードください�

��������������������������������������������������������������������������

���請求書の提出先�

〒��3��00���東京都��新宿区��西新宿��二丁目８番１号�

東京都��福祉局��生活福祉部��医療助成課��医療給付担当（マル都）℡03��3�0������

�

� �
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介護給付費請求書 �� 名連記（イエロー）の作成について�

���この請求書で請求できる負担者番号�

下記の負担者番号が記載された医療券をお持ちの方の、介護保険の自己負担分については、「介護給付費請求書」により

御請求ください。�

区� � � 分� 負�担�者�番�号�

○都 難病医療（都単）� ８３１３６０１０�

���請求書の書き方�

請求書は、介護年月ごとに別用紙としてください。また、内訳はレセプト単位で記入してください。�

（�）介護年月欄は、１枚ごとに記入してください。�

（�）医療機関等コード欄は、各種医療保険のレセプトに表記する７桁の番号を１枚ごとに記入してください。�

（�）○都 負担者番号・受給者番号欄は、１件ごとに○都 医療券に記載されている番号を記入してください。�

（�）保険者番号欄は、保険証の保険者番号を記入してください。保険証の被保険者番号は、記入不要です。�

（�）負担割合欄及び施設在宅別欄は、１件ごとに該当するものを○で囲んでください。�

（�）実日数欄は、介護サービスを行った実日数を記入してください。�

（�）単位数単価欄は、該当する介護サービスの単価を記入してください。�

（�）請求額欄は、介護保険の患者自己負担額から一部負担金相当額欄に記入した額を差し引いた額を記入してください。�

（�）公費対象単位数欄は、○都 医療券に記載された認定疾病及び有効期間内の単位数を記入してください。�

（��）一部負担金相当額欄は、医療機関等で受給者が負担した金額（自己負担上限額管理票の利用者負担額欄と同額）を記

入してください。�

（��）請求金額は、１円単位までの請求とし、合計欄は、１枚ごとの合計件数と合計金額を記入してください。�

���請求書の提出方法等�

（�）請求書に必ず保険請求したレセプトの写しを添付してください。�

（�）診療月の翌月 �� 日（�� 日が土日祝日の場合は直前の平日）までに下記提出先に到着するよう送付してください。�

なお、請求書の用紙が不足する場合は注文用紙を下記アドレス宛メールで送付ください。�

【アドレス】���������������������������������

※注文用紙はこちら↓からダウンロードください�

��������������������������������������������������������������������������

���請求書の提出先�

〒１６３－８００１��東京都��新宿区��西新宿��二丁目８番１号�

東京都��福祉局��生活福祉部��医療助成課��医療給付担当（マル都）��℡�������������

�

�

� �
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【公費負担医療の手引より抜粋】
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【公費負担医療の手引より抜粋】
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３．診療報酬請求書等の留意点について 

 

① 社会保険関係 
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Change,Challenge,Chance
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３．診療報酬請求書等の留意点について 

 

② 国民健康保険関係 
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 本会へお問合せの際は、下記及び本会ホームページをご確認ください。

オオンンラライインン請請求求ににつついいてて

問問合合せせ先先

再審査依頼  ：03-6238-0011（大代表）

（審査第１部審査共助管理課・審査共助進行課）

※地区により担当が異なるため、大代表にご連絡いただき、

医療機関の所在地区（○○区、○○市等）をお伝えください。

取下げ依頼  ：03-6238-0330（審査第２部進行調整課過誤調整係）

再審査依頼・取下げ依頼

： 03-6238-0456（システム管理課レセプト電算係）

オンライン請求操作方法、【受付不能】ASPエラー

：03-6238-0011（大代表）

※地区により担当が異なるため、大代表にご連絡いただき、医療機関の所在地区をお伝えください。

オンライン請求の取り消し、【受付不能】以外ASPエラー
返戻及び増減点等各種帳票に係る問合せ先

【お問い合わせ先 】
≪オンライン請求システムの操作方法に関すること≫ システム管理部 システム管理課 レセプト電算係 03-6238-0456（直通）
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ベースアップ評価料～計画・報告提出 Q＆A について～  
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ベースアップ評価料届出後の流れ

令和６ 年６ 月から令和７ 年２ 月までにベースアップ評価料の届出を行った場合※

届出

令和７年度分
賃金改善
計画書

令和６年度分
賃金改善実績
報告書

令和７年

４月

STEP１ 令和７年３～４月に 令和６年度分（賃金改善開始～令和７年３月まで）の
「ベースアップ評価料収入」と「賃金改善措置による賃金増加分」を確認します

STEP２

STEP３

令和７年６月30日までに令和７年度分の賃金改善計画書

令和７年８月31日までに 令和６年度分の賃金改善実績報告書 を提出してください。

令和７ 年３ 月以降にベースアップ評価料の届出を行った場合

令和７年度内に追加で提出する書類はありません。

（注意）
ベースアップ評価料（Ⅱ）と入院ベースアップ評価料を届出している場合には、上記とは別に３か月ごとに区分変更の確認が必要です

令和６年度分
評価料収入と
賃金増加分の

確認

ベースアップ評価料は令和７年４月以降も引き続き算定することができます

６月 ８月

ベースアップ評価料を算定できる期間

STEP１

STEP２
STEP３

※令和７年３月１～３日に届出を行い、
令和７年３月から算定を開始して
いる場合も含みます

①

②

1

ベースアップ評価料
～計画・報告提出 Q＆Aについて～

公益社団法人 東京都医師会
事業部 医療保険課
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ベースアップ評価料の報告等について②

◆施設基準の届出時に令和7年度分の
「賃金改善計画書」を提出済みのため、作成は不要です。

◆令和7年度中に追加で提出する書類はありません。
※令和7年度分（令和7年4月～令和8年3月）の
 「賃金改善実績報告書」は令和8年8月中に

 関東信越厚生局東京事務所へ原則メールで提出します。
 （令和7年8月以前の提出は不可）

令和7年4月以降にベースアップ評価料を算定している場合
（※令和7年4月から算定を開始している場合も含む）

＜注意＞
ベースアップ評価料（Ⅱ）又は入院ベースアップ評価料を届出している場合には、
届出年度に関わらず３か月毎に区分変更の確認が必要です。

3

ベースアップ評価料の報告等について①

① 令和6年度分（賃金改善開始月～令和7年3月）までの
「ベースアップ評価料による収入」 及び
「賃金改善措置による賃金化増加分」を確認する。

② 令和7年度分（令和7年4月～令和8年3月）までの
「賃金改善計画書」を作成し、令和7年6月30日までに
関東信越厚生局東京事務所へ原則メールで提出する。
（※令和7年6月以前の提出は不可。 作成方法等はスライド7～10枚目を参照）

③ 令和6年度分（賃金改善開始月～令和7年3月）までの
「賃金改善実績報告書」を作成し、令和7年8月31日までに
関東信越厚生局東京事務所へ原則メールで提出する。
（※令和7年8月以前の提出は不可。 作成方法等はスライド11～15枚目を参照）

令和6年6月～令和7年3月までの間にベースアップ評価料
を算定している場合（※令和7年3月から算定を開始している場合も含む）

2
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S T E P１ 令和７ 年３ ～４月
令和６ 年度分「ベースアップ評価料収入」と「賃金増加分」の確認②

令和７年度分の「賃金改善計画書」作成（STEP 2）と令和６年度分の「賃金改善実績報告書」作成（STEP 3）に向け
て、令和６年度分に各医療機関・ステーションが得た「ベースアップ評価料収入」と各医療機関・ステーションが実
施した「賃金改善措置による賃金増加分」を確認しておきましょう。

③ ①の「ベースアップ評価料収入」と②の「賃金改善措置による賃金増加分」の差額を計算
差額を参考にしながら、必要に応じて、令和７年度の賃金改善計画における対象職員へのベア等の金額を見直
すことができます。

もし②＜①になっている、つまり「ベースアップ評価料収入分」に余りが出ている場合には、余り分は令和７
年度に繰り越して、令和７年度の賃金改善分に用いる必要があります。令和７年度の賃金改善計画において、
繰り越し分＋令和７年度の「ベースアップ評価料算定金額見込み」により、ベア等の金額（対象職員の基本給
等にかかる１か月の賃金改善見込み額）を再度調整してください。

令和７年度の「賃金改善計画書」の書き方については「STEP 2」でご説明します。

5

S T E P１ 令和７ 年３ ～４月
令和６ 年度分「ベースアップ評価料収入」と「賃金増加分」の確認①

510万円

賃金改善後の給与総額
（実際に支給した額）

－ 500万円 ＝

賃金改善前の給与総額
（賃金改善をしなかった場合

で計算した額）

10万円

賃金増加分
ポイント
• 賃金増加分は「賃金改善後の給与総額」から「賃金改善
前の給与総額」を引くことにより計算します

• 本評価料におけるベースアップ（ベア等）及びベース
アップ評価料による賃金改善分に含めることができるも
のについては、次ページ以降の参考①②をご覧ください

令和７年度分の「賃金改善計画書」作成（STEP 2）と令和６年度分の「賃金改善実績報告書」作成（STEP 3）に向け
て、令和６年度分に各医療機関・ステーションが得た「ベースアップ評価料収入」と各医療機関が実施した「賃金改
善措置による賃金増加分」を確認しておきましょう。

①ベースアップ評価料収入（ベースアップ評価料算定金額）の集計

ベースアップ評価料の算定を開始してから令和７年３月までの、ベースアップ評価料収入の金額を集計します
レセプト作成にあたって医事会計システム（レセプトソフトなどを含む）をお使いの医療機関・ステーション
は、システムからベースアップ評価料の請求金額もしくは算定回数が集計が可能かどうかを確認してください

②賃金改善措置による賃金増加分（賃金改善実績額）の計算

賃金改善をしたことによるベースアップ評価料対象職員の賃金増加分（全員の合計額）を計算します

4

178



参
考

S T E P２ 令和７ 年４ ～６月
令和７ 年度分「賃金改善計画書」の作成・提出 ① 様式の種類

ベースアップ評価料を届け出ている医療機関・ステーションは、「賃金改善計画書」を毎年４月に作成して、６月30
日までに、地方厚生（支）局に届け出る必要があります。

「賃金改善計画書」は、届出様式のExcelファイルに含まれています。
ベースアップ評価料（Ⅰ）のみを届出している医療機関・ステーションは評価料ⅠⅠ専用届出様式を用いてください。

評価料Ⅰ専用届出様式
外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）又は歯科外来・
在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）のみを届出する場合に
用いることができるシンプルな様式です。

従来版様式
外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）又は歯科外
来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）のほか、同評価
料（Ⅱ）や入院ベースアップ評価料を届出する場合
に用いる様式です。

7

ベースアップ評価料の報告等について
ベースアップ評価料の「賃金改善計画書」及び「賃金改善実績報告
書」等のデータは、厚生労働省のホームページよりダウンロード可能

【厚生労働省】ベースアップ評価料等について
（※各様式の記載例等も掲載されています）

◆ 賃金改善計画書
「２．届出様式（医療機関用）」

○外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）のみを届出する場合（評価料Ⅰ専用届出様式）
○上記以外の場合（従来版様式）

◆ 賃金改善実績報告書
「７．賃金改善実績報告書様式（医療機関用・訪問看護ステーション用）」
     ○病院及び有床診療所用

○診療所及び歯科診療所用 

【提出先】関東信越厚生局 東京事務所 
  baseup-hyoukaryou13＠mhlw.go.jp

上記アドレスに作成したデータを添付し、本文等に医療機関名及び連絡先を記載して
メールで提出する。メールでの提出が不可能な場合は郵送での提出も可能。

厚生労働省ホームページ

6
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1. 「別添」シートの１～５を記載します。

2. 令和６年度の「ベースアップ評価料収入」の余り分を
「⑪ベースアップ評価料による算定金額の前年度からの
繰越予定額」欄に記載します。（余りがない場合は⑪は
0円でOKです）

3. 「６賃金改善実施期間」の⑬には「令和７年４月」を、
⑭には「令和８年３月」を記載してください。

4. 「⑫１か月当たりの外来・在宅ベースアップ評価料
（Ⅰ）等による算定金額の見込み」に、ベースアップ評
価料の令和６年度からの繰越分と令和７年度の収入分の
１か月あたりの金額が計算されます。

5. ⑫の金額を参考に、「７ 対象職員（全体）の賃金改善
見込み額」を設定してください。

S T E P ２ 令和７ 年４ ～ ６ 月
令和７ 年度分「賃金改善計画書」の作成・提出 ➁ 評価料Ⅰ 専用届出様式

STEP 1での「ベースアップ評価料収入」と「賃金改善措置による賃金増加分」の差額計算の結果、「ベースアップ評
価料収入」に余りが出ている場合には、繰り越し分を含めた金額で「賃金改善見込み額」を設定してください。

「 賃金改善見込み額」 の設定について

2.

4.

3.

5.

46,000円

③～⑩により計算される１か
月当たりの算定金額見込み額

42,000円

賃金改善実施期間における⑪
の１か月あたりの金額
48,000円÷12月＝4,000円

＋

＝

≧ ⑫46,000円

「賃金改善見込み額」には、ベースアップ評価料による賃
金改善を行う前の時点からの賃上げ分を記載します。
例えば、ベースアップ評価料による賃金改善を、毎月定額
の手当によって行っている医療機関・ステーションについ
ては、その手当部分が「賃金改善見込み額」となります。

訪問看護ステーションも同様に記載してください

9

S T E P ２ 令和７ 年４ ～ ６ 月
令和７ 年度分「賃金改善計画書」の作成・提出 ➁ 評価料Ⅰ 専用届出様式

ベースアップ評価料（Ⅰ）のみを届出している医療機関・ステーションは、評価料Ⅰ専用届出様式を用いて「賃金改
善計画書」を作成します。

「 賃金改善計画書」 の作成

ベースアップ評価料（ⅠⅠ）のみを届出している医療機関・ステーション

評価料Ⅰ専用届出様式を用いて届出を行ってください。
評価料Ⅰ専用届出様式を用いる場合は、「別添」シートを記載すれば「賃金改善計画書」も完成します。
様式の記載方法は、ベースアップ評価料特設ページに掲載されている資料も併せてご覧ください。

評価料（Ⅰ）専用届出様式（医療機関用）

「別添」シートを記載する
と「賃金改善計画書」シー
トも同時に記載されます

「別添」シート 「賃金改善計画書」
シート

8
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報告書専用様式

• 病院及び有床診療所用

• 診療所用（医科・歯科共通）

• 訪問看護ステーション用

S T E P３ 令和７ 年８ 月
令和６年度分「賃金改善実績報告書」の作成・提出 ①様式

前年度にベースアップ評価料を届け出ている医療機関・ステーションは、前年度分の「賃金改善実績報告書」を作成
して、８月31日までに、地方厚生（支）局に届け出る必要があります。

ベースアップ評価料特設ページに掲載されている「報告書専用様式」のExcelファイルを用いて、賃金改善実績報告
書を作成してください。医療機関等の種別によって、記載すべきシートが異なりますので、注意してください。
（従来版の届出様式内の報告書シートを用いることもできますが「報告書専用様式」の方が作成しやすいです）

令和７年４月以降にベースアップ評価料の算定を開始した医療機関・ステーションは、令和６年度分の賃金改善
実績報告書の提出は不要です

ベースアップ評価料特設ページ

11

「賃金改善計画書」の作成が完了したら、これまでの届出時と同様に、専用メールアドレス宛に届出様式のExcel
ファイルを送付してください。ファイル名には医療機関又はステーションコードを含めてください。

ファイル名の例︓「9999999_ベースアップ評価料計画書提出.xlsx」
専用メールアドレスは、都道府県ごとに設定されていますので、送付先を間違えないように注意してください。
各都道府県の専用メールアドレスは、次ページもしくは厚労省ウェブサイトのベースアップ評価料特設ページを
ご覧ください。

S T E P２ 令和７ 年４ ～６月
令和７ 年度分「賃金改善計画書」の作成・提出 ③ 提出方法

ベースアップ評価料を届け出ている医療機関・ステーションは、「賃金改善計画書」を毎年４月に作成して、６月30
日までに、地方厚生（支）局に届け出る必要があります。

「 賃金改善計画書」 の提出

「賃金改善計画書」の内容については、各医療機関・ステーションの対象職員に周知を行ってください。

「 賃金改善計画書」 の内容周知

10
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S T E P３ 令和７ 年８ 月
令和６年度分「賃金改善実績報告書」の作成・提出 ③ 評価料収入

各記載欄に表示される「メモ」を参考に入力してください

ベースアップ評価料による収入の実績額（翌年度への繰越予定額相当分を除く）を、全て「職員のベア等及びそれに伴う賞与、時間外
手当、法定福利費等」に充当できていれば をしてください。

ベースアップ評価料による収入の実績額（翌年度への繰越予定額相当分を除く）のうち、「職員のベア等及びそれに伴う賞与、時間外
手当、法定福利費等」に充当できていない分があれば、その金額は翌年度のベア等の費用に充てる必要があります。充当できていない
分の金額を「（７）翌年度への繰越予定額」に計上したうえで をしてください。この繰越分については、翌年度の報告書では
「前年度からの繰越額」に計上し、報告を行ってください。

13

S T E P３ 令和７ 年８ 月
令和６年度分「賃金改善実績報告書」の作成・提出 ➁ 医療機関情報

各記載欄に表示される「メモ」を参考に入力してください

①

②

欄外に表示されるメールアドレスが、
報告書提出先のメールアドレスです

例では（病院及び有床診療所）賃金改善実績報告書を用います

12
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S T E P３ 令和７ 年８ 月
令和６年度分「賃金改善実績報告書」の作成・提出 ⑥ 提出日・開設者名

最後に提出日と開設者名を記載して、専用メールアドレス宛に様式のExcelファイルを提出してください。

提出時の注意点
• メール提出時、メールに添付するExcelファイルのファイル名に医療機関又はステーションコードを記載してく
ださい。
例）9999999_ベースアップ評価料報告.xlsx

• メール本文にも、署名等により医療機関又はステーション名及び連絡先を記載してください。
• メールには、様式以外のファイルは添付しないでください。
• メールアドレスを持っていない等やむを得ない事情がある場合には、書面で提出してください。

15

S T E P３ 令和７ 年８ 月
令和６年度分「賃金改善実績報告書」の作成・提出 ⑤ 基本給等総額

各記載欄に表示される「メモ」を参考に入力してください
「診療所用」様式では「看護職員」「薬剤師」「看護補助者」「歯科衛生士」「その他」の職種の記載は不要です。

【記載上の注意】４
「対象職員の常勤換算数」は、当該時点における対象職員の人数を常勤換算で記載すること。常勤の職員の常勤換算数は１とする。
常勤でない職員の常勤換算数は、「当該常勤でない職員の所定労働時間」を「当該保険医療機関において定めている常勤職員の所定
労働時間」で除して得た数（当該常勤でない職員の常勤換算数が１を超える場合は、１とする。 14
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よくある質問（ベースアップ評価料）①

Q 令和7年度分の「賃金改善計画書」を提出する際、届出書添付書類の提出が必要か？

→以下の場合は提出が必要となります。
①令和7年3月時点で、評価料(Ⅰ)のみを算定している医療機関が、「評価料Ⅰ専用届出

 様式」のデータを用いて、令和7年4月以降の「賃金改善計画書」を提出する場合

②令和7年3月時点で、評価料(Ⅱ)又は入院ベースアップ評価料を算定している医療機関
が、区分変更と同時に「評価料Ⅰ専用届出様式」のデータを用いて、令和7年4月以降の
「賃金改善計画書」を提出する場合

※「評価料Ⅰ専用届出様式」のデータを用いて「賃金改善計画書」を作成する場合、
データの仕様上「届出書添付書類」を作成する必要がありますが、提出は不要です。

Q 届出時点で、「評価料の算定期間」を令和6年6月～令和8年3月としているが、令和7
   年度分の「賃金改善計画書」を提出する際に届出を提出し直す必要があるのか？

→評価料（Ⅰ）の場合は、届出直しは不要。
 評価料（Ⅱ）の場合は3月毎に該当区分を見直し、変更がある場合は届出直しが必要。

※届出時に定めた「評価料の算定期間」を超えて算定する際は、改めて届出が必要と考え
られます。 詳しくは関東信越厚生局東京事務所へご確認ください。
（例：「評価料の算定期間」を令和6年6月～令和7年3月までとしていたが、令和7年4月以

降も継続して算定する場合）
17

よくある質問（ベースアップ評価料）

Q ベースアップ評価料は次回の診療報酬改定以降も継続するのか？

→現時点で、継続されるかどうかは示されていません。

Q ベースアップ評価料について、賃上げ目標となる数値（2.5％）をクリアしなかった場合、
医療機関が数値(2.5%)までの不足金額をベースアップとして職員へ支給するのか？

→賃上げ目標の数値（2.5％）は、あくまで政府が掲げている目標であり、数値に到達して
 いないからといって、罰則等はありません。ただし、ベースアップ評価料に係る収入は全
て対象職員へのベースアップに充当する必要があります。

Q 医療事務や看護助手は対象職員に該当するか？
 また、事務員は対象職員に該当するか？

→施設基準で「専ら事務作業（医師事務作業補助者、看護補助者等の医療を専門とする職
員の補助として行う事務作業を除く）を行うものは含まれない。」とされており、「医療に

 従事する職員」が対象とされているため、看護助手や事務員であっても、患者の移送介
 助など、少しでも医療に従事していれば、対象としてよいと考えられます。

16

184



参
考

よくある質問（ベースアップ評価料）③

Q 令和6年4月から賃金改善を実施していたが、実際に評価料の算定を開始したのが
令和6年6月からの場合、「賃金改善実績報告書」に令和6年4月以降の改善分を含め
 て記載してよいか？

→記載して問題ありません。届出時点で「賃金改善計画書」を作成中で、条例の改正が必要
 等のやむを得ない理由により算定開始月からの賃金改善が困難な場合は、同年度末ま
でに算定開始月まで遡及して賃金改善を実施する場合に限り、算定開始月から賃金改
善を実施したものとみなすことができます。 

   ※令和6年3月以前に実施した賃金改善は実績に含めることができません。
   ※令和6年度分の「賃金改善実績報告書」→令和6年4月～令和7年3月までの実績を記載

令和7年度分の「賃金改善実績報告書」→令和7年4月～令和8年3月までの実績を記載

「賃金改善計画書」及び「賃金改善実績報告書」における各項目（給与総額や基本給等総
額）の定義や記載方法などにつきましては、厚生労働省のホームページに掲載されている
疑義解釈や記載方法をご確認ください。
また、届出等に関するご質問は、関東信越厚生局東京事務所へご確認ください。

【厚生労働省ホームページ】ベースアップ評価料等について

【関東信越厚生局 東京事務所】 施設基準担当 Tel ：03-6692-5119
19

よくある質問（ベースアップ評価料）②
Q 中途入職や退職等の関係で届出時に提出した「賃金改善計画書」に変更があった場合、

 改めて「賃金改善計画書」を提出しなければならないのか？

→「賃金改善計画書」の再提出は不要ですが、再提出しても問題ありません。
 届出時に作成した「賃金改善計画書」の内容と8月に提出する「賃金改善実績報告書」の内
容が異なっていても、実際に行った賃金改善実績を含めた内容が「賃金改善実績報告書」
に記載されていれば問題ありません。

Q 届出時に記載した算定期間中に評価料の届出の取り下げを行った場合、「賃金改善実績
 報告書」を提出する必要はあるのか？
（例：令和6年6月～令和8年3月を算定期間としていたが、令和7年12月で届出を辞退した場合）

→必要です。
 （例の場合の「賃金改善実績報告書」の提出は以下のとおり）

①令和6年6月～令和7年 3月分→令和7年8月に提出
②令和7年4月～令和7年12月分→令和8年8月に提出

Q 令和7年度分の「賃金改善計画書」を提出する際は、「従来様式」または「評価料Ⅰ専用届
 出様式」のどちらでもよいのか？

→評価料（Ⅰ）のみを届出ている場合は、どちらの様式でも提出可能
 評価料（Ⅱ）又は入院ベースアップ評価料を届出ている場合は、「従来様式」 を用いて提
 出すること

18
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■ご質問について 

 

本日の講習内容についてのご質問は、Gooｇle フォームにて実施いたします。 

以下の QR コードを読み込むことでアクセスできますので、ご質問がある場合は、77

月月 2255 日日（（金金））までに入力をお願いいたします。 

なお、ご質問については関係各所に確認を行い、回答可能なものにつきまして

は後日、東京都医師会ホームページに（ https://www.tokyo.med.or.jp/37893 ） 

に掲載予定です。個別回答はいたしませんので、あらかじめご了承ください。 

 

【令和 7 年度 医療保険事務講習会 質問用フォーム】 
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